
デクセリアルズの価値創造プロセス

技術

人財

将来にわたり
予測される
社会課題
（例）
● 気候変動
● 人口動態の変容
● 地政学的変動 etc.

課題解決の
大きな原動力

デジタル・
テクノロジー
の進化

分析評価技術
有機無機分析、

光学シミュレーション技術

光半導体技術
光半導体製造技術、
高速フォトダイオード

お客さまとともに未来を創造する

インプット

非財務投資

450億円
価値創出の源泉である
「技術」「人財」への投資

中期経営計画『進化の実現』
達成に向けた成長投資

1,300億円

持続的成長に向けた投資

500億円
次期中計も見据えた「成長投資枠」

持続的成長への投資
（5年間累計※）

価値創出の源泉

無機材料技術
機能性フィラー、
金属めっき 

薄膜形成・
コーティング技術

Roll to Roll方式による
スパッタリングと真空蒸着

製品開発の基礎となる
6つのコア技術

 P.44、P.46

知的財産（IP）の活用
 P.48

つなごう、テクノロジーの進化を。Empower Evolution.パーパス

顧客志向

多様な人材の
育成と活用

内外の協働

成果志向

新たな価値創造

専門性の活用 技術を巧みに掛け合わせ、
新たな価値を生み出す人

行動指針
Dexerials Way

 P.66

 P.50

微細加工技術
ナノ形状加工、

Roll to Roll方式による
転写、化学蒸着

有機材料技術
配合技術

硬化系制御、機能性付与

※ 2024～2028年度

TOPICS
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デクセリアルズの価値創造プロセス

化
学
・
素
材

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

ユ
ー
ザ
ー

直接顧客

ディスプレイ
メーカー

組み立て
メーカー

電装品
メーカー

IT製品メーカー

自動車メーカー

最終顧客

②スペック・イン
（量産支援・製品カスタマイズ・改良）

部材指定

①デザイン・イン（最適なソリューションの提案）

機能性材料メーカー

課題発見力

ソリューション
開発・提案力

〈強み〉

①デザイン・イン

②スペック・イン 部材指定

（最適なソリューションの提案）

（量産支援・製品カスタマイズ・改良）

誠心誠意・真摯であれIntegrity経営理念 今までなかったものを。 世界の価値になるものを。Value Matters企業ビジョン

アウトカム価値創出（私たちの強み：ビジネスモデル）

事業性評価

価値創造を支える基盤価値創造を支える基盤

シングルソース製品
の拡大

（世界トップシェア）

パーパスの実現

● より広い領域でデジタル・
テクノロジーの進化に貢献
● 経済的価値と社会的価値を
創出し、持続的成長を実現

10年後のありたい姿

2028年度 経営目標
（パーパスの実現・

ありたい姿に向けたマイルストーン）

高い利益を生み出すための
事業評価基準

もっと豊かで、もっと効率的な社会へ。
あらゆるステークホルダーが、
いつまでも心地よく暮らせる

世界を目指して。

売上高： 1,500億円
事業利益： 500億円
EBITDAマージン： 43％
ROIC： 14％程度
ROE： 25％程度

営業機能強化
 P.36

人と技術の強化
 P.44、P.50

ESG重点課題の着実な推進  P.58 /  DXによる変革  P.52

製造機能強化
 P.37

経済的
価値

社会的
価値

対話力 技術力 分析力
 P.41

 P.6、P.29

 P.12、P.22

化
学
・
素
材

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

ユ
ー
ザ
ー

事業ポートフォリオ
拡大の基盤づくり

事業ポートフォリオ
拡大

世界シェア

反射防止フィルム※ 1

93.5%

異方性導電膜 （ACF）※ 2

世界シェア
73.9%

世界シェア

光学弾性樹脂 （SVR）※ 3

48.6%

※ 1 株式会社富士キメラ総研発行「2024ディスプレイ関連市場の現状と将来展望」による、 表面処理フィルム（ドライコート）の 2023年の金額シェア。　※ 2 株式会社富士キメラ総研発行「2024ディスプレイ関連市場の現状と将来展望」による、大型および中小型ディスプレイ向けACFの合計の 2023年の金額シェア。     
※ 3  株式会社富士キメラ総研発行「2024ディスプレイ関連市場の現状と将来展望」による、ディスプレイの貼り合わせで使用される光学用透明接着剤（OCR）の 2023年の金額シェア。光学弾性樹脂（SVR）は、光学用透明接着剤の当社製品名です。

　   競争
優位性

技術力・
知財力

 　  成長率 市場成長率

　   事業
効率性 簡易ROIC

 　 稼ぐ力 EBITDA
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デクセリアルズの価値創造プロセス

  ●  お客さまが気づいていない技術的課題を発見し解決
  ●  最終製品の量産時に、当社製品を部材指定①デザイン・イン

 ●  自社製品をカスタマイズすることに加え、工程改善まで支援することで、
お客さまの理想のものづくりを実現②スペック・イン

高度で多様な技術と分析力、そしてそれを使いこなす人財を活かし、お客さまの重要な課題
を見つけ、解決する製品・ソリューションを提供しています。
結果として高い参入障壁と市場シェアを維持し、安定した収益性と継続的な新製品の開発を
実現しています。

デクセリアルズのビジネスモデル

ビジネスモデルの根幹をなすのは「技術」と「人財」。すなわち、
価値創出の源泉としての「高度で多様な技術」と「それを使いこな
す多様な人材」です。これらをより一層強化することで、成長エン
ジンの幹を太くしていきたいと考えており、中期経営計画におい
ても最重要課題（マテリアリティ）として位置づけています。

ディスプレイメーカーや部品メーカーなど製造を行う「直接顧客」と、ユーザーとの接点を持つ
「最終顧客」（最終製品メーカー）の双方のお客さまへのアプローチが、デクセリアルズの製品開発
を支えています。
最終顧客との対話のなかで、お客さまが気づいていない真の課題を見つけ出し、その課題に対して
最適なソリューションの提案を行う「デザイン・イン」と、当社の部材を使って製造を行う直接のお客
さまに対して、どのようにすればその部材を効率良く使いこなせるか、量産の支援を含めてサポート
をさせていただく「スペック・イン」を通じて、直接顧客・最終顧客双方のお客さまにご満足いただく
ことで、新たなニーズを見つけ出し、製品開発につなげるという好循環ができ上がっています。

当社は、テクノロジーの進化に欠かせない当社らしいユニークな高付加価値製品を多く提供
しています。「シングルソース」製品が多く、お客さまに対し、安定的に高品質な製品を供給し続
ける責任を有しています。
そのため、自社のBCP（事業継続計画）の策定、訓練の継続およびお取引先さまとのBCPガイド

ラインの共有を通じて、お客さまに対する安全な製品供給実現に向けた取り組みを推進しています。

わたしたちの強みの源泉

わたしたちが発揮する強み

シングルソース製品を提供する責任

強みの源泉「6つのコア技術」と「多様な人材」

わたしたちの強み―それはビジネスモデルです。

ビジネスモデル：ニッチ市場で高シェアを維持する鍵となる「強み」

化
学
・
素
材

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

ユ
ー
ザ
ー

直接顧客

ディスプレイ
メーカー

組み立て
メーカー

電装品
メーカー

IT製品メーカー

自動車メーカー

最終顧客

②スペック・イン
（量産支援・製品カスタマイズ・改良）

部材指定

①デザイン・イン（最適なソリューションの提案）

機能性材料メーカー

課題発見力

ソリューション
開発・提案力

〈強み〉

①デザイン・イン

②スペック・イン 部材指定

（最適なソリューションの提案）

（量産支援・製品カスタマイズ・改良）

化
学
・
素
材

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

ユ
ー
ザ
ー

課題
発見力

ソリュー 
ション

開発・提案力

技術革新とアウトサイド・インの視点で市場をリードする
お客さまの期待値を上回る製品開発の基礎となるのが、これまで蓄積してきた６つのコア技術です。

これらの技術は、顧客ニーズに応えるだけでなく、社会の要請に基づいた課題解決や新たな事業機会を
創出するための基盤となっています。さらに「アウトサイド・イン」の視点を取り入れることで、技術の
進化を促進し、変化する市場ニーズにも迅速に対応する体制を整えています。

お客さまの真の課題を見つけ、技術を掛け合わせて解決策を提案する多様な人材
６つのコア技術を使いこなすのは、多様な技術を駆使するプロフェッショナルな人材です。お客さま
との対話では、営業のみならず、その技術を駆使する多様なエンジニアも加わり、お客さまの課題や要
望を引き出したうえで、開発部門とともに技術的な考察を加えて真の課題を見つけ出します。当社はこ
の課題に対して、今までなかったようなユニークで高い付加価値を持つ製品やソリューションを開発・
提案することで、お客さまの期待を超える価値の提供を実現しています。

6つの
コア技術

さまざまな分野の
プロフェッショナル
人材

微細加工技術

分析評価技術光半導体技術

無機材料技術

有機材料技術

薄膜形成・
コーティング技術

技術 人財

マテリアリティ

（含、知的財産）

 P.46 イノベーション
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テクノロジーの進化が生み出す社会的価値
～情報コミュニケーションの発展と当社製品の技術革新～

パーパス Value Matters
パーパス

～デクセリアルズがデジタル・テクノロジーの進化とともに、生み出してきた社会的価値～
 
デクセリアルズグループのパーパス ー 創業以来、培ってきた強みや
「デクセリアルズらしさ」を踏まえた、私たち自身の社会における存在意義であるとともに、
未来に向けた「ありたい姿」でもあります。

このパーパス実現のために、
企業ビジョン「Value Matters 今までなかったものを。世界の価値になるものを。」を根源として、
「技術」と「人財」を磨き上げ、巧みに掛け合わせることで、
今までになかった世界の価値になる製品・ソリューションを提供し続けていく。

これがデクセリアルズの目指すサステナビリティの本質です。

これまでも私たちは、社会やテクノロジーの進化を先読みし、
当社独自の技術でお客さまのニーズや課題をかしこく、機敏に解決しつつ、
お客さまの期待を超える価値を創造し、豊かで効率的な社会の実現に貢献してきました。

ここでは当社の主力製品である異方性導電膜（ACF）の技術革新が
パーパス × 企業ビジョンで社会的価値を創出してきた事例をご紹介します。
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テクノロジーの進化が生み出す社会的価値
～情報コミュニケーションの発展と当社製品の技術革新～

　情報通信技術はこれまで飛躍的な進化を遂げてきました。
携帯電話普及当初は、音声通話やテキスト中心でしたが、ス
マートフォンの登場により、写真や動画の共有、SNS、メッセー
ジングアプリ、ビデオ通話などが普及。コミュニケーションの
方法が一変し、生活やビジネスのあり方も激変しました。
　この進化を支えているのが、異方性導電膜（ACF）の技術
革新です。ACFは樹脂のなかに微細な導電粒子を分散させた
特殊な接着フィルムで、接着・絶縁・導通の３つの機能を持つ
材料です。電子デバイスの小型化や高性能化において大きな
役割を果たしてきました。なかでもACFに含まれる粒子を小
粒径化し、さらには並べる技術へと進化させたことで、ディス
プレイの高画素化が進展し、より鮮明で高精細な表示が可能に
なりました。
これにより、スマートフォンなどで高品質な動画や画像を気
軽に楽しむことができ、リアルタイムでの映像を使ったコミュニ
ケーションが広く普及する一つのきっかけとなったのです。
　デクセリアルズの技術革新は、日常的に使用されているデバ
イスの進化に大きく貢献し、情報コミュニケーションのあり方
を根本から変える原動力ともなっています。

［ Value Mattersの実践モデル ］
情報コミュニケーションの進化への貢献

テクノロジーの進化が生み出す社会的価値　～情報コミュニケーションの発展とACFの技術革新～　

粒子整列型開発秘話
詳細はウェブサイトをご覧ください

携帯電話の普及

携帯電話の配線接続用
粒子誕生

5μm

モバイルインターネットの登場と
スマートフォンの台頭

小粒径により高画素化に貢献

スマートフォンの成熟と
ソーシャルメディアの発展

粒子整列型ACFの誕生
Innovation

Innovation

  ●  音声通話、SNS、Eメール、モバイル
インターネット

  ● タッチパネルの搭載
  ● メッセージングアプリの登場

導電粒子を約 40％小粒径化。さらに表面に
絶縁コート処理を施すことで、粒子の数が
増えても配線間のショートを防ぐことがで
きるようになり、高画素化に貢献

  ●  音声、テキスト、ビデオ通話、SNS（リアルタイム
投稿）やストリーミング

●  グローバルなオンラインコミュニケーション
  ●  個人が大量の情報を瞬時に送受信

導電粒子を均一に並べて固定化する革新
的な技術が誕生。ショートの課題を解決
しつつ超微細配線接続により、スマート
フォンの超高画素化に貢献

  ●  音声、テキストのコミュニ
ケーション

  ●  カラー液晶の登場

樹脂コアに金属めっきをした導
電粒子の誕生により、微細配線接
続が可能になった

導電粒子
2.2μm
導電粒子

情報コミュニケーションの進化

ACFの技術革新

※ μm（マイクロメートル）は、1mmの1000分の1

3μm
導電粒子

2010年代～2000年代～1990年代～

フィルム中の粒子
分散のイメージ

さらに小粒径化し、
導電粒子を均一に整列

金属めっき

絶縁コート

樹脂コア

異方性導電膜（ACF）の基礎知識

粒子整列型異方性導電膜「ArrayFIX」
そのメリットと拡大する市場

粒子整列型異方性導電膜「ArrayFIX」
の登場がもたらす新しい価値

TOPICS
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テクノロジーの進化が生み出す社会的価値
～情報コミュニケーションの発展と当社製品の技術革新～

経済的・地理的な
制約を超えた
医療や教育の
機会の提供

情報コミュニケーション 
の利便性が
劇的に改善

技術革新による社会的インパクト拡大
最終のお客さまと直接のお客さまの対話から生まれた
技術革新が生み出すユニークな製品は、デジタルデバイスの発展につながり、
ひいては社会全体の情報コミュニケーションの進化に貢献。
豊かで効率的な社会の実現に不可欠な原動力となっています。

情報コミュニケーション
の進化

世界全体の
モバイルデジタル
データ総量※1

約1,000倍

1990年代
約1EB※3

2022年
約1,000EB

モバイルインター
ネット利用者数※1

約53億倍

1990年代
ほぼゼロ

2022年
約53億人

音声
テキスト

ストリー
ミング

生成AI
テレビ
電話

SNS

1990年代
128
×

    128px※2

デバイスの進化 
（例：解像度）

約500倍

2020年代～ 4K
3840
×

  2160px

エレクトロニクスの進化エレクトロニクスの進化

自動車における自動車における
情報コミュニケーションの進化情報コミュニケーションの進化

情報格差の是正
（デジタルデバイド

の解消）

豊かで豊かで
効率的な社会効率的な社会

デジタル・テクノロジーの進化 デジタル・テクノロジーの進化 

ACFの技術革新
（例：微細配線接続技術）

約1/5 
80％ダウンサイジング

『パーパス』

『Value Matters』

1990年代
面積2500μm2

2010年代～
面積500μm2

強み：ビジネスモデル
「デザイン・イン」「スペック・イン」

※ 1 総務省「情報通信白書」平成26年版、令和5年版をもとに自社予測　　※ 2 px：ピクセル　　※ 3 EB：エクサバイト

より広い領域での
社会課題解決さまざまな産業への

展開

事業ポートフォリオ拡大
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のれん償却前EPS EBITDA売上高

（年度）2022 2023 2024 2026 2028202120202019201820172016

中期経営計画2028『進化の実現』

中期経営計画2028『進化の実現』

目指す企業像の実現に向けた、収益基盤
確立のための「変革と成長」ステージ

基本方針

新規領域へのリソースシフトの遅れ、
事業環境変化への対応力不足による業績未達

新成長
ドライバーの

確立

既存領域事業の
競争力強化による

安定収益確保

事業構造の
最適化

位置
づけ

成果

課題

  反射防止フィルムが100億円規模に成長
  自動車事業：専任組織化し、

   売上高が全体の 10％にまでに成長

 異方性導電膜（ACF）のシェア拡大
   （粒子整列型ACFの急成長）

  栃木事業所へ開発リソース集約
  光学ソリューションカテゴリーの
 一部事業収束と中国生産拠点の統合

中期成長戦略と企業変革の実現で
持続的成長と企業価値向上の礎を築く

基本方針

事業ポートフォリオの拡大、環境変化への対応

新規領域での
事業成長加速

既存領域に
おける

事業の質的転換

経営基盤の強化

位置
づけ

成果

課題

 フォトニクス領域を第3の柱として特定、
フォトニクス事業子会社DXPS※立ち上げ

 高付加価値製品の拡大
  反射防止フィルム、表面実装型ヒューズの

   増産投資

  （株）レスターとの戦略的パートナーシップ形成
  グローバルでジョブ型人事制度を導入
 従業員に対する自社株式給付

※DXPS デクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ株式会社

当社は、2028年に向けて5カ年の中期経営計画2028『進化の実現』（以下、新中計）を始動しました。前中期経営計画2023「進化への挑戦」（以下、前中計）では、稼ぐ力の向上や外部環境
の変化に対して、強い経営体質への改革などにより、成長の基盤を構築しました。『進化の実現』をテーマとする本計画においては、3つの方針を掲げ、成長投資と株主還元の両立により
持続的成長と企業価値向上の実現を目指します。

中期経営計画
2028

『進化の実現』

中期経営計画2023「進化への挑戦」中期経営計画 「変革と成長2018」

TOPICS
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財務戦略中期経営計画2028『進化の実現』

今後さらなる市場の拡大が進む、自動車・
フォトニクス領域での事業成長を加速

新中計では、成長領域での取り組みとして、デジタル化の進展などにより、市場の拡大以上に事
業成長が期待できる自動車領域と、生成AIの進展などによる高速データ通信需要が飛躍的に高
まっているフォトニクス領域に注力していきます。既存領域においては、技術の差異化にさらなる
磨きをかけ、技術トレンドの変化を先取りした高付加価値化を促進することで成長を実現します。
そして、これらを支える経営基盤として、海外でのビジネスモデルの強化、技術人材やグローバル
人材の採用・育成の強化、スマートファクトリー化の推進などに取り組んでいきます。

位置
づけ

基本
方針 1

成長投資と株主還元の両立により持続的成長と企業価値向上を実現する

「営業機能」「人と技術」「製造機能」の各強化により
持続的成長を支える強固な経営基盤への進化

3 経営基盤の進化

異方性導電膜（ACF）、表面実装型ヒューズなど
の高付加価値製品を軸に事業拡大、成長継続

2 既存領域における
事業の質的強化成長領域での事業拡大

事業ポートフォリオ拡大

2028年度　経営目標

90% 80%

20%
30%

70%

10%

2018年度

*株式分割前

 新規
 既存

2023年度 2028年度

前中計で成長の第一歩を踏み出し、次の5年は持続的成長と企業価値向上を実現していくフェーズに入ります。
事業ポートフォリオ拡大をさらに推し進め、変化に強い経営基盤の構築に向けて、3つの基本方針をもって取り組んでいきます。

売上高

1,500億円

EPS*

626円

事業利益

500億円

ROIC

14%程度

EBITDAマージン

43%

ROE

25%程度

営業機能強化 人と技術の強化 製造機能強化

ビジネスモデルの
さらなる強化

マテリアリティの
強化

生産年齢人口減少を
見据えた効率化

  海外における「デザイン・イン」、 
「スペック・イン」の強化

  パートナーシップによる 
ディストリビューション強化、 
ボラティリティ抑制

 研究開発のさらなる強化

  技術人財の確保と 
グローバル人材の強化

  DX化による 
スマートファクトリー構築

  BCP機能の強化

中期経営計画2028『進化の実現』
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中期経営計画2028『進化の実現』

基本
方針 1 成長領域での事業拡大

今後さらなる市場の拡大が進む、自動車・フォトニクス領域での事業成長を加速

成長領域　事業戦略

　　光トランシーバー向け高速フォトダイオード

自動車事業

生成AI向けなどのデータセンター需要が拡大する市場で、独自の製品を展開

現行世代　800Gbpsまで
（100G/Lane）

次世代　800Gbps以上
（200G/Lane）

次々世代　1.6Tbps以上
（200G/Lane以上）

ワールドワイドトップメー
カー案件獲得済

すでに開発に着手、順調に
進捗

複合光半導体デバイスの
開発を構想

複合光半導体デバイス
化合物光半導体 × 光学デバイス（偏光板、導波路など）

自動車事業（億円）
フォトニクス事業（億円）

70

150

140

300

450億円

210億円

2023
（実績）

CAGR 16.5%

2028
（計画）

（年度）

CAGR 16.5%

成長領域 事業規模（売上高）

100年に一度の変革が進む自
動車領域に 2016年から参入し
ています。反射防止フィルムを軸
に、自動車業界の変革を支えるこ
とで、前中計期間中に140億円
規模まで、成長を実現しました。
新中計では、車載ディスプレイの
搭載数増加と大画面化の市場ト
レンドをとらえ、反射防止フィル
ムの拡大を推進します。また、車
載センサーの普及拡大による、セ
ンサーモジュール向け精密接合
用樹脂の販売拡大を目指します。

車載ディスプレイ向け反射防止フィルム センサーモジュール関連製品
完成車台数に左右されず、自動車の進化に貢献し事業拡大

2028（年度）202620242023 2028（年度）202620242023

データセンターの需要拡大により、トランシーバーの高速フォトダ
イオード（PD）の需要も急増し、大きな市場成長が期待されていま
す。当社は 2023年度に光トランシーバーのトップメーカーから案
件を獲得し、この先の非常に強い需要に対応するため増産投資を
進めます。

さらに、200Gbps規格対応や複合光半導体デバイスのデザインに
もさきがけて取り組み、未来の技術ニーズに備えています。

自動車事業については、CASEの進展に伴い、ドライバーに視覚情
報を伝える技術が多く採用されています。そのため、車載ディスプレ
イの搭載数の増加と大画面化が進み、当社の車載向け反射防止フィル
ムの採用拡大を見込んでいます。2024年4月には生産性を向上させ
た新ラインを稼働し、供給能力を拡充しつつ、デザイン・インによる車
載ディスプレイのさらなる採用拡大を推進しています。

本格的な自動運転の普及に向けて、自動車の眼となる車載カメラや
LiDARをはじめとするセンサーモジュールの搭載が増加しています。
当社はこの自動車の進化に対して、エレクトロニクス領域で培った技
術を活かし、精密接合用樹脂やACFをはじめとするセンサー関連製
品の拡販を進めています。すでに国内のTier1、Tier2に対する案件
を獲得しており、今後はグローバルでデザイン・イン活動とスペック・
イン活動を進め、自動車事業のさらなる拡大を実現していきます。

ダミー

 W/W※ 1 車載ディスプレイ面積
 W/W※ 1 完成車生産台数

 W/W※ 1 車載カメラモジュール台数
 W/W※ 1 完成車生産台数

車載カメラモジュール台数
CAGR 7.8%※ 2車載ディスプレイ面積

CAGR 12.9%※ 2

2028（年度）202620242023

800Gbps未満
次世代800Gbps以上

フォトニクス事業

生成AIなどのテクノロジーの
進化に不可欠な「フォトニクス」
領域を成長領域と定め、準備を
進めてきました。通信量の増大
により、データセンターの需要は
拡大し続けています。そのなか
で、当社は通信の高速化ニーズ
に対応した高速フォトダイオード
の採用拡大を軸に成長を実現し
ます。

※ 1 W/W ：ワールドワイド　　※ 2 調査会社による市場分析情報をもとに当社推計

※ 3  引用元：LightCounting社 市場分析情報より

800Gbps以上の高速PD台数※ 3

CAGR 109.0％
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財務戦略中期経営計画2028『進化の実現』

   

基本
方針 高付加価値製品を軸に事業拡大、成長継続2 既存領域における事業の質的強化

既存領域　成長ドライバー
表面実装型ヒューズ異方性導電膜（ACF）

有機ELディスプレイ市場環境 有機ELディスプレイ向け主要施策

マイクロLEDディスプレイ向け主要施策

リチウムイオンバッテリー市場環境 主要施策

有機ELディスプレイの増加トレンドをサポートしながら、新アプリケーションへの採用活動を展開

リチウムイオンバッテリー（LiB）の安全性向上に貢献し、価値創出

※ 1 調査会社による市場分析情報をもとに当社推計

既存領域 事業規模（売上高）

多様なアプリケーションの電動
化や、リチウムイオンバッテリー
の安全性向上の観点から、二次
保護素子である当社の表面実装
型ヒューズは大きな市場ポテン
シャルを有しています。
特に、大電流向け製品は当社

にしかできない高付加価値製品
であり、今後、顧客基盤と採用ア
プリケーションを広げながら事業
を拡大していきます。

ACFは3つの大きな市場トレ
ンドをとらえ、事業の拡大を目指
します。これを見据え、2026年の
稼働に向けた新たな工場の建設に
も着工しています。

１） フレキシブル有機ELディス
プレイ向け、粒子整列型ACF
のさらなる伸長

２） マイクロLEDディスプレイ向
け開発、採用活動の強化

３） センサーモジュール向けACF
の成長（前中計期間中に上市
した形状加工ACFの技術の
さらなる進化）

前中計では、液晶から有機EL（OLED）への移行が進むなか、当社の粒子整列型ACFは
OLEDディスプレイを採用したスマートフォンにおいてデファクトスタンダードとなり、業績拡
大に貢献しました。新中計期間では、スマートフォン以外のアプリケーションも液晶から有機
ELへと、ディスプレイが進化していき、当社の粒子整列型ACFの非常に高い需要の継続を
見込んでいます。このことにより、新中計の終盤では、現有のラインのキャパシティを超えるこ
とが想定されるため、 2026年稼働を目指した増産投資を実行します。

フレキシブルOLEDに続いて登場する新しいディスプレイであるマイクロLEDディスプレイに
向けた開発、採用活動も開始しており、当社製品が採用される蓋然性が高まっています。
マイクロLED向け製品は、ディスプレイ1台当たりのACF使用面積が大きいため、市場と
事業の動向を注視しながら、製造キャパシティの増強について継続して検討しています。

前中計期間で大きく伸長した電動工具向けについては、今後、グローバル展開を加速させ、
顧客基盤を拡大していきます。
特に欧米では、リチウムイオンバッテリーの保護回路に対する規制強化が進んでおり、すで

に複数の電動工具メーカーによる製品評価が進み、出荷を開始しています。
また、さまざまなアプリケーションの電動化が進むなかで、特に電動バイクが急速に普及し
ており、リチウムイオンバッテリーの搭載も加速しています。新中計では電動バイクをターゲッ
トアプリケーションの一つと定め、活動を強化していきます。

 電動工具生産台数
 うちLiB搭載台数
 うちSCP方式採用台数

 電動バイク生産台数
 うちLiB搭載台数

 有機ELディスプレイ出荷台数

1,050億円

850億円

2023
（実績）

2028
（計画）

Other

光学樹脂材料

反射防止フィルム

表面実装型ヒューズ

異方性導電膜

（年度）

主要4カテゴリー
CAGR 8.6%

2028（年度）202620242023

2028（年度）202620242023

2028（年度）202620242023

2028（年度）202620242023

2028（年度）202620242023

CAGR 7.0%※ 1

SCP方式採用台数
CAGR 48.8%※ 1

LiB搭載台数
CAGR 18.5%※ 1

電動工具

電動バイク

35

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤



基本
方針 3 経営基盤の進化

持続的成長を支える強固な経営基盤へ進化していく
営業機能強化

営業機能強化［インタビュー］

海外の体制増強と販路拡大で
ビジネスモデルの強化を目指す

執行役員
グローバルセールス&
マーケティング本部長

林 宏三郎

環境の変化に対応し持続的成長を実現するために、営業機能の強化に取り組んでいます。
具体的には、「海外におけるデザイン・イン＆スペック・インの強化」と

「パートナーシップによる高付加価値製品の新たなビジネス機会の創出やディストリビューション機能の強化」を進めます。

デザイン・イン＆スペック・インで 
お客さまの信頼を獲得する
　当社の営業機能は、直接顧客に対する「スペック・イン」と、最終
顧客への「デザイン・イン」に強みがあります。スペック・インでは、
部品メーカーに対しカスタマイズや改良の支援を行います。デザイ
ン・インでは、最終製品をつくるメーカーの製品設計・開発段階か
ら、当社のエンジニアがプロジェクトに参加します。お客さまのエ
ンジニアと直接コミュニケーションを取り、対話を通じて見つけ出
した真の課題の解決策を提案することで、お客さまとの信頼関係が
深まっていきます。

　お客さまからの信頼が獲得できれば、今後の開発ロードマップな
どの情報が得られるようになります。情報を集め、先回りしたアク
ションを取ることは、市場での優位性につながっていきます。

　事業部を横断して提案を行う当社の「エンジニアリング・マーケ
ティング」では、営業担当者には、技術に関する知識に加えて、英語・
中国語等の外国語スキルも含めたコミュニケーション能力、ビジネ
ス感覚、さらには人間性も求められます。実際に当社が高いシェア
を得ている製品では、そういった人材がプロジェクトをリードし、
成功に導いている実績が多数あります。

海外の拠点・体制を強化し
スムーズな連携で質を高める
　市場に対して影響力の大きいお客さまが多い海外において、デザ
イン・インとスペック・インの活動を強化すべく、エンジニアの海
外赴任と現地採用を増やしています。設計・開発段階のデザイン・
インは欧米で、生産過程でプロセスを最適化するスペック・インは
中国などのアジアで行うことが多いため、グローバルでの連携が重
要となります。

　情報をタイムリーに共有し、ビジネス獲得の機会を増やすツール
として、営業支援システム （SFA）を導入しました。これまで属人
的に管理していた情報を会社でデータとして蓄積し、レビューでき
るように管理しています。今後は事業部とのコミュニケーションプ
ラットフォームとしても活用していく予定です。

　また、上記に加え顧客への技術サポートを強化するために、中国
と韓国の重要拠点の近くに、評価・解析を行うエンジニアリング・
ソリューション・センターを設けています。将来的には同様の機能
を持つ拠点を米国にも展開し、お客さまへのフィードバックを速め
ていく計画です。

　海外拠点の拡充に際しては、お客さまの数ではなく質の向上を指

標としています。1社のお客さまに提供する製品を、1から2、3品種
へと、いかに増やしていけるか。それが結果的に事業ポートフォリ
オの拡大や、そのお客さまとの関係深化にもつながっていくと確信
しています。

戦略的パートナーシップで
販売拡大を目指す
　2023年末に半導体・電子部品商社の（株）レスターと戦略的パー
トナーシップを締結しました。レスター社は、国内外の半導体・電
子部品の商社として豊富な実績を有します。今後、当社の第3の柱
としてフォトニクス領域を伸ばしていくにあたり、レスター社を通
じて新たなお客さまを開拓できると期待しています。

　さらに、合弁会社をつくり販売機能を移管することで、当社の持
つ高付加価値製品の事業拡大やディストリビューション機能の強
化につなげます。すでに香港では 2024年7月から合弁会社として
中国向け商材のオペレーションをはじめており、韓国、台湾でも
2025年1月から開始すべく準備しています。人材交流も進めてお
り、お互いを深く理解することでシナジーをより高めたいと考えて
います。

　レスター社はもとより、これまでご協力いただいている代理店と
の関係性も今後さらに深め、販売力の強化、ひいては当社の営業機
能の強化につなげていきます。

 P.52 DX（デジタルトランスフォーメーション）による変革の加速
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財務戦略

製造機能強化

製造機能強化［インタビュー］

DXによる効率化とBCP機能の強化で
製造機能を高め環境変化に対応する

国内の労働生産人口減少を見据え、生産統括本部を中心に「DX化によるスマートファクトリー構築」を進めています。
また、災害発生などの緊急時に、被害を最小限に抑え早期に復旧できるよう「BCP機能の強化」に取り組み、

事業環境の変化に対応できる基盤を整備します。

執行役員
生産統括本部長

吉田 孝

※１  ビルディング インフォメーション モデリング。建物の設計、施工から維持管理まであらゆる工程で
情報を活用するソリューション

※２ ３次元レーザースキャナを使って工場や設備を計測し現場を３次元モデル化するツール
※３ ネット・ゼロ・エネルギー・ビル。消費する年間の一次エネルギー収支がゼロになる建物
※４  大地震や水害に強い設計を行い、無給電の状況でも数日間は稼働できるように、コージェネレーショ

ンシステムと太陽光発電にてエネルギー生産性を高めていきます

製造機能を生産統括本部に一元化し
全社視点で運営を最適化
　前中期経営計画から製造機能強化を方針に掲げ、生産ライン増
強に大きな投資をしてきました。結果として工場の省人化が進み、
特に車載向け反射防止フィルムは約1.5倍の高効率で生産できる
ようになりました。そのうえで新中期経営計画では、DXによるス
マートファクトリー構築とさらなるBCP機能の強化に取り組んで
います。

　当社の製造機能には 2つの特長があります。1つ目は、生産統括
本部が生産技術や生産管理等の機能を網羅的に担っていることで
す。この体制により、新たな生産ラインの設備やプロセスの設計、
立ち上げから量産化までを一貫して構築することができます。2つ
目は、生産統括本部に生産拠点戦略機能も有し、国内外の生産拠点
および協力会社を含めた全社視点での生産最適化・効率化を進める
ことができることです。

　生産設備・拠点を最大効率で運営する一方、当社は同じ製品を複
数拠点でつくる生産拠点分散を行っていません。安定供給の観点で
は生産拠点分散は有効です。しかし、当社は製品品目が多く、それ
ぞれの製品を専用の製造装置で製造するため、生産拠点を分散すれ
ば運営費が増加し、競争力のある価格での供給が難しくなります。
多くのお客さまに当社製品をシングルソースでご購入いただいて

おりますので、 生産拠点を増やさずにいかに安定供給をしていくか
が、当社の目下の課題だと認識しています。

エネルギー生産性・災害への強靭性向上で
生産拠点分散をせずにBCPを強化
　現在、鹿沼事業所の第 2工場に隣接する土地に、生産能力を拡充
させる新工場の建設を進めています。生産拠点を分散せずにBCP
を強化できる工場・生産ラインを構築することは、新工場の重点ポ
イントでもあります。新工場は、労働人口が減少するなかでも需要
の急増に対応し、パンデミック時でも生産ラインを維持できるよ
う、遠隔操作・省人化・無人化を視野に入れ、DX化によるスマート
ファクトリーを構築していきます。

　スマートファクトリー構築に向けては将来のデジタルツインの
実現に向けてBIMデータ※１および 3Ｄ点群データ※２を活用した
生産設備の最適レイアウトから生産能力検証を進め、RPA （ロボ
ティック・プロセス・オートメーション）やツールの活用による効
率化とあわせて進めています。プロセスを最適化したスマートファ
クトリーを現場から構築し 1人当たりの生産性を2倍以上に引き上
げる計画です。

経済的価値と社会的価値を両立する
人的資本強化とスマートファクトリー
　現在、製造部門の全社員がDX研修を受講し、現場のDXをリード

する社員にはさらに専門研修も受講してもらうなど、人的資本の強
化にも注力しています。さらに生産統括本部としてKPIを設け、製
造人材のポートフォリオ転換を進めています。製造社員のリスキリ
ングで技術職への異動を増やすと同時に IoT系技術者の採用も進
め、技術企画や戦略立案を担える人材を育てていきます。

　労働人口が縮小していくなか、他社が真似できない当社の独自技
術に磨きをかけるためにも、新工場は性別や障がいの有無、国籍に
かかわらず働きやすい生産環境を整える必要があります。建物は
ZEB※３化しCO2の排出量を抑え、サステナビリティ推進本部と連
携しながら脱炭素社会の実現に向けて環境に配慮※４する取り組み
を進めています。

　さらに、新工場の稼働に合わせ、全社で高効率な生産計画が立案
できるよう、基幹システムの刷新も進めています。経済的価値と社
会的価値のバランスを重視しながら、外部環境の変化に対応し持続
的に成長できるよう、人的資本強化とスマートファクトリー構築を
通して製造機能をさらに進化させていきます。

IoTやビッグデータ等を活用したスマート
ファクトリー化やBCP強化を目指す
鹿沼事業所のイメージパース
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財務戦略［インタビュー］

資本効率性（ROE・ROIC）を意識しながら
新中計の3本柱を着実に実行し
企業価値向上につなげる

　当社では、資本効率性（ROE・ROIC）を意識した企業価値
向上の実現のためには、稼ぐ力の指標であるEBITDAマージ
ンの向上が重要と考えています。このため、今年度から始まっ
た中期経営計画（以下、新中計）では、3つの基本方針に基づく
施策の着実な実行が肝要であり、これを支える財務戦略とし
て5カ年で累計3,050億円のキャピタル・アロケーションを
提示しました。

５カ年累計（2024～2028年度）3,050億円の
資本を適切に配分し、持続的な成長のための
投資と株主還元を両立させる

　キャッシュ・インでは、営業キャッシュ・フローを 2,150億
円、負債調達を 900億円と見込んでいます。負債の活用（レ
バレッジ）は株主資本の効率化につながると考えており、投
資の性質を踏まえた負債と資本の最適なバランスを目指しま
す。　

　キャッシュ・アウトにおいてはまず、成長投資に1,300億円

持続的成長と企業価値向上を
実現するための
キャピタル・アロケーション
2024年度からスタートした新たな中期経営計画『進化の実現』。前中
期経営計画での数値目標を前倒しで達成した成果を基盤に、持続的成
長を目指し、成長投資と株主還元のバランスを重視した戦略を展開し
ています。企業価値のさらなる向上を実現するため、経済的価値と社
会的価値の両立を追求していきます。

執行役員 経営管理本部長

寺下 和良

財 務 戦 略

（前中期経営計画比約 3倍）を見込みます。この投資は新中計
を達成するべく、解像度が高い、すなわち蓋然性高く成長が
見込める案件に投じます。その一つが、異方性導電膜（ACF）
の製造拠点である鹿沼事業所第 2工場の拡張です。工場の拡
張により、付加価値の高いACFを安定的に供給する能力を
高めます。

　加えて、持続的成長に向けた500億円の追加投資枠も確保
しています。前中期経営計画（以下、前中計）で稼ぐ力を高め
た結果、新中計期間の先を見据えた、より長期の成長に対す
る投資余力を生み出すことが可能になりました。これらは長

 P.37 製造機能強化
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財務戦略財務戦略［インタビュー］

期の事業成長のための先行投資的な性質であり、今回の中計
期間でのリターンには反映していませんが、新中計期間中に
実現の蓋然性が高まった時点で設備投資やM&Aを果敢に実
行していきます。現時点で複数の候補案件も挙がり、さまざ
まな角度から実現の可否を検討しているところです。2029
年度以降の次の中計期間を見据えた投資を実施することで、
持続的成長のための基盤を確かなものにしていきたいと考え
ています。

　また、価値創出の源泉である「技術」と「人財」に、いかに
投資をしていくかが、当社の持続的成長の鍵となります。こ
れらには非財務投資として、5年で450億円を投じます。私
たちの強みは、「デザイン・イン」「スペック・イン」からなる
ビジネスモデルです。例えばスマートフォン向けの製品で
は、直接の顧客であるディスプレイメーカーだけではなく、
最終の顧客であるスマートフォンメーカーと技術的な議論を
します。そのため、多様な技術を持った高度な人材をいかに
グローバルで獲得・育成していくかが、経営上の重要課題に
なります。　

　このような成長投資を通じて、事業、ひいては会社を成長
させていくことが、株主の皆さまへの一番の還元だと認識し
ています。新中計では、持続的成長とそれに見合う投資額を
見込んだうえでも十分なキャッシュ・フローを生み出し、株主
還元を高めることができると考えています。

　前中計の最終年度である2023年度には、EBITDAが400
億円を超えました。この「稼ぐ力」を高めたことを踏まえ、新
中計における株主還元方針を改めました。具体的には、従来
総還元性向でのれん償却前当期純利益の40％としていた還
元方針を、新中計では 5カ年を通じて総還元性向で 60％へと
上方に見直しました。そのうえで、連結配当性向は40％とし、
安定的な配当と資本効率を念頭に、DOE（株主資本配当率、
7％を下限値として設定）も導入しています。

　前中計では、キャッシュ・フロー改善を優先課題とし、そ
の方針のもとで株主還元を実施していました。総還元性向は
毎年度40～50％台で推移してきました。配当額を毎期増や
し続けてきたことに加え、自社株買いも財務状況や株価水準

などを総合的に勘案して機動的に実施してきたことで、総還
元額は 5年で350億円に達しました。新中計ではより高い
キャッシュ創出力のもとで、成長投資と株主還元の両立を目
指せるスタートラインに立てたと認識しています。

前中計の総括：
事業性評価による既存事業の質的転換と、
成長領域の拡充で事業ポートフォリオを拡大

　前中計では、売上高、営業利益、EBITDAの財務目標を3
年前倒しで達成できました。その原動力となったのは、簡易
ROICを用いた事業性評価による営業キャッシュ・フローの
改善でした。

　各事業ユニットに直接投下した資本を使って計算した
ROICを基準に、成長性などを含めた「稼ぐ力」を分析して総
合的に判断し、11のビジネスユニットを縮小・収束させまし
た。縮小・収束した事業へ投下していた人材と資本は、次の
成長事業へシフトすることが大前提です。これらの取り組み
により、成長性や利益率の高いビジネスユニットに集中する
ことができました。

　並行して成長領域の拡充も進めてきました。2022年には
光半導体・モジュールの開発・生産・販売を手がける（株）京都
セミコンダクターを子会社化し、既存事業の無機光学ビジネ
スと一体化したデクセリアルズ フォトニクス ソリューショ
ンズ（株）を設立しました。成長領域におけるキャッシュ創出
力はまだ十分とはいえませんが、成長領域に投資しつつも、
ACFや反射防止フィルムといった付加価値の高い既存領域
の製品でしっかりキャッシュを創出し、事業ポートフォリオ
の拡大を進めてきました。

■ キャピタル・アロケーション　中期経営計画期間5年間累計（億円）

Cash-In Cash-Out

-価値創出の源泉「技術」と「人財」への投資非財務投資

-前中計の「約3倍」の投資を計画本計画達成に
向けた投資

-次期中計も見据えた「成長投資枠」持続的成長に
向けた投資

-総還元性向「60%」を目途に還元（5年間累計）
-配当性向40％を目途として、DOE7%下限とする方針

株主還元800

500

1,300

450

負債調達
900

営業C/F
2,150
非財務資本
投下後
1,700含む

 P.41 事業性評価
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財務戦略［インタビュー］

　事業性評価のなかで既存事業の強化と成長領域の拡充を同
時に行う「事業ポートフォリオの拡大」を進めた結果、2023
年度の売上高は減収となったものの、営業利益は最高益を更
新しました。一方で、事業ポートフォリオの拡大に伴い製品
モデルサイクルの多様化が進みました。既存領域であるコン
シューマー IT製品は 1～2年、成長領域である自動車は3～5
年、フォトニクスは 5～10年程度と分散し、成長領域を増や
しつつ、会社全体での業績の安定性が高まったことも、当社の
強みとなりました。

　また、半導体・電子部品商社の（株）レスターと戦略的パー
トナーシップを結びました。同社のプレゼンスの高さを活か
した協業により、アジア圏のお客さまとの「デザイン・イン」
「スペック・イン」の強化を図っていきます。本パートナーシッ
プを通じて、為替感応度の低下に加えて、顧客基盤を広げる
ことで会社全体の業績ボラティリティ低減にも貢献すると考
えています。

　　適切な情報開示と真摯な対話による
持続的な成長実現への信任を通じて
企業価値向上に貢献する

　当社が株式市場からの評価を受けるには、当社がこの先ど
のようにして高収益性を維持しながら成長していくかを投
資家の皆さまにご理解いただくことが出発点になります。そ
の意味では、現状のPERは同業他社の水準を下回っており、
不十分だと認識しています。この根底には、投資家の皆さま
のなかに「デクセリアルズはこのまま成長し続けられるのか」
といった疑問があるのだと推測しています。当社は経済的
価値と社会的価値を生み出す製品・事業を通じて、企業価値
を高める取り組みで応えていきたいと考えています。事業の
成長性や資本政策については、IRミーティングを通じて、株

主・投資家の皆さまに、より理解を深めていただけるよう努
めていきます。

　2024年5月には取締役の報酬体系を見直し、株式報酬の構
成比を前中計時の20％から40％へと大幅に高め、経営陣と
株主の皆さまとの利害の共有を一層進めました。また、2022
年6月には、社員の経営参画意識の向上を目的に、国内社員を
対象とした当社株式の給付も行いました。

　さらに、2024年9月30日を基準日として、1株を3株にす
る株式分割を実施しました。投資単位あたりの金額を引き下

げることにより、投資家の皆さまがより投資しやすい環境を
整え、当社株式の流動性向上と、当社の経営理念やパーパス、
持続的な成長に共感していただける個人投資家層の拡大を
狙ったものになります。株主総会に合わせた工場見学会やオ
ンラインも含めた IR説明会も各地で行っています。個人の
ファン株主を創造していくためにも、こうした取り組みを継
続していきます。

　機関投資家の皆さまとのコミュニケーションも引き続き重
視していきます。2023年度は300回程度の対話を実施し、私
たちの強みである「デザイン・イン」「スペック・イン」のビジ
ネスモデルについてご説明する機会を設けてきました。その
なかでは、成長投資と株主還元のバランスについて、多数の
意見をいただきました。これらは、新中計のキャピタル・ア
ロケーションの策定に反映しています。

　また近年は、機関投資家の皆さまに「責任ある議決権行使」
が求められるようになりました。当社でも世界大手の議決権
行使助言会社の基準を参考にしながら、ガバナンスのさらな
る強化を実施しています。

　私のミッションは、当社の企業価値とプレゼンスを高める
ことなのはいうまでもありません。その前提として、株主・投
資家の皆さまをはじめとするさまざまなステークホルダー
に、当社のビジネスモデルや成長戦略、経営層のメッセージ
を、信頼感を得られるまでしっかりと説明し、情報ギャップ
を埋めることが重要だと考えています。ステークホルダーの
皆さまと同じ目線に立ち、納得いただける言葉でお伝えして
いく所存です。企業価値向上に向けた取り組みや新中計の進
捗状況を投資家の皆さまとの対話・エンゲージメントを通じ
てご理解いただくことで、資本市場における当社の成長期待、
企業価値向上を図っていきます。

 P.87 株主・投資家の皆さまとのコミュニケーション

 P.83 業績連動報酬　  P.66 株式給付制度（ESOP）
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財務戦略事業性評価

事業性評価

視点（項目） 内容

稼ぐ力 過去３年間の年平均EBITDA

事業効率性 過去３年間の年平均事業ユニット別 
簡易ROIC

成長率 市場成熟度を考慮したうえで、その市場での 
当社事業の期待成長率（売上・利益）

競争優位性 技術開発力および知財競争力 
（IPランドスケープのスコア）にて評価

事業性評価の目的・位置づけ　

前中計 評価基準

事業
効率性稼ぐ力 成長率 競争

優位性

譲渡・撤退事業の一例
排水処理剤事業は、事業性評価にて『構造の転換が必要な事
業』に区分されました。事業戦略の再構築に向けた見直しを行っ
た結果、自社での事業継続よりも、この事業および技術をより活
かせる企業さまに譲渡すると判断しました。
排水処理剤に関する特許権と技術ノウハウは水処理業を営む
専門の企業さまに譲渡し、継承いただきました。これにより当社
において、この事業は終了しました。

事業性評価の実績

事業ユニット数
2019年度 2023年度

23 13
譲渡・撤退：11

新規追加：1（光半導体）

同一指標による
再判断

透明性のある指標
による判断

事業性評価

柱となる
事業

のばす
事業

構造の転換が
必要な事業

継続 譲渡・撤退

戦略見直し・再構築

事業性評価の仕組み

判断

判断

当社では、簡易ROICをベースとした評価軸にてすべて
の事業ユニットを評価し、選択と集中を徹底しています。
前中期経営計画では、収益性の改善が目下の課題でした。
既存事業の質的転換を目的に、事業性評価の仕組みを通じて
事業ポートフォリオを見直しました。「稼ぐ力」「事業効率性」
「成長率」「競争優位性」という4つの評価軸を用いて定量評

価することで、それぞれを公平に評価しています。
事業性評価を踏まえ、継続すべき事業については強化あ

るいは効率化を図ります。構造の転換が必要と判断された
事業に関しては、戦略の見直しや再構築計画を策定したうえ
で、再度審議し、継続もしくは譲渡・撤退のいずれかに決定
します。譲渡・撤退と判断された場合には、継続事業へのリ
ソースシフトを実施しています。
事業性評価による徹底した選択と集中の結果、前中計初

年度にあたる2019年度にあった23の事業ユニットを、最
終年度の2023年度には13事業ユニットへと絞り込みまし

た。この仕組みにより、経営資源を継続事業に集中すること
ができ、収益性が改善され、次の成長ステージに向けた準備
を整えることへとつなげています。

2024年度からスタートした新中期経営計画においても、
事業ポートフォリオ拡大等に寄与すべく、事業性評価を継続
していきます。
ビジネス環境の変化が常態化している現在、持続的な成
長のためには常にリーンな体制維持が必要です。事業性評
価を実施することで、さらなる成長のための経営資源の選
択と集中を図ります。

4 つの評価軸で各事業を定量評価します

41

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤



フォトニクス領域での事業成長［インタビュー］

発展するフォトニクス領域で
事業成長と社会課題解決を両立
　当社グループでは、外部環境の変化に強い経営基盤を構築
するため、事業ポートフォリオの拡大を推進してきました。
新事業の創出にとどまらず、技術イノベーションによる社会
課題の解決を同時に実現するため検討を重ねた結果、成長領
域であるフォトニクス領域の事業を「第 3の柱」と位置づけま
した。

　フォトニクス領域とは、光の粒子と電子の信号を相互にや
りとりする光電変換によって情報を処理する、光と電気が融
合した領域を指します。この光電変換や光をコントロールす
る技術を用いたものが「光半導体デバイス」「無機光学デバイ
ス」の製品になります。

　いま社会では、インフォメーションやコミュニケーション
の形態が大きく変化し、さらに多くの情報を扱うことが求め

領域へのリソースシフトを継続していきます。さらに、パーパ
ス「Empower Evolution.　つなごう、テクノロジーの進化
を。」を実現するため、光電デバイスや光学などの技術とマー
ケティングを融合した、フォトニクス領域における「ソリュー
ションプロバイダー」へと進化していきます。

　目指す姿の実現のために、2022年3月に光半導体デバイ
スの事業を行う（株）京都セミコンダクター（以下、京セミ）を
グループ化しました。さらに 2024年4月には、半導体プロセ
スを用いて無機光学デバイス製品を製造していたDexerials 
Precision Components（株）と京セミを統合し、デクセリア
ルズ フォトニクス ソリューションズ（株） （以下、DXPS）と
して操業を開始しました。グループを挙げて、フォトニクス領
域のソリューションの開発・提供を推し進めています。

　これまで京セミは、光半導体デバイス製品の開発・製造の技
術を培ってきました。一方当社グループは、エレクトロニク
スにおける材料・デバイスに強みがあります。この統合によ
り、京セミの光半導体技術と当社グループの光と電気をコン

高速・大容量通信を可能にする光技術。
5 年でフォトニクス事業の売上を倍増へ
今後さらなる市場拡大が見込まれるフォトニクス事業を「第 3の柱」と位置づけ、リソースを投下
し成長を加速していきます。テクノロジーの進化を支えるソリューションプロバイダーとして、
パーパスに掲げた「もっと豊かで、もっと効率的な社会」の実現に貢献します。

執行役員
デクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ（株）

代表取締役社長

林部 和弥

られています。生成AIによるデジタルコンテンツの処理や
I oTの浸透により通信量は急増し、自動車やヘルスケアの分
野でも多量な情報を取得するためのセンシング技術の進化
が加速しています。さまざまな場面でフォトニクスが活用さ
れるこの社会の変化に対応し、光電変換機能をより高速かつ
大容量で扱えるように進展させることが、現在の市場からの
ニーズです。

グループ会社の技術を掛け合わせ
独自のソリューションを創出
　当社グループでは、デジタル・テクノロジーの進化に不可欠
な材料・デバイス・ソリューションを、多様な技術や人財との
掛け合わせで生み出しています。特にAIや I oT、その基盤と
なる次世代の高速通信の発展は、資源の有効活用や人手不足
に効果を発揮すると予測しており、フォトニクス領域の進化
に社会的な意義を強く感じています。

　だからこそ、当社グループは、今後も成長が見込まれるこの

フォトニクス領域での事業成長
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財務戦略

デクセリアルズ
フォトニクス ソリューションズ（株）

フォトニクス領域の技術を掛け合わせ
独自のソリューション創出

Photonics

光半導体の技術光をコントロールする技術

無機光学デバイス
（無機拡散板、無機偏光板）

高輝度プロジェクター

プロジェクションマッピング

ファクトリー 
オートメーション機器

データセンター

センサー向けデバイス

通信向けデバイス

フォトニクス領域での事業成長［インタビュー］

トロールする技術のシナジーが生まれ、グループ一体となっ
た価値提供が可能になると考えています。

経営基盤強化と一歩先を行く開発で
競争力を強化し安定性を確保
　今後も成長していくうえで重要なのは、マテリアリティにも
掲げた「技術」と「人財」です。当社グループでは、エンジニア
と営業社員が連携してお客さまと直接対話することで、顕在
化していない技術的な課題や次なる技術トレンドを把握して
います。対話から導き出した課題を分析し、先を見据えたソ
リューションの提案や技術開発につなげていくことが、事業
成長の加速につながっています。お客さまと当社のエンジニ
アや営業社員が一体となり、市場ニーズの一歩先を行く開発・
提案をする「エンジニアリング・マーケティング」は当社グ

ループの強みの一つであり、さらに強化していく必要がある
と考えています。

　そのためには、フォトニクス領域のシステムデザインにお
けるニーズを的確に把握し、社会とテクノロジーの進化に不
可欠なソリューションを創出しなければなりません。多様な
人材のスキルを掛け合わせる必要があり、さまざまな専門技
術を持つ人材や今までの領域とは異なる分野の人材の獲得を
進めています。特に技術を創りだす人材の獲得においては、人
材戦略と同期してグローバルな視点での採用・育成に注力し、
成長のためのスキルとリソースを拡充させています。

　さらに、技術と人財への投資の一環として、2023年に「デ
クセリアルズ×東北大学 光メタセンシング®共創研究所」を

新設しました。これはフォトニクス分野における研究や人材
育成を推進し、革新デバイスの創出と社会実装を目的とした
取り組みです。東北大学との産学連携により研究を加速させ、
新技術やソリューションを創出することで、フォトニクス領
域の進化と社会課題解決、自社の持続的成長に結び付けてい
きます。

　技術と人財への投資強化を軸としてビジネスモデルの継続
的な深化に取り組み、経営基盤を強化することで、変化の激し
いVUCAの時代に対応できる体制を構築していきます。

2028年度に売上高 150億円を実現し
グループを支え、けん引する柱となる
　フォトニクス事業を担うDXPSは2028年度に売上高150
億円の達成を目指しています。目標達成に向け、これまで培っ
てきた光をコントロールする技術を組み合わせた複合機能を
実現させ、新たな付加価値となるソリューションの創出を目
指しています。また、光通信・光半導体領域における高速化・
大容量通信のキーデバイスとなる、高速フォトダイオードの
生産量拡大にも取り組んでいます。中期経営計画2028『進化
の実現』ではこれらの施策を着実に進め、拡大する市場のニー
ズに応えていきます。

　パーパスを実現し、持続的な成長を続けていくためには、事
業ポートフォリオの拡大が最重要課題です。グループ全体の
さらなる成長と企業価値向上に向け、DXPSはスタートライ
ンに立ったばかりです。まずは 2028年度までの売上高目標
達成に向け、フォトニクス領域での事業を拡大していきます。
そして将来は、DXPSひいてはフォトニクス事業を当社グ
ループをけん引する柱へと成長させます。どうぞご期待くだ
さい。

 P.50 マテリアリティの強化「人財」

 P.46 イノベーション
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マテリアリティの強化❶「技術」（技術戦略）［インタビュー］

　　DIG設立から現在に至るまでの取り組みと、
　　中長期的な方向性についてお聞かせください。
　　 中長期的な計画の実現に向けて：DIGの役割と戦略

　2020年に立ち上げたDIGは、多様な専門分野のメンバー
で構成され、さまざまな視点から社会課題を探り出す自社組
織です。解決につながる技術を検討したうえで、新たな事業創
出に向けた技術イノベーションの戦略を策定しています。

　設立当初は、社会課題に対して当社が貢献できる技術やニー
ズを明確化し、新しいテクノロジーやビジネス創出を目指し
てきました。2～3年にわたり実施したレビューでは、技術や
市場データ情報の徹底的な調査、重要性と収束性を重視した
体系的な分析、評価と差異化の優先順位づけを行い、その過程
を通じてフォトニクスと半導体分野を当社の注力領域として
焦点を定めることになりました。フォトニクスに関しては、さ
らなる成長に向けた体制強化を中期経営計画のなかで図って
います。

オの拡大へとつなげていきます。

　DIGは、あらゆる面でイノベーションを起こすことで、新し
い技術を創造し、グローバル社会の責任あるパートナー、リー
ダーとなることをコアバリューとして掲げていきます。

　　中長期的な成長の実現に向けて重要と考える
　　視点や取り組みについてお聞かせください。
　　 コア技術の活用（「インサイド・アウト」）と
 　　「アウトサイド・イン」のアプローチから得た
　　 新技術の融合による中長期成長戦略

　事業ポートフォリオの拡大には、継続的なビジネス変革が
不可欠ですが、私は中長期的には、特に2つの視点が重要だと
考えています。

　1つ目は、コアな強みの活用です。当社の強みであるコン
シューマー IT領域で培った技術を基盤に、他社に真似できな
い独自の製品・技術を提供してきました。この基盤を支える

コア技術の活用と新技術の創造で
イノベーション創出をけん引
～「インサイド・アウト」と「アウトサイド・イン」アプローチ～
2020年、デクセリアルズの新たなイノベーション創出を担うため、多様な専門性を持つメンバー
が集結して発足した「Dexerials Innovation Group推進部（以下、DIG）」。パーパス実現に向け
た全社的な司令塔として、デジタル・テクノロジーの進化への貢献をより広い領域で実践すること
で、経済的価値と社会的価値を両立する事業ポートフォリオの拡大に向けた道筋を描いています。

　現在DIGは、中長期的な計画を「実行」に移すフェーズに進
みました。パーパス「Empower Evolution.　つなごう、テク
ノロジーの進化を。」を実現する全社的な司令塔として成長・
創造戦略を策定し、各部署の役割や方向性を示しています。外
部の技術や市場動向、顧客ニーズを積極的に取り入れながら、
テクノロジー、マーケティング、外部技術なども掛け合わせ、
さまざまな産業、ひいては社会の進化に貢献していきます。

　DIGでは常に「私たちがこの技術を開発する意味は何か」
「私たちは社会にどのような価値を提供できるのか」を念頭に
置いて議論しています。その過程はつまり、「我々の付加価値
を高めるための差異化要因とは何か」を追求することでもあ
ります。議論のテーマは多岐にわたります。全社に影響をお
よぼすダイナミックで中長期的なものから、各部署に割り振
るタスクや進捗管理など、細分化されたテーマもあります。知
的財産（IP）戦略のビジネスへの取り込み、学界やコンソーシ
アムとの対話、戦略的パートナーシップやオープンイノベー
ションなど、お客さまや業界内外との多様な議論を通じて立
てられた戦略を実行することで、最終的に事業ポートフォリ

執行役員 技術戦略統括
Dexerials Innovation Group（DIG）推進部担当

Kuo-Hua Sung（クオ・フア・サン）

🆀

🆀

マテリアリティの強化「技術」（技術戦略） 技術 人財
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財務戦略マテリアリティの強化❶「技術」（技術戦略）［インタビュー］

6つのコア技術領域（薄膜形成・コーティング技術、無機材料、
有機材料、分析評価、微細加工、光半導体）は、固有のソリュー
ションを支え、今後も成長の原動力です。さらに素材、プロ
セス技術、生産技術、分析・評価能力、デザインといった5つ
のキーとなるスキルセットは、どの技術分野でも不可欠な
ものです。これらの強みにより、新技術の創出が可能となり、
迅速かつ機敏な市場投入の基盤となります。このような多様
なスキルを持つ人材とコア技術を組み合わせることで、新た
な領域への進出を可能にし、競争力を強化していきます。市場
でのリーダーシップを確立するには、これらの要素が欠かせ
ません。

　2つ目は、社会課題解決から事業機会や新規事業の創出を図
る「アウトサイド・イン」のアプローチです。この点において
は、お客さまやパートナー、業界のリーダーとの対話が非常に
重要です。私たちは、デジタル・テクノロジー市場から求めら
れる技術課題を発見し、ブレイクスルーを阻害する要因を探
り、これらのハードルを乗り越える新たなソリューションや
価値を提案しています。

　これらの取り組みを支えるのが、私たちが今まで培ってき
た多様な技術の蓄積「ツール・ボックス」です。例えば、生成
AIの進歩によるコミュニケーションの高速化ニーズに対して
は、私たちの「ツール・ボックス」に入っているエレクトロニ
クス、光学、光半導体などの最適な技術をソリューション提案
することができます。

　　 事業ポートフォリオ拡大の達成と、
　　   『人財』の考え方についてお聞かせください。
　　　技術と人財の強化を基盤に、事業ポートフォリオ拡大と
　　   新たな成長領域を目指す

　事業ポートフォリオの拡大では、「技術」と「人財」という2つ
のマテリアリティが出発点となります。技術に関しては、コ
ア・コンピタンスを活用しつつ、「アウトサイド・イン」のアプ
ローチから得た新技術とともに進化を加速させていきます。

　一方で、人財については、「私たちが成長を目指す分野にお
いてトップレベルの才能を持つ人材をいかに獲得するか」が
問われます。DIGはすでに性別や国籍、専門分野において多
様なバックグラウンドを持つ人材で構成されており、この多
様な視点を持つ社員が、機能や分野を超えたオープンな議論
を重ねることで、効率的かつ効果的で極めて重要な意思決定
を可能にしています。また、業界に精通している方をアドバイ
ザーとして迎え、議論する機会を持つことも有効な人材育成
手段となります。それにより、当社の人材の戦略的な分析能力
やクリティカルシンキングの力を高めていきます。

　今後もこれらの取り組みを強化し、フォトニクスや半導体
技術を基盤に、新たな成長領域を見据えて取り組みを進めて
いきます。デジタル技術の進化、特に生成AI、IoT、次世代通
信やセンサーは加速度的に広がり、社会は大きな変革期を迎
えています。情報通信は高速・高精度・大量になり、それによ
り、クラウドやエッジコンピューティングにおけるデータ処
理のニーズは指数関数的に拡大していくでしょう。そのなか
で私たちは、「光半導体」と「フォトニクス」のイノベーション
が、豊かな未来を可能にする基盤になると確信しています。

　当社は、「インサイド・アウト」から強みを発揮するコア・コ
ンピタンスと、「アウトサイド・イン」から得た多様な新技術

を組み合わせることで、競争優位性のさらなる強化を目指し
ます。また、戦略的投資により、より多様でグローバルな人材
を惹きつけ、重要な「技術」と「人財」のミッシング・パーツを
埋め、技術ロードマップをさらに強化し、事業ポートフォリオ
を拡大します。今後も、デジタル・テクノロジー市場から求め
られる技術課題の解決に向けた革新的なソリューションを提
供し、業界でのリーダーシップを確立していきます。

　　最後に持続的な成長とパーパスの実現に
　　向けたメッセージをお願いします。
　　　4つのCを指針とした持続的な成長戦略と
　　　技術革新の未来

　新たな領域を切り拓いていくうえでは、技術力だけでなく、
多様な視点を持つ人材や協力関係が不可欠です。そのために
は、ステークホルダーの皆さまのサポートがますます重要に
なります。私がビジネスにおいて大切にしているのは「4つの
C」です。「Collaboration（共創）」「Commitment（やりきる
姿勢）」「Creativity （創造性）」、そして「Curiosity（好奇心）」
です。この4つのCを駆使して、ステークホルダーの皆さまと
ともに「この技術は、どこまで可能性を広げ、多くの領域でど
う活用できるのか」「どのように社会に貢献できるのか」を考
え、より豊かで効率的な社会を実現していきたいと考えてい
ます。

　これらの持続的な成長に向けた取り組みは、豊かで効率的
な社会を実現するために、そしてまた世界的に信頼されるソ
リューションパートナーとなるためにとても重要なことで
す。大切な未来の世代のためにも、これからの私たちの活動に
注目してください。

🆀

🆀
 P.46 イノベーション
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マテリアリティの強化❶「技術」（イノベーション）

アカデミアと連携し、イノベーション創出に向けた基礎研究活動を推進
　事業強化・創出のための研究活動における基礎研究は、イノベーティ
ブな製品・ソリューション、コア技術の進化に重要な役割を果たしま
す。一方で企業における研究開発活動は、ビジネス化を目指した開発
テーマ設定・活動が多く、新規技術の創出、コア技術の強化となる基礎
研究活動との両立が重要となります。
　当社では、アカデミアとの連携を図ることで、事業強化領域での基礎
研究活動のテーマ探索と拡大、人材育成を推進しています。
　2023年に設立したデクセリアルズ×東北大学 光メタセンシング®
共創研究所の活動は、１年半が経ち具体的な学術相談、指導、共同研究
により、これまでにない水準での新技術・製品・ソリューションの研究
成果も出つつあります。
　また、2024年4月から運用が始まったNano Terasu（3GeV高輝度放射光施設）のコアリ
ションメンバーに加入しており、イノベーション創出を目指した技術の探究を目的として利用
を進めています。

イノベーション
多様なコア技術と人財の融合による新たな価値創出
　当社グループは、パーパスの実現および持続的成長に向けた重要なドライバーとして、イノ
ベーションを重要視しています。イノベーションを生み出す源泉は、6つのコア技術と多様な技
術を駆使するプロフェッショナルな人財（エンジニア）です。　
　この複雑で不確実、曖昧で予測が難しいVUCA時代において、社会課題やニーズは多様化・
複雑化しており、イノベーションの重要性はますます高まっています。
　私たちは、既存の事業領域を超えるビジネスチャンスの発掘や、既存のコア技術の進化・深化
に加え、異なる技術の掛け合わせにより、さらなる独自技術の強化を推進しています。これらを
通じて、社会課題を解決する力を一層高め、グローバルでの技術革新をリードし、ユニークな製
品・ソリューションを開発・提案することで新たな価値を創出していきます。

持続可能な成長を目指す新規領域探索と事業創出
　新中期経営計画のもと、当社は注力領域として、事業強化・創出と次期探索活動の 2つの視点
で取り組みを進めていきます。
　まず、事業の創出に関しては、DIG（Dexerials Innovation Group）の戦略的技術領域調査を
もとに、光半導体を軸とした2つの領域（フォトニクス・半導体集積）に注力していきます。
　次に、コア技術を基盤にした新規領域への進出については、次期探索活動を通じて、社会課題
の解決につながる新たな技術の可能性を追求します。この取り組みにより、既存のコア技術を活
かし、新たなビジネスチャンスを見出し、持続可能な成長につなげていきます。

コーポレートR&D本部長
上野 祥史

次世代の高速通信技術に貢献しうる、
複合半導体デバイスおよび複合化のための集積化ソリューションの提供

コア技術の新規領域への展開可能性検討：
社会課題を解決する技術のビジネス化検証（エネルギー、ヘルスケア）

光通信領域：データトラフィック、消費電力増加の課題へのソリューション提供
センシング：多様な情報取得のための高精細/高感度センサーへのソリューション提供フォトニクス

半導体集積
事業強化・創出

次期探索活動

注力領域

掛け合わせで得られた6つのコア技術とユニークな製品

製品開発の
基礎と
6つの
コア技術

分析評価技術
有機無機分析、

光学シミュレーション技術

無機材料技術
機能性フィラー、
金属めっき

有機材料技術
配合技術、

硬化系制御、機能性付与

微細加工技術
ナノ形状加工、Roll to Roll
方式による転写、化学蒸着

光半導体技術
光半導体製造技術、
高速フォトダイオード

薄膜形成・
コーティング技術
Roll to Roll方式による
スパッタリングと真空蒸着

表面実装型ヒューズ

異方性導電膜（ACF）

光学弾性樹脂（SVR）

反射防止フィルム

無機偏光板

多様な専門性（ツールボックス）
素材、プロセス技術、生産技術、

分析・評価能力、デザインといった
5つのスキルセット＋ 技術の蓄積

さまざまな分野のプロフェッショナル人材
課題発見力

ソリューション開発・提案力

技術 人財

無機波長板

医療用アイシールド材
DxShield

光半導体
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コーポレートR&D
部門

商品開発部

知的財産部門

Cross Function
＆

Data Base

DIG（Dexerials Innovation Group）

社外との共創活動
学界/コンソーシアム/戦略的パートナーシップ

マーケティングチーム テクノロジーチーム

グローバル
マーケティング部

エンジニアリング
マーケティング部

各営業部

新規

既存

新規

既存

既存ネットワーク × 新領域専門人材

新たなビジネス機会

既存要素技術 × 新技術 × 社外共創

技術革新

財務戦略

技術交流会の開催

マテリアリティの強化❶「技術」（イノベーション）

　当社では、部門や専門分野を超えた技術とエンジニアの連携を通じて、持続的な成長と新たな価値創造の
実現を目的とした技術交流会を毎年開催しています。ここでは、社内の開発成果や新しい知見を結集し、社
員同士が相互に学び合い、新たなアイデアを創出することで、当社全体の技術力の向上を目指します。
　ポスターセッション形式で各部署の最先端の開発成果が発表され、日頃は関わりのない異なる分野の社

員同士が活発に交流・意見交換を行うことで、技術の掛け合わせやアイデア
が生まれる貴重な機会となっています。また、当社のコア技術を担う専門家
により、各技術分野の知見や将来に向けた取り組みも共有されています。
　当社は今後もこのような全社活動を通じて、技術とエンジニアの連携を積
極的に推進し、技術の進化を加速させ、さらなる価値創造と持続的な成長を
実現してまいります。

　技術交流会は、コロナ禍ではリモート形式で開催していましたが、
2023年から新たに竣工したレセプション棟を利用し、対面形式を復
活させて開催しています。さらに、社員同士が活発に交流できる場を
提供するために、新しい仕掛けとしてサイネージモニターを使用した
インタラクティブなポスター展示や、来場できなかった社員向けに見
逃し動画配信などを実施しました。
　この会を通じて生まれた部門を超えた社員同士の交流の輪が、グ
ループ全体のイノベーション活動の促進、テクノロジーの進化につな
がっていけばと考えています。

共創によるイノベーション創出のためのプラットフォーム
　当社では、中長期的なビジネス変革を推進するDIGを司令塔とした、全社横断のクロスファ
ンクション体制とプラットフォームを構築しています。このプラットフォームに、各部門からの
活動情報をインプットし、それをもとに情報を評価し、ビジネスポートフォリオ拡大に向けた開
発、ビジネス、およびリソースシフトの戦略策定と実行を進めています。
　グローバル展開を支えるマーケティングチームは、お客さまの現在の課題を把握する営業的
知見と技術的知見を有し、お客さまとの直接的な対話により将来の課題までを扱うエンジニア
リングマーケティング部、そしてデジタルマーケティングを駆使して社会や業界全体の課題を
調査・分析するグローバルマーケティング部の選抜メンバーで構成されます。
　一方、テクノロジーチームは、各事業部の製品設計・開発を担当する商品開発部と、中期経営
計画からそれ以降を見据えた技術を研究・開発するコーポレートR&D部門、さらに知的財産部
門も含めた選抜チームで構成されています。
　これらのチームでは、戦略に基づく技術ロードマップの実現に欠かせないミッシング・パーツ
の明確化と開発、ビジネスおよびリソースシフトの戦略策定と実行を進めています。また、新領
域でのビジネス、技術情報獲得のためのグローバルでの専門人材の強化も進めています。
　また、社外との共創も積極的に進めています。商流を活用して新しいマーケット開拓に挑戦す
る取り組みや、アカデミアとのコラボレーションを通じて、最先端の知識と技術を取り入れるこ
とで、社会や業界が直面する新たな課題に対応しています。　

『進化の実現』へ向けて - ALL Dexerialsの技術と人の融合

イノベーション創出のためのプラットフォーム

部門を超えた社員同士の活発な交流を促進

開催者の声

コーポレートR&D本部
先端集積プロセス
技術開発部
田澤 洋志
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マテリアリティの強化❶「技術」（知的財産戦略）

ステージ2の「知財共創戦略」では、新規事業創出への貢献
を目的として、 IPランドスケープを他部門と連携して実施し
ています。
ステージ3の「知財 IR戦略」では、知財を起点とする企業
価値向上への貢献を目的とし、「知財・無形資産ガバナンス
ガイドライン」に沿った知財情報の積極開示を進めてきまし
た。新中期経営計画では、当社のマテリアリティの一つであ
る技術の課題に知財の強化も含まれており、その取り組み
を推進するとともに、ステークホルダーの皆さまに知財投
資の状況を積極的に開示
し、エンゲージメントの向上
も目指しています。

　当社グループでは、知的財産を重要な経営資産の一つと
とらえ、創造・保護・活用のサイクルを回しつつ、IPランド
スケープ※を新規事業の創出や事業評価に活用していま
す。同時に、社員への知財教育や新しい報奨制度などによ
り、人的資本に対し積極的に投資し、知財で「技術」と「人
財」をつなぐことで当社のマテリアリティ（重要課題）の解
決を促進し、価値の創出と持続的成長を支えています。

知的財産戦略ロードマップ

IPランドスケープの社内展開　知財情報活用ネットワーク

前中計（～ 2023年度） 

新中計（～ 2028年度） 

新規事業創出に対する貢献

企業価値向上に対する貢献

既存事業競争力強化に対する貢献

ステージ 3 知財 IR戦略

ステージ 2 知財共創戦略

ステージ 1 コア特許活用戦略

将来に向けた当社の知的財産戦略は3つのステージ「コア
特許活用戦略」、「知財共創戦略」および「知財 IR戦略」から
構成されています。
ステージ１として掲げる「コア特許活用戦略」では、各事業
カテゴリーから創出された発明をグローバルで権利化し、知
財競争力の強化を図っています。
また、事業カテゴリーごとの特許スコアを分析して、特許
ポートフォリオを最適化しています。

事業競争力の強化に向けて、当社では法的安全性を確保
しつつ、グローバルな参入障壁の構築と、ビジネスモデル実
現のための知的財産権の確保を進めています。近年の外国
特許の出願率は78%、海外特許の保有比率は全体の66%
に達しています。これは、当社事業の海外売上比率 78.8%
（いずれも2023年度期末時点）とほぼ同水準となっており、
事業と特許のバランスを維持しています。
さらに、開発から事業化に至る各段階で生み出された発
明を、複合的に権利化しています（機能性材料、デバイス、
製造方法など）。
これにより技術のオリジナリティを担保し、直接顧客から
最終顧客に至るまでの幅広いステークホルダーに対して、総
合的なソリューションを提案できるようになっています。

当社では、研究開発費の約24％(2023年度実績)に相当
する金額を知財に投資しています。これらは、知財ポートフォ
リオの維持強化だけでなく、ノウハウの管理、 IPランドス
ケープ、各種知財報奨制度、知財教育、DX化などにも投下
され、知財で技術と人財をつなぐというマテリアリティに対
するソリューション創出の源泉にもなっています。
また、特許スコアと経営指標の一つであるEBITDA（稼ぐ 

力）との相関性をモニタリングして 2023年度より公開してい
ます。その結果、特許スコア（知財投資）に追従して、EBITDA
が上昇しているという傾向が読み取れました。このデータか
らは、研究開発によって創出された特許スコアを高めること
により、自社技術の優位性が確保され、それが他社への参入障
壁となり、最終的には売上や利益貢献につながるという価値
創造ストーリーを描くことができると考えています。

知的財産戦略

技術のオリジナリティを支える
グローバルな特許ポートフォリオ

知的財産投資から事業収益化までのサイクル

知的財産の活用による
持続的な成長の実現

※  IPランドスケープ：知的財産情報を戦略的に分析・可視化し、経営判断やR&D戦略に活
用する手法

法務・知的財産部

社内関係部門

知財

法務

成長戦略
立案

技術開発
ロードマップ
策定

技術開発・
新製品開発

パートナー・
顧客分析

アライアンス
情報

新規領域の
知財分析

新規事業の
知財獲得

顧客技術
動向調査

IPランドスケープ
を活用した

各部門へのリーガルサービス

　  アウトサイド・イン
　 新規事業探索
　  パートナー探索

新規事業創出

技術 人財
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財務戦略マテリアリティの強化❶「技術」（知的財産戦略）

当社では、全社横断的な知財情報の収集・分析体制を構
築し、IPランドスケープを中心に積極的に知財情報を分析す
る活動（知財インテリジェンス）を行っています。その一例と
しては、M&Aやアライアンス検討時の知財デューディリジェ
ンス、新規事業創出を目指す部門との連携による事業機会
の探索、既存事業部門との連携による新市場・新用途開拓
の支援、マーケティング部門との連携によるリアルタイムの
技術動向分析などがあります。これらさまざまな知財インテ
リジェンスが、新規事業の創出や既存事業の強化に活用され
ています。

技術とビジネスをつなぐ知財インテリジェンス
技術と人財を結び付ける知財投資の体系

高度な技術力と知財マインドを備えた人材の確保は、持続
的成長のための重要課題です。当社の過去 15年間にわたる
発明者の推移を分析した結果、新たなイノベーション創出に
は、入社後初めて出願する発明者の増加が重要という考察
を得ました。
そのため当社では、2023年度より初出発明者（当社に入
社して初めて特許出願を行った発明者（中途採用も含む））
に対しての報奨制度「はじめの一歩」を試験的に導入しまし
た。これは新卒とキャリアあわせて発明者の定着と拡大を目
指し、一人ひとりのイノベーション力を可視化するとともに、
持続的な成長をサポートする狙いがあります。
さまざまな知財施策を通じ、知財がつなぐ、「技術」と「人
財」のマテリアリティの課題解決に挑戦しています。その一
例として「知財教育」、「知財インセンティブ」および「イノ
ベーション推進」があり、必要に応じて追加施策も検討して
いきます。

他方、特許スコアとEBITDAの相関性が低下した場合は、
特許ポートフォリオの棚卸や、特許活用戦略の再検討などの
対策が必要であると認識されます。

技術╳ 人財を結び付け
持続的なイノベーションを創出する知財投資

特許スコアとEBITDAの相関性
（百万円）
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※特許スコア＝特許分析ソフトウェア「Biz Cruncher」を用いた概算値（日本特許を対象）
※EBITDA=営業利益+減価償却費+のれん償却額（為替変動の影響を除く）
※特許レバレッジ＝EBITDA÷特許スコア

継続的な知財教育、知財投資を積極的に行うことによって
知的財産を戦略的に活用できる人材を増やし、企業価値の
持続的な向上を目指していきます。

ベテラン発明者

中堅発明者

初出発明者

新入社員

知財教育 知財インセンティブ イノベーション推進

知財講演会
（知財月間）

発明
報奨

出願
報奨

発明考案表彰
（知財月間）

初出発明者報奨
（はじめの一歩）

追加
施策
検討

追加
施策
検討

追加
施策
検討

知財アドバンス研修

知財ベーシック研修
（新入社員研修）

知財教育

・知財ベーシック研修（新入社員研修）
・知財アドバンス研修（若手、中堅社員研修）
・ 知財講演会（知財月間 2024） 
中村栄様（旭化成（株）シニアフェロー）による旭化
成グループの知財インテリジェンス活動 
～持続的な企業価値向上に向けて～

知財教育の一例

知財講演会の様子
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マテリアリティの強化❷「人財」（人材戦略）［インタビュー］

価値創造の源泉である
「人財」の強化に努める
　当社が持続的成長を続けていくうえで、何が大切なのか。取
締役会を中心に議論した結果、マテリアリティとして掲げた
のが「技術」と「人財」です。当社は技術でソリューションを生
み出す企業であり、変化の激しい時代に、お客さまのニーズを
先取りして提案につなげるビジネスモデルで価値を生み出し
ています。その源泉となるのが人です。多様な専門技術を有
する社員がいること、すなわち「人財」そのものが、当社にとっ
て最大の強みなのです。

　パーパスを実現していくうえで軸となるのも、間違いなく人で
す。私たちの存在意義として「Empower Evolution.　つな
ごう、テクノロジーの進化を。」というパーパスを新たに定め
ました。社員がパーパスに共感し、個人として成し遂げたいこ
とと重なる部分をどれだけ大きくしていけるか。将来の事業
戦略と連動して価値創造の源泉である人の能力をどれだけ獲

中期の未来からバックキャストした
人財ポートフォリオを描く
　人財ポートフォリオは事業ポートフォリオと常にセットで
考える必要があります。当社の強みは、異方性導電膜（ACF）
に代表される世界シェアNo.1※ 2の高付加価値製品を、シン
グルソースで提供していることです。これらは高度な専門性
を持つ社員が、お客さまとの対話を通じて潜在ニーズを引き
出し、技術をベースに改善を繰り返しながらつくり上げてき
たものです。デクセリアルズの各事業は「既存技術と新規技
術」「既存領域と成長領域」の4象限で分けられます。既存技術
と既存領域にはコンシューマー IT製品事業があります。また、
既存技術を活用しながら成長領域に挑戦するものとしては、自
動車事業が挙げられます。フォトニクス事業は技術面でも市
場面でも新しい領域になります。つまり、4象限のすべてにお
いて必要な技術と人材を把握し、それに合わせた人材の獲得、
育成が求められるのです。

経営と一体で進める 3 つの「人の戦略」で
最適な人財ポートフォリオを実現
当社が企業として、持続的に成長するために掲げたマテリアリティが「技術」と「人財」です。稼ぐ
力の源泉となる多様な人材に対する戦略は、事業戦略と連動して設計されています。持続的成長
に向けて掲げる 3つの「人の戦略」の考え方、そして具体的な取り組みについて、人事本部長の津田
がお話しします。

執行役員
人事本部長

津田 直幸

得し、かつ強化できるか。この2つがマテリアリティとしての
人材戦略を進めるにあたり、特に私が重視することです。

　実は、経営チーム内で「人財」という言葉への思いは一人ひ
とり異なっていました。それをどう考え、将来に向けてどう位
置づけるのか、合宿も行って議論してきました。グループ共通
の行動指針「Dexerials Way※ 1」は、言い換えれば“デクセリ
アルズらしさ”です。単にお客さまの要望を聞くのではなく、
潜在的なニーズをキャッチして先回りの提案をする顧客志向
の考え方。そして、専門性を駆使して価値を創造していくこ
と。議論を進めるなかで、この2つが“デクセリアルズらしい
人財”の源として浮かび上がりました。

　人材とは人的資本であり、その獲得と成長への予算はコス
トではなく投資です。人材の質と量が経営スピードと目指す
姿の実現へ大きく影響するため、人材の力をグローバルでど
こまで強化できるかが、2024年度から始まった新中期経営計
画（以下、新中計）の達成、さらにはその先に向けた重要なチャ
レンジだととらえています。

マテリアリティの強化「人財」（人材戦略） 技術 人財

 P.66 Dexerials Way
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財務戦略マテリアリティの強化❷「人財」（人材戦略）［インタビュー］

　その考え方に基づき、持続的成長に向けた「人の戦略」とし
て次の 3つを掲げました。1つ目は人財ポートフォリオの整備
です。事業戦略と連動し、中期の未来にあるべき事業ポート
フォリオを想像しながら、そこからバックキャストして、い
つ、どこで、どのような人材が必要となるかを想定します。社
内のみで進めてもスピード感や質、量の点で限界があるため、
外部のリソースも活用して成長するインオーガニックグロー
スを果たすべく、社外との連携もより推進していきます。

　2つ目は、人財ポートフォリオの整備を遂行するうえで、グ
ローバルで共通のインフラ・言葉・制度を設計することです。
2024年、ジョブ型人事制度に加えて、国内関係会社および海
外も含めたグローバルな人事制度を導入しました。こうした
仕組みを整えることで、優秀かつ意欲のある人材に当社が選
ばれ、社内においても人が育つ組織として成長できます。

　そして3つ目は、機動性とパッションがあり、チャレンジを
推奨できる企業になることです。誰もが思い切りチャレンジ
できる環境づくりという点で、垣根を越え、新しい役割や高い
ポジションに挑戦したい人に向けた社内公募の仕組みも整備
していきます。海外から日本、日本から海外というように、よ
りボーダーレスに動ける環境も構築していきます。

技術とマーケティング機能の強化に向けて
人材獲得と登用を進める
　人材獲得と登用については、2030年のあるべき事業ポート
フォリオを実現するうえで、どのような人財ポートフォリオ
が求められるのかを考え、技術、製造、開発、営業の各部門で
強化すべきところを整理しています。なかでも重点的に強化
したいのは、新規事業であるフォトニクス分野での半導体技
術に関する人材と、グローバルにおけるマーケティング機能
を高める人材です。特にフォトニクスは、スピード感を持って
社内外からの人材獲得と登用に取り組むフェーズだと認識し
ています。フォトニクスをはじめ、技術の強化に向けて新卒・
中途採用を増やしており、2024年は前年の倍以上の技術者を
採用する考えです。また、海外については、これまでの営業活
動主体から変革すべく、現地で開発ニーズを聞き、そのまま迅
速に応えていけるよう、エンジニアリング・マーケティングを
強化しています。

　現在の人財ポートフォリオでは、グローバルでの技術社員
比率は約40%ですが、新中計が終わる2028年には50％以上
へと増大していく考えです。

DXとダイバーシティの推進、
エンゲージメント向上へ多様な施策を実行
　DX推進は当社において重要な施策であり、人材の観点から
も全社員にデジタルへの理解を促進するプログラムを実施
しています。教育では、主体的に学び成長することを重視し、
e-ラーニングや多様なスキル研修を用意して社員の学習機会
を増やしています。一方、リーダー候補のトレーニングは、従
来の上位階層向けに加え、中間層の教育やストレッチした実
践の機会も拡大し、リーダーへのパイプラインづくりに取り

組んでいます。

　ダイバーシティ推進にも積極的に取り組んでいます。当社
の直接顧客と最終顧客は、それぞれ異なる国に拠点を構えている
場合が多く、これまでは日本のエンジニアが各国を巡りながら
フォローしてきました。しかし迅速な判断や対応が求められる
ため、早期対応が可能な現地の外国籍人材を積極的に獲得し
登用しています。今後は外国籍の社員だけでなく、女性やシニ
ア、若い世代など多様な人材の活躍レベルを、もう一段高める
ことが不可欠です。女性社員の採用を増やしていくための取
り組みも強化していきます。

　エンゲージメントの高さは、企業が生み出す価値の大きさ
に直結するため、その向上に取り組んでいます。具体的には、
社員が成長できる環境づくりに努めるという視点を重視し、
経営層との距離感を縮め、チーム内連携も強めるなど、トップ
ダウンとボトムアップの双方から取り組みを進めています。
社員に経営への参画意識も持ってほしいとの思いから、国内
では社員向け株式給付制度（ESOP）も導入しました。経営に
関心を持ってもらいながらエンゲージメントを高め、経済的
価値だけでなく、やりがいと健康を大事にしながら活躍でき、
社会からも一目置かれる企業を目指します。

　当社にとって真に重要な課題は、投資家の皆さまはもちろ
ん、未来の社員も含めた多くのステークホルダーに、当社のこ
とをより深く知っていただくことです。認知度を高めること
で共感する人が増え、新しい人材との出会いにつながってい
きます。一人でも多くのステークホルダーに、魅力を感じてい
ただけるよう、人材の観点からも貢献していきます。

■ デクセリアルズの事業マッピング

※1   Dexerials Wayとは、当社らしく社会課題を解決し、価値創出し続けるために、社員一人ひとりが大
切にしたい期待行動をグローバルコンピテンシーから抽出し、定めた行動指針

※2   株式会社富士キメラ総研発行「2024ディスプレイ関連市場の現状と将来展望」による、大型および
中小型ディスプレイ向けACFの合計の2023年の金額シェア

既存領域の質的転換

【新規技術】

【既存技術】

【既存領域】 【成長領域】

フォトニクス
（高速通信・センシング）

自動車

既存技術の領域展開による
事業ポートフォリオ拡大

コンシューマーIT製品

新規技術獲得・
新規領域参入による
事業ポートフォリオ拡大

 P.66 ジョブ型人事制度のグローバル展開

 P.66 社員エンゲージメントの向上、株式給付制度（ESOP）

 P.67 人材育成

 P.69 ダイバーシティ
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DX（デジタルトランスフォーメーション）による変革の加速

全社員がデジタル技術とデータを活用し、自ら業務やビジネ
スを変革することで、今までできなかった製品・サービスを生
み出し、デジタルテクノロジーの進化で社会課題の解決に貢
献します。

顧客管理システムを活用し、営業活動を通じて得られる顧客
ニーズのトレンドを把握します。また、市場情報を含むマーケット
リサーチと連携した管理プラットフォームを構築しています。さら
に、AIを活用して社内の技術や資源を顧客ニーズと照らし合わせ
ることで、ニーズを先読みした新しい製品やサービスの開発機会
を見出すことが可能になります。  
これにより、営業部門と開発部門の連携を強化し、迅速にアイデ

アを具現化します。さらに、受注から生産、販売に至るまで、サプ
ライチェーン情報をシームレスに統合することで、迅速な意思決定
と競争力の向上を図り、グローバルな関係者との連携を強化し、
顧客の期待を超える製品やサービスの提供を目指しています。

生成AIに代表されるデジタル技術の急速な進歩により、働き方
も大きく変わろうとしています。当社は、2020年からアジャイル
手法（迅速かつ柔軟な手法）内製アプリケーションを開発する体制
を構築し、業務の標準化やシステム化、社内情報のデジタル化を
推進してきました。その結果、AIを活用した対話形式での検索や
閲覧、文章の要約・作成など、社内外の情報を効率的に活用でき
る環境が整いつつあります。
現在では、200を超える業務アプリケーションが稼働しており、

数万時間の効率化や業務の質向上に貢献しています。技術の進化
を敏感に把握し、新たな技術を積極的に導入・適応させることで、
業務基盤の強化を図っていきます。

当社は、持続的成長が可能な企業となるために、DX基本
方針に基づき、社員一丸となって「ビジネス変革」と「業務変
革」を推進しています。

DX変革に向けた基本方針と考え方

DX基本方針

事例  グローバルでの情報連携で競争力を強化

事例  AI活用による業務効率化と質向上

ビジネス変革

業務変革

お客さまのニーズを的確に把握し、私たちが保有する技術
要素とマッチングさせることで、より迅速にサービスの提案を
行います。お客さまの期待に応える新たな付加価値の創出に
より、広く社会課題の解決に貢献することを目指しています。

サプライチェーンやエンジニアリングチェーンのプロセスを
標準化・デジタル化することで、業務の効率化とスピードアッ

DX（デジタルトランスフォーメーション）
による変革の加速

Step1

Step2

Step3 お客さまに新たな付加価値を提供する新規ビジネス創出

経営のインテリジェント化

デジタルプラットフォーム化

・お客さまやサプライヤーとデータ連携し、新たな付加価値を創出
・ソリューションサプライヤーへの変革

・経営情報管理の高度化による意思決定・リスク対応の迅速化
・データに基づくデータドリブン経営の推進

・SCM※とECM※の共通プラットフォーム化による効率的オペレーションの実現
・シームレスな連携による開発・生産・販売のスピード向上

DX変革に向けたステップ

お取引先さま お客さま

ビジネス変革
顧客価値創出／売上拡大

業務変革
生産性向上／効率化

評価指標：DX推進指標

　当社はDXを、企業革新と競争力強化のキーととらえ
ています。変化する市場に対応し、お客さまの期待に応
えるために、デジタル技術の力を最大限に活用してまい
ります。そして、単なるテクノロジーの導入にとどまら
ず、デジタル思考を組織文化に根づかせ、社員一人ひと
りが革新的なアイデアを創出し、経営の迅速な意思決定
を促進します。

※ SCM：サプライチェーンマネジメント、ECM：エンジニアリングチェーンマネジメント

プを図ります。また、デジタル化されたデータを一元管理す
る統合データ基盤を構築し、データを活用した意思決定がで
きるデータドリブン経営を実現し、企業競争力を強化します。

2028年度

2027年度

2026年度
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財務戦略DX（デジタルトランスフォーメーション）による変革の加速

DX-ADVanCE 交流会の開催

デジタル業務改革の手法や成果を全社横断的に共有しDX
変革活動を活性化すべく、全社員参加の「DX-ADVanCE 交
流会」を開催しています。
元々当社は 2012年の創業期から、全社の現場改善活動と

してADVanCE活動※を推進してきました。そして2023年度
から、この全社活動をDXに焦点を当てたイベントへアップ
デートしました。
この交流会では、社内で選抜された6名の登壇者によるDX
テーマ発表・討議が行われ、開発・間接部門によるパネル展示
も実施しています。会場参加の専門人材20名の活発な意見交換
を通し、全社リモート視聴でDXの幅広い領域での活用を実感で
きる場としており、社員のDXリテラシー向上やDX活動を加速
させています。

私は開発部門でDX推進を担当しており、
交流会では、配合データベースの構築と、蓄
積した配合データを活用した新素材開発加
速の取り組みを発表しました。各発表が異な
る観点で課題解決を目指しており、新たな着
眼点を学ぶことができました。また交流会を
きっかけに、他部署のDX推進担当者との交流機会が増え、コ
ミュニティの広がりを実感しています。現在も新素材開発の加
速に取り組んでいますが、DXの推進はひとりの力で成し得る
ものではないと改めて感じています。今後も多様な方々と対話
し、協力しながら変革を進めていきたいと考えています。

変革推進に向けた人材育成
当社は、デジタル変革を推進するために、社員一人ひとり 

が主体的に変革を実行できる強い企業体質の構築に注力し 
ています。外部環境の不確実性が増すなかで、持続的成長
を遂げるには、全社員が自身の業務を超えてビジネス全体を
リードする力を持つことが重要です。
当社は、理想の「DX人材」像を定義し、7つの専門性を
持つ人材を育成するカリキュラムを構築しています。業務へ
の活用を前提とした研修を実施するとともに、全社員が利用
できるe -ラーニング「D-academy」を開設して、スキル向
上とDX意識の改革を促進しています。

2026年までに全社員のリテラシーを向上させ、全社員の
約 10％が専門人材として高度な知識を習得し、各機能組織
で推進役として活躍できることを目指します。最終的には、
デジタル変革できる企業風土のなかで育ったDX人材が、顧
客価値の創出を加速度的に達成していくことを目指します。
引き続き、DX推進に向けた人材育成を強化し、全社員が 

デジタル変革を推進できる施策を推進していきます。

DXの推進をけん引するDX推進部は成長戦略に基づき、
DX推進の全体像を構想し、 ITガバナンスを効かせつつ全
社DXを推進しています。事業部門ごとにDXを主導する担
当者を置き、DX推進部と連携しながら施策の立案から実行
計画の策定まで行っています。

７つのDX人材像

DX利活用者（全社員）

ビジネス
デザイナー

業務変革
コンサルタント

データ
サイエンティスト エンジニア

マネジメント プロデューサー
（プロジェクトリーダー）

DX推進体制

DX人材像 専門性

マネジメント 変革の旗振り役として、組織に変革マインド
を醸成

プロデューサー
（プロジェクトリーダー）

プロジェクト全体を構想し、成功に向けて
推進

ビジネス
デザイナー

新たなビジネスや業務のあり方など変革に
向け提案

業務変革
コンサルタント

現状業務課題を抽出し、デジタルによる
解決策を提案

データ
サイエンティスト

データ分析の目標を定め、分析したうえで
示唆出し

エンジニア IT知識を有し、社内外のシステム導入・構築
を推進

DX利活用者
（全社員） デジタルデータを活用し、DX変革を実行

※ ADVanCE活動：All Dexerials Value and Creativity Empowerment

DX変革活動の全社共有を推進・加速

交流を通じて広がる視点と連携

開催者の声

オプティカル
ソリューション事業部

商品開発部

高田 善郎

※教育コンテンツ提供会社調べ

DX基礎講座受講率（2023年度）
 （他社平均： 40％）※ 95%
社員一人当たり平均受講時間（2023年度）
 （他社平均： 19時間／年）※ 27.8時間／年

デジタルとリテラシー教育 D-academy
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サステナビリティマネジメント

経済的価値、経済的価値、
社会的価値の創出社会的価値の創出

持続的成長

Smart World
事業ポートフォリオ事業ポートフォリオ

拡大拡大

デジタル・テクノロジー
の進化への貢献

＜価値創造の源泉＞

技術 人財
（含、知的財産）

ユニークで高付加価値のユニークで高付加価値の
製品・ソリューション創出製品・ソリューション創出

ビジネスモデルの強化ビジネスモデルの強化
「デザイン・イン」「デザイン・イン」
「スペック・イン」「スペック・イン」

“Smart World”とイメージ）。
　そのパーパスを実現していくうえで、当社のビジネスモデル
を強力に推進しながら事業ポートフォリオを拡大していく。そ
の推進力となるのがマテリアリティ「技術」と「人財」です。この
技術と人の「当社ならでは」の要素を鮮明にして、今回の「価
値創造プロセス」を表現しています。

　また、この価値創造プロセスを不断に機能させていく過程は
「強みの発揮」「挑戦」「変革」「創出」などさまざまな試行錯
誤を繰り返してこそ、実現されていくものと考えており、この
姿の概略を示しています（右下の図参照）。

経済的価値、社会的価値を両立しながら
持続的成長と企業価値向上を果たす
　次にサステナビリティ推進の運営側面としては、従前の
CSR方針を抜本的に更新しサステナビリティポリシーとして
設定しました。これは、当社パーパス実現に向けて「事業を通
した経済的価値、社会的価値の創出」
をしていくことを骨子として、マテリア
リティを訴求軸にしたこと、および社会
的な要請事項に対する責務（潜在的経
営リスク）としてESG重点課題を特定
する2段階で構成しました。

　従前のCSR方針の要素は当社の行
動規範等に盛り込まれており、今回の
ESG重点課題を中心にサステナビリ
ティポリシーに包含する形としています
ことも申し添えます。

　また、この方針に同期して中期経営
計画2028『進化の実現』（以下、新中

サステナビリティマネジメント［インタビュー］

マテリアリティ「技術」と「人財」を起点に 
“Smart World”を実現する
　「デクセリアルズにおけるサステナビリティは、パーパスそ
のもの」。これが当社の経営層による議論で収れんした結論
です。

　当社のパーパスには「現在形」と「未来形」の両面で読み取
れる要素があり、この未来形の側面すなわち「ありたい姿」
においてサステナビリティ視点が組み込まれています。具体
的に申しますと、デジタル・テクノロジーが進化していく未来
社会。これが現代よりもさらに効率的で豊かな社会形成とし
て求められる姿ととらえて、その領域こそ当社がフォーカス
して企業価値を発揮すべき方向性としました（ワンフレーズで

計）においてサステナビリティ戦略目標も追加し、経営コミット
メントとしてフォローアップも行っていきます。

　こういったサステナビリティ経営の骨子固め、つまり企業と
しての「旗揚げ」フェーズを終え、いよいよ「実践」のフェーズ
です。これを新中計の実行とともに示していく所存です。パー
パスの軸足を持ち、『進化の実現』を果たしていきます。

当社はデクセリアルズらしいサステナビリティを追求
し、豊かで効率的な社会実現への貢献と自社の持続的成
長と企業価値の向上を目指しています。

“Smart World”
実現への貢献

パーパスの実現
＜ありたい姿＞

サステナビリティ企画推進担当チーム

山 岸 山 田 小 薬 今 井 関 本 渡 邊

担当役員メッセージ

執行役員
サステナビリティ推進本部長

山岸 向児

 P.56 マテリアリティとESG重点課題

 P.55 サステナビリティポリシー

 P.83 業績連動報酬
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当社は、サステナビリティポリシーを定め、持続的成長と企業価値の向上に向けた全社の重要課題やESG視点での
重点課題を抽出し、部門横断的な推進体制を構築し取り組んでいます。

サステナビリティ推進

サステナビリティポリシー

1． 事業を通じた価値の創造
私たちは、企業ビジョン「Value Matters」を根源とし

て、経済的価値と社会的価値を両立する、テクノロジー
の進化に欠かせないユニークで高付加価値の製品・ソ
リューションを提供し続けることで、豊かで効率的な社
会実現への貢献を目指していきます。  
そのために、私たちの強みであるビジネスモデルと価
値創出の源泉である、様々な技術を掛け合わせて、今ま
でになかったような製品・ソリューションを開発する「技
術」と新しい価値を創出する「人財」の強化を進めます。

2．価値創造を支える礎の構築
私たちは、事業活動を通じた価値の創造を支え、潜在

的経営リスクを低減することを目的として、ESG重点
課題に真摯に取り組み、持続可能な社会実現への貢献と
企業価値の向上を目指していきます。

デクセリアルズグループでは、社会の効率化を支えるデジタル・テクノロジーの進化に不可欠な材料・デバイス・ソリュー
ションを提供し、社会課題の解決を通じて事業の拡大と持続可能な社会の実現に貢献するという、社会における私たちの存
在意義（パーパス）を定義しています。
このパーパスの実現に向け、経済的価値と社会的価値を両立させ、持続的成長と企業価値の向上を果たし続けることこそが、
デクセリアルズが目指すサステナビリティの本質であると考えています。

1．基本方針
　 ① 経営理念の実行  ② 法令・規定の遵守
　 ③ ステークホルダーとの関係 
　 ④ 社内通報の活用

2．誠実公正な事業活動
　 ① 顧客・取引先との信頼関係 
　 ② 製品の安全  ③ 公正な競争
　 ④ 公正な調達活動  ⑤ 輸出入法規の遵守 
　 ⑥ 贈答・接待の制限  ⑦ 記録および報告
　 ⑧ 個人的利益相反の禁止

3．健全な職場環境
　 ① 自己実現の職場環境  ② 雇用の機会均等
　 ③ 健全な労働  ④ ハラスメントの禁止

4．資産・情報管理
　 ① 会社資産の私的使用の禁止
　 ② 知的財産  ③ 機密情報の管理
　 ④ インサイダー取引の禁止
　 ⑤ 個人情報  ⑥ メディアとの関係

5．よき企業市民として
　 ① 環境保全  ② 化学物質管理
　 ③ 地域との共存  ④ 安全防災への取組み
　 ⑤ 反社会的勢力への対応

 詳細はウェブサイトをご覧ください
デクセリアルズグループ行動規範

デクセリアルズグループ　サステナビリティポリシー

デクセリアルズグループ行動規範

TOPICS
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技術 人財

（概略） 
◆未来に向けたより多くの社会課題解決には、デジタル・テクノロジーの進化が欠かせないこと
◆デジタル化の進む社会において、世の中になくてはならない、他社に真似できない材料・デ
バイスを生み出し、経済的価値と社会的価値を同期させつつ、豊かで効率的な社会の実現に
貢献することが当社の存在意義であること

◆そのために、企業ビジョン「Value Matters」を根源としたビジネスモデル（＝当社の強み）
の強化が必須であること

Step 2

Step 1

 技術戦略  →P.44
 イノベーション  →P.46
  知的財産の活用による 
持続的な成長の実現  →P.48

 人材戦略  →P.50
  持続的な価値創出の 
ための人事制度  →P.66

 人材育成  →P.67

「VUCA時代におけるデクセリアルズらしいサステナビリティ経営」をテーマとした議論を
取締役会メンバー（含、すべての社外取締役）で実施。（2022年度）

（結論）
◆将来の社会課題解決に向け当社が貢献できる事業領域を特定するなかで、必要な技術を獲得
し、そこから新たな価値を創出する人材の強化こそが、当社の持続的な成長と企業価値向上
の実現に向け最も重要な課題であること

さらに深掘りし、ビジネスモデルの強化と事業継続のための最重要課題を上記同様のメン
バーで議論。
価値を創出し続けるための源泉として「技術」と「人財」に特定。中長期的なマテリアリティ
として合意。

マテリアリティとESG重点課題

デクセリアルズのマテリアリティとESG重点課題
マテリアリティの特定プロセス

ポジティブインパクトの増大（価値提供）

ネガティブインパクトの抑止（リスクの低減）

マテリアリティの取り組み

ESG重点課題の取り組み

ビジネスモデルの強化（テクノロジーの進化になくてはならない存在であり続ける）ための
重要課題

企業活動全体で社会や事業に与えるインパクトを踏まえた非財務の重要課題
（「なくてはならない存在」として、ステークホルダーからの信用・信頼を獲得し続けるため重要基盤課題）

E：環境 S：社会 Ｇ：ガバナンス

気候変動への対応
CO2排出量の削減

多様な人財の活躍推進と
国際的な人権原則の遵守
女性管理職比率向上、

人権啓発と 
人権デューディリジェンスの推進

コーポレート・ガバナンス
経営体制の維持・向上、
実効性・透明性の高い

コーポレート・ガバナンスの進化

資源循環
廃棄物削減と

資源の効率的利用
社員の健康と安全
健康経営、労働安全強化

リスクへの対応
情報セキュリティ、

BCPの強化
汚染防止

環境インシデント削減
製品品質

製品品質の維持・向上

コンプライアンス
法令遵守・行動規範の浸透

サプライチェーン
サプライチェーンマネジメント

マテリアリティ（「技術」と「人財」）は、取締役会メンバーで「VUCA時代における当社ら
しいサステナビリティ経営」をテーマに議論を重ね、当社が経済的価値と社会的価値を同期
しつつ、豊かで効率的な社会の実現に貢献していくための重要課題として特定しました。
また、中期経営計画2028『進化の実現』（以下、新中計）の基本方針の一つ「経営基盤
の進化」にも、マテリアリティを反映し、サステナビリティ戦略目標（「技術」と「人財」に対
する重要指標）を定め運用をスタートしました。
将来に向けた「技術」と「人財」への投資を強化し、技術とそれを支える人材で差異化を

図れる会社へ進化し、さらなる成長と企業価値向上に向け取り組んでまいります。

マテリアリティ 特定プロセス

新中計においても「技術」と「人財」を重要課題、非財務投資対象として反映。
「サステナビリティ戦略目標」を含め、取締役会で決定。また、役員報酬制度の見直しを行い、
役員の業績連動報酬の指標の一つとして「サステナビリティ戦略目標」を採用。 Step 3

マテリアリティ 技術 人財
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代表取締役

取締役会

サステナビリティ推進部門担当役員

サステナビリティワーキンググループ

サステナビリティWG事務局

人事
労務

環境・
安全防災

製造・
品質・調達 ガバナンス コンプライ

アンス
IR・

ESG推進
情報
システム

マテリアリティとESG重点課題

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

ESG重点課題は、サステナビリティポリシーに基づき、外
部不経済（社会課題）の解決を前提として、グローバル企業と
して国際的なルール・基準やガイドライン、各国の先進的な
お客さまや外部評価機関からの要請、自社のパーパス・成
長戦略との整合等を総合的に勘案し、中長期の目線で2024
年に特定しました。

ESG重点課題 特定プロセス

ESG重点課題の特定プロセス

社会（外部）目線から課題候補を抽出・検討 社内の専門的目線から検討・精査

Step 3
ESG重点課題化

　Step 2
　ロングリスト絞り込み

Step 1
ロングリストの作成

業界特有の
ガイドライン

RBA
行動規範

国内・業界特有の
ガイドライン

JEITA
ガイドライン

世界・業界共通の
国際規格・
ガイドライン

ロングリスト

小項目 取り組みテーマ

税の透
明性

気候変動

プライ
バシー

リスクマネジメント

アクセ
シビリ

ティ

ISO26000

GRI
ガイドライン

ESG外部
評価機関、
開示基準
（SASB)
の重視領域

OECD指針

外部・社会目線
での課題
絞り込み

課題の統合
再整理

・取り組みテーマ
　分解
・スコアリング
・優先度の判定

小項目重点
課題

抽出結果

顧客要求、パーパス・成長戦略、事業特性
サステナビリティポリシー

ESG外部評価機関の評価内容

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

● ●

検討当初は42の課題を抽出したものの、前述の多角的な
目線から検討を重ね、最終的に13の課題に絞り込みました。
中期経営計画と同様に2028年度目線でのKPI /目標を経営
層で決定し、その達成に向けた取り組みを開始、推進していま
す。

サステナビリティ推進体制
当社は、代表取締役を最高責任者として、サステナビリティ

推進部門担当執行役員の指揮命令のもとに、当社らしいサス
テナビリティの取り組みを追求し、推進しています。
全社一丸となり活動を進めるべく、関係部署が参画する

「サステナビリティワーキンググループ（WG）」を組織してい
ます。外部講師を招いた社会の動きの確認や、自社のマテリ
アリティ（優先して取り組むべき重要課題）とESG重点課題ご
とのKPI /目標達成に向けた活動の進捗状況などを部門横断
的に議論しています。
なお、サステナビリティ推進に係る個別の重要な事項につ
いては、適宜、執行役員会、取締役会にて報告・議論のうえ、
経営戦略、事業戦略の立案・遂行にフィードバックしていま
す。

サステナビリティ推進体制
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ESG重点課題 課題と取り組み 改善ドライバー（FY24-28 KPI/目標） 参照ページ

E　

環
境

気候変動

サプライ
チェーン

CO2排出量の削減

サプライチェーン排出量の削減
・ CO2排出量（Scope1,2）：FY19比 ▲38％（FY28）
・CO2排出量（Scope3）：削減目標設定と削減実行

  P.62 TCFD提言に基づく情報開示

連結

スマートファクトリー化と省エネによる 
エネルギー効率と生産性の向上

エネルギー生産性（売上÷エネルギー使用量）：
FY23比 1.5倍（FY28）

  P.62 TCFD提言に基づく情報開示

資源循環 資源循環 廃棄物の削減と資源の効率的利用
・廃棄物埋立率：0.5％以下
・ 廃プラスチックのケミカルリサイクルの構築

  P.61 資源循環

汚染防止 環境インシデントの削減 環境保全に関する法規制の遵守 環境法規制違反件数： ０件（毎年度）   P.60 汚染防止

マテリアリティとESG重点課題

ESG重点課題
当社はデクセリアルズらしいサステナビリティを追求し、豊かで効率的な社会実現への貢献と持続的成長と企業価値の向上を目指しています。

ESG重点課題推進の基本的な考え方
（さらなる成長と企業価値向上に必要な、当社らしいESGの取り組み）

私たちデクセリアルズグループは、共存共栄を旨としたお取引先さまとの丁寧なコミュニケーションを実践し、外部不経済（社会課題）の解決を前提として、バリューチェーン全体で持続可能な社
会実現への貢献に向け、「サステナビリティポリシー」を踏まえた以下の考え方のもとESG視点の中長期的な重点課題に取り組んでいきます。

●   私たちの製品の多くは、社会のニーズをとらえた高付加価値製品であり、それゆえ、シングルソースと
なるものが多く、品質と安定的供給の維持が不可欠です。そのために、コンプライアンスの徹底や事業
継続に関わる各種リスクへの対策（労働安全、品質、BCP、情報セキュリティ等）を講じ、潜在的財務
リスクの低減とともに盤石な事業基盤を築いていきます。また、グローバル企業としての責任におい
て、事業活動における環境負荷の低減やサーキュラーエコノミーを推進しつつ、スマートファクトリー化
によるエネルギー利用効率向上と生産性の両立に取り組み、社会の脱炭素化にも貢献していきます。

●  私たちはグローバルで事業を展開しつつ、従業員一人ひとりの活力や挑戦機会を拡大していくため
に、すべてのステークホルダーの人権に対する配慮や多様な人材の活躍推進、そして人材の心身の健
全性を担保する健康経営の取り組みを進めていきます。

●  経営トップはVUCA時代における経営の方向性を見定め、迅速・果断な意思決定 （リスクテイク）を
支える経営体制の維持・向上と、より実効性・透明性の高いコーポレート・ガバナンスの進化を実現
し続けます。
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ESG重点課題 課題と取り組み 改善ドライバー（FY24-28 KPI/目標） 参照ページ

Ｓ　

社
会

多様性と人権尊重
連結

多様な人財の活躍推進と
国際的な人権原則の遵守

【多様性】女性管理職比率向上（国内） FY28 10％以上   P.69 ダイバーシティ

サプライ
チェーン 【人権】人権方針による人権啓発と人権デューディリジェンスの推進   P.70 人権の尊重

社員の健康と安全
連結

健康経営
社員が心身ともに健康で安全に働き続けられるための
環境整備

FY30 ロードマップに基づく着実な改善  P.72 健康経営

労働安全の強化 重大災害、設備起因災害：0件（毎年度）  P.73 労働安全

製品品質 製品品質の維持・向上 良質で安心・安全なデクセリアルズグループ製品の提供 重大品質問題発生件数：０件（毎年度）  P.75 製品品質

Ｇ　
ガ
バ
ナ
ン
ス

コーポレート・
ガバナンス 単体

経営体制の維持・向上 取締役会のあるべき姿に向けたスキル・マトリクスの
議論と経営層サクセッションの実行

①  スキル・マトリクスの定期見直しと 
サクセッションプロセスの実行

②スキル・マトリクスの議論と
　サクセッション計画のモニタリング

  P.78 コーポレート・ガバナンス

実効性・透明性の高い
コーポレート・
ガバナンスの進化

① 取締役会実効性評価の着実な実施と改善（毎年度）
②  役員報酬制度の透明性の高い決定プロセスの継続と報酬委員会による 

 制度レビュー実行
  P.78 コーポレート・ガバナンス

コンプライアンス 連結
法令遵守・
デクセリアルズ行動規範
の浸透

贈収賄などの腐敗防止に関する違反を含む、
重大な法令等の違反件数ゼロの堅持 （毎年度）

  P.88 コンプライアンス

コンプライアンスに対する社員意識の向上 グループコンプライアンス
意識調査スコア向上

  P.88 コンプライアンス

リスクへの対応 連結

情報セキュリティ強化
著しい環境変化に
対応するリスクへの備え

重大セキュリティ
インシデント：0件（毎年度）

  P.92 情報セキュリティの強化

BCP強化 さまざまなリスクに対応可能なオールハザード型
BCPの整備と運用

  P.92 BCP（事業継続計画）の
            取り組み

サプライチェーン サプライチェーン
マネジメント

調達先とともにサプライチェーン全体で地球環境や 
人権・労働などの社会的責任を遂行 CSR調達評価：平均３点以上   P.93 サプライチェーンマネジメント

マテリアリティとESG重点課題

　  旧マテリアリティに基づくCSR目標（KPI）の2023年実績
詳細はウェブサイトをご覧ください59
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環境（環境マネジメント / 汚染防止）

当社グループでは、環境理念と基本方針を定め、全企業活
動において環境に配慮した取り組みを行っています。

すべての企業活動において、CO2排出量の削減、資源の
有効活用、廃棄物などの適正な処理、節水などに努めてい
ます。特に気候変動対応については、2030年度目標を定め、
さまざまな環境負荷低減活動を展開しています。

当社は持続可能な社会の実現に向け、今回、2030年度目標
として、「Scope1＋2 2019年度比46%削減 、Scope2ゼロ」
を掲げました。また、単年度の活動目標として、環境事故ゼ
ロ、法規制違反ゼロの継続を推進しています。

当社グループは、国内外を包括する環境マネジメントシス
テムを構築しています。環境管理責任者の統括・管理のも
と、事業所ごとに異なる生産品や設備を考慮した全社横断
型の環境活動を展開しています。また、製造事業所において
ISO14001認証を取得しています。

環境への取り組み

環境理念と基本方針

汚染防止の取り組み

水質汚濁防止

大気汚染防止

環境目標について

環境マネジメントシステム

法規制遵守
 詳細はウェブサイトをご覧ください 詳細はウェブサイトをご覧ください

環境理念、基本方針

環境マネジメント 汚染防止

Environment

当社グループの製造事業所では、水質汚染や大気汚染を
防止するため、法規制値の確実な遵守や常時監視による異
常の早期検出システムを整備しています。

事業所からの排水は、法令や県条例等で定められた規制
値よりも厳しい自主管理基準を設け、中央監視によるモニタ
リングや異常検知機能により、敷地外への流出を未然に防ぐ
システムを導入しています。

大気汚染に関しては、硫黄酸化物（SOX）や窒素酸化物
（NOX）を排出するボイラーや揮発性有機化合物（VOC）を
排出する設備の法令点検や排気測定を実施しており、それら
はすべて基準を満たしています。今後、ボイラーの燃料を重
油からガスへ転換を図るなど、より環境負荷を軽減する取り
組みを推進します。

当社グループは環境経営を推進し、社員一人ひとりが技術と
能力を駆使してその達成に取り組み、全ての業務領域におい
て計画的目標達成と継続的改善を重ねて、社会から尊敬さ
れ、信頼される会社であり続けます。

当社グループは、企業ビジョン「Value Matters 今までな
かったものを。世界の価値になるものを。」のもと、地球上の
あらゆる生態系と社会、および会社の持続性を確保する環境
配慮と資源循環の視点に立ち、新たな価値に繋がる事業と環
境保全活動を展開していきます。

1． 環境事業に積極的に参入し、環境配慮型製品を継続的に開発し
て提供します。

2． エネルギーや資源を有効に活用し、生産性向上と循環型オペ
レーションを展開します。

3． 環境リスクマネジメントと化学物質のフロー管理を強化して、
汚染予防に努めます。

4． 国内外の環境保全に関する法律、条例、規制などを把握して、
これを遵守します。

5． 実務、教育、広報を通じて、環境意識と専門性の向上、人材の育
成に繋げます。

6． 社会や地域の一員としての環境保全と連携、およびコミュニ
ケーション活動を推進します。

7． 活動の推進体制、交流・共有と活性化、マネジメントシステム
の維持向上に努めます。

基本方針

環境理念

ISO14001認証取得状況
環境

マネジメント
システム

会社名 拠点名

ISO
14001

デクセリアルズ（株）

本社・栃木事業所
鹿沼事業所 第１工場
鹿沼事業所 第２工場
多賀城事業所

デクセリアルズ フォトニクス 
ソリューションズ（株）

恵庭事業所
上砂川事業所
登米事業所

Dexerials（Suzhou）Co., Ltd.

ESG重点課題

60

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤

https://www.dexerials.jp/csr/envi/manage.html
https://www.dexerials.jp/csr/envi/vision.html


環境（化学物質管理 /資源循環）

資源循環化学物質管理

当社グループは、お客さまへ将来にわたって安全・安心な 
製品を提供するために、化学物質に関するコンプライアンス
の徹底は欠かせないものと考えています。その実現のため、
原材料の導入から製品の出荷まで、関係するすべての部門
のメンバーによって構成された「化学物質適正管理委員会」
を組織し運営しています。本委員会では社内で使用する化
学物質が適正に管理できるよう、情報共有と対応の検討を
実施しています。2023年度は本委員会を毎月開催し、最新
の法規情報を共有のうえで対応を協議しました。

当社グループは、社員教育、リスク評価を徹底し、化学物
質管理を強化しています。化学物質をシステムで管理し、継
続的に運用することで、法令やコンプライアンスを遵守し、
社員の安全を確保します。

気候変動や資源の枯渇、生物多様性の喪失など、社会が
直面する環境問題が地球規模で喫緊の課題となるなか、資
源の効率的な使用と長期的な利用を促進し、廃棄物の発生
を最小限に抑えることを目指すサーキュラーエコノミーの導
入が重要視されています。当社グループは、限られた天然資
源を有効かつ効率的に利用するとともに、廃棄物の削減や
再資源化による資源循環を通してサーキュラーエコノミーを
推進し、環境負荷低減と持続可能な社会の実現に貢献しま
す。

当社グループでは廃棄物埋立率（産業廃棄物発生量に対
する埋立処分の廃棄物量の割合）0.5％以下を目標に掲げ、
廃棄物の削減およびその有効利用に向けた取り組みを推進
しています。具体的には、製品歩留まりを上げて廃棄物の発
生量を抑え、さらに、効率的な 3R（リデュース・リユース・リ
サイクル）に取り組んでいます。また、生産工程などで発生し
た使用済の有機溶剤、酸性・アルカリ性廃液、廃プラスチッ
クなどの廃棄物は、法規制に則った適切な廃棄物の分別・
回収・中間処理・最終処分（埋立）を行っており、2023年
度の廃棄物埋立率は、前年度に引き続き、目標を達成しまし
た。

当社グループは廃棄物の有効活用の取り組みとして、マ
テリアルリサイクル、サーマルリサイクル（熱回収）による廃棄
物の再資源化を推進しています。当社の廃棄物はマテリアル
リサイクルで処理することが困難なものが多いため、廃棄物
の再資源化のほとんどはサーマルリサイクルで対応していま
す。

国内および諸外国における化審法※ 1やEU REACH規
則などの化学物質法規制へ的確に対応すべく、原材料購入
から製品の設計・製造・物流・輸出入に関するまで、法規
制の調査・確認・対応を行っています。国内外へ化学物質
を輸出入する際には、届出や登録などの手続きが必要にな
る場合があり、現地の販売会社や製造事業所、コンサルティ
ング会社などを通じて適切に法規制への対応を実施してい
ます。

化学物質管理体制

化学物質関連に対する取り組み

基本的な考え方

廃棄物の削減

廃棄物の再資源化

化学物質関連の法規制対応

当社グループでは製品や製造工程に多くの化学物質を
使用しており、人の健康や環境へのリスクと影響が最小
限となるよう、化学物質管理を行っています。

サーキュラーエコノミーの実現に向け、廃棄物の削減と 
資源の有効活用による資源循環に取り組んでいます。

一方で、資源循環によるサーキュラーエコノミーを実現す
るためには、サーマルリサイクルに依存するのではなく、マテ
リアルリサイクルやケミカルリサイクルといった物理的・化学
的に再利用する方法への転換が重要です。当社グループで
は、2022年2月に使用済みプラスチックの再資源化事業を
展開する株式会社アールプラスジャパンへ資本参加し、同社
のケミカルリサイクルによる使用済みプラスチックの再資源
化の取り組みを行っています。

当社※ 2における産業廃棄物の再資源化

再資源化の方法 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

マテリアルリサイクル
（％） 0.3 0.3 0.4 0.7

サーマルリサイクル
（％） 99.7 99.7 99.6 99.3

※ 2  本社・栃木事業所、鹿沼事業所

化学物質管理
 詳細はウェブサイトをご覧ください

※ 1 化学物質の審査および製造等の規制に関する法律

ESG重点課題 ESG重点課題
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  ガバナンスTOPICS

  ①シナリオ分析対象製品TOPICS

環境（TCFD提言に基づく情報開示）

TCFD提言に基づく情報開示

気候変動は持続可能な社会を実現するために人類が解決すべき重要課題であり、企業としても
事業継続の前提条件であると考えています。
当社は、2021年9月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に賛同を表明し、
気候変動がもたらす経営上のリスクと機会を適時・適切にとらえながら、持続可能な社会の実現に
向け、実効性の高い活動に取り組んでいます。
また、当社独自の製品や技術を通じて新たな価値を提供し、将来の世代に豊かな環境を残すため
の取り組みを推進するとともに、ステークホルダーの皆さまとの共生を目指していきます。
この基本的な考え方に基づき、透明性の高い情報開示と気候変動への取り組みを通じて、長期的
な企業価値の向上を実現していきます。

代表取締役を最高責任者として、サステナビリティ推進部門担当執行役員の指揮命令のもと、関係部
署が参画する「サステナビリティワーキンググループ」を組織し、持続可能な社会の実現に向けた活動を
推進しています。気候変動は執行役員会および取締役会で承認・報告されたESG重点課題の１つであ
り、CO2削減目標の達成は、取締役の業績連動株式報酬決定にも反映させることを決定しています。  
ESG重点課題で設定されたCO2削減目標および達成に向けた活動を継続的にモニタリングし、取締役
会および執行役員会に報告をすることで、監視の強化を図り、経営戦略および事業戦略の立案・遂行に
フィードバックしていきます。また、部門横断的な視点から取り組みを行うことで、活動の充実化と社内
の意識醸成を図っています。

リスクマネジメント
当社グループでは、リスク管理に関する規程に基づき、「リスクマネジメント委員会」を設置していま

す。この委員会は、グループ全体の中長期および短期的な事業運営リスクや財務リスク、外部環境リス
ク、そして気候変動を含むESGリスクを評価し、リスクの回避または軽減策を立案・実行し、その進捗
を確認しています。特に気候変動については、経営基盤リスクの一つとして位置づけ、積極的に取り組
んでいます。リスク管理最高責任者である代表取締役の監督のもと、サステナビリティ推進本部長であ
る執行役員が委員長を務め、気候変動専任組織をもとに活動しています。特定した気候変動の重点リ
スク項目は、定期的に執行役員会に報告され、議論されます。また、経営上や事業上の重要なリスクに
ついては取締役会に報告し、議論を行っています。

戦略
2050年を見据えた長期的な視点から、気候変動に伴うリスクと機会を特定するため、2℃未満シナリ

オと 4℃シナリオの2つを考慮したシナリオ分析を実施しています。これに基づき、順次対象事業ユニッ
トの範囲を拡大し、事業への影響評価や対応策の検討を進めています。

当社グループでは、2℃未満シナリオと4℃シナリオに基づき、気候変動に特化したリスクと機会の抽
出を行いました。2021年度から、CO2排出量に大きな影響を与える主要製品を優先してシナリオ分析
を実施しています。2023年度には新たにDexerials Precision Components（株）※が 製造する
「無機光学デバイス」、2024年度にはデクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ（株）が製造する「光
半導体」を分析対象に加えました。
※  Dexerials Precision Components（株）は、2024年4月1日京都セミコンダクターと合併し、デクセリアルズ フォトニクス ソリューショ
ンズ（株）となりました。

基本的な考え方

 P.57 サステナビリティ推進体制　  P.58 ESG重点課題　  P.83 業績連動報酬

取り組み状況（年度）

CO2排出量（Scope1+2）カバー率（連結）（年度）

第三者によるリスク・機会・
財務インパクト検証見直し

2021 2022 2023 2024 2025

	● TCFD賛同
	●  反射防止フィルム

	●  マイクロ 
デバイス

	●  全社

	●光半導体	● 異方性導電膜（ACF）
	● 光学弾性樹脂（SVR）
	●  表面実装型ヒューズ

2021
35％

2022
56％

2023
69％

2024
75％

ESG重点課題
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炭素税 エネルギー
物流

材料 事業機会※ 1 炭素税 エネルギー
物流

材料 事業機会※ 1

（億円）

（億円）

-5.4 -4.6

±0
-3.7

-31

-7.1

9.5

-0.3

（億円）

（億円）

-5.4 -4.6

±0
-3.7

-31

-7.1

9.5

-0.3

4℃シナリオ移行リスク・機会

コストの増加 売上維持

2℃未満シナリオ移行リスク・機会

コストの増加 売上増加

2028
年度

2028
年度

  ③ 財務インパクト試算TOPICS   2℃未満シナリオに基づく財務インパクト試算結果TOPICS

  4℃シナリオに基づく財務インパクト試算結果TOPICS

環境（TCFD提言に基づく情報開示）

2℃未満シナリオに基づく移行リスクと移行機会を総合的に評価した結果、中期経営計画における事
業利益は気候変動の影響により、計画比から 0.7%減少する見込みです。移行リスクの主な要因として
は、温室効果ガス排出制限に関する規制強化による原材料（主にレアメタル）のコスト上昇が挙げられ
ます。また、炭素税の導入影響により、事業運営コストも増加する見込みです（当社の6つの事業カテ
ゴリー※ 2共通の課題）。一方で、移行リスクに対する適切な対応がビジネス機会を生み出す可能性もあ
り、当社では、国際的な気候変動シナリオや業界動向（顧客がとらえているリスク・機会）を分析し、第
三者の助言を踏まえ移行機会を整理しました。より具体的なビジネスへの影響を把握し、社会貢献に
つながる機会を真摯に考える取り組みを進めています。検討の結果、主にEVおよびEV 生産拡大に
貢献する製品の需要拡大（表面実装型ヒューズ、反射防止フィルム、光半導体）を機会として特定しまし
た。また、当社の環境配慮による付加価値向上（売上高の向上）も機会として想定しました。なお、フォ
トニクス（光電融合）がデータセンターにもたらす電力削減に伴う販売拡大の機会については、国際シナ
リオとの整合性を調査中のため、本試算には未反映です。
この移行リスク・機会の対応策については、当社の生産・事業部門とクロスファンクショナルに議論
を重ねつつ、今後の取り組みにつなげていく予定です。
※ 2  6つの事業ユニット：反射防止フィルム、異方性導電膜（ACF）、光学弾性樹脂（SVR）、表面実装型ヒューズ、マイクロデバイス、光半導体

移行リスク：4℃シナリオでは化石燃料への依存が続くため、化石燃料の需要が増加し、エネルギー
や原材料のコストが上昇します。事業機会については、自動車の電動化の進展の遅れが予測され、EV
関連の売上機会の減少が予想される一方で、車載ディスプレイの大型化には影響しないと想定してお
り、その影響は軽微と予想しています。試算の結果、中期経営計画の事業利益への影響は、計画比から
7.9%減少の見込みです。
物理リスク：物理リスクについては、ハザードマップをもとに洪水による想定被害を見込みました。
物理リスク（4.3億円減益）の影響を含めると、中期経営計画の事業利益への影響は、計画比から8.8%
減少の見込みです。

② シナリオの設定
移行リスク、機会の項目に関する客観的な
将来情報から当社グループへの影響を考察し、
財務インパクト試算および移行リスク、機会
を想定した取り組みについて検討しました。

2024年度当社の成長戦略、環境目標との連動性についてTCFDガイドラインに基づき、以下の3つの
時間軸を設定して分析を行いました。
● 短期 : 2028年度（新中期経営計画最終年度）
● 中期 : 2030年度（気候変動中期目標年度）
● 長期 : 2033年度（次期中期経営計画最終年度（想定））
そのうち、新中期経営計画最終年度の財務インパクトについては下図に示します。

設定シナリオ 2℃未満シナリオ 4℃シナリオ

概要
脱炭素への取り組みが進展した結果、産業革命前の水準からの平均気温上昇
が今世紀末までに2℃未満に抑えられている。
脱炭素社会、循環型社会の実現に向けた動きが加速する。

脱炭素への取り組みが進展せず、産業革命前の水準からの平均気温
上昇が今世紀末までに 2℃を超える。

参照
シナリオ

● IEA World Energy Outlook Sustainable Development Scenario
● IEA World Energy Outlook Net Zero Emissions by 2050
●  IPCC AR6 WG1 SSP1-1.9
● IPCC AR6 WG1 SSP1-2.6　など

●  IEA World Energy Outlook Stated Policies Scenario
● IPCC AR6 WG1 SSP5-8.5　など

 関連ページP00 人財ポリシー

事業利益ベース
減益インパクト 39.3億円
2028年度計画比　▲ 7.9％

事業利益ベース
減益インパクト 3.3億円
2028年度計画比　▲ 0.7％

 P.33 2028年度 経営目標 事業利益　　

※ 1：限界利益分
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  ④気候関連のリスク・機会と主な取り組みTOPICS

環境（TCFD提言に基づく情報開示）

分類 気候変動リスク／
機会項目 事業への影響 影響を受ける

期間※ 1
財務的
影響※ 2 対応方針・対応策

移行リスク
（2℃未満）

政策・
法規制

カーボンプライシング導入
による炭素税の上昇 	● 税負担の増加 短期～長期 小

	●  製造における省エネ化（歩留、生産性の向上）
	● エネルギー生産性の向上
	● スマートファクトリー、FEMS※ 3の導入
	●  再生可能エネルギーの利用や低炭素燃料への
転換
	● DXによる物流効率化
	● 材料調達先とのGHG削減に向けた協働

温室効果ガス排出削減に関
する規制強化

	●  省エネ・再生可能エネルギーへの対応コスト
の増加
	●  脱炭素化に関連する原材料の需要増加による
単価上昇

短期～長期 中

技術 脱炭素・循環型社会に向け
た技術の進展

	●  低炭素／脱炭素技術や資源循環への対応の遅
れによる機会損失が発生

短期～長期 小～中

	●  低炭素 /脱炭素関連技術の情報収集および対応
	●  サプライチェーン上流とのコミュニケーショ
ンによる、バイオ、リサイクル材料関連の情報
収集
	● 梱包材・製品への導入

評判 消費者の思考変化、お客さ
まの方針変更

	●  気候変動対応が不十分な場合、お客さまやス
テークホルダーが離れ、売上・シェアに直接
的な影響をおよぼす可能性

	●  温室効果ガス排出量の見える化（Scope1, 2, 
3および製品のカーボンフットプリントの算
定体制強化）、移行計画の開示

移行機会 
（2℃未満）

政策・
法規制

温室効果ガス排出削減に関
する規制強化

	●  製造工程における消費電力削減活動による環
境付加価値の向上
	●  環境負荷を低減する製品やサービスの需要
の増大

短期～長期

小
	●  CO2排出量のインパクトと財務的効果を勘案
し、優先順位を決め計画的に省エネ活動を継
続

小～大 	●  自動車：EVおよびEV生産拡大に貢献する製
品の開発・導入など

技術 脱炭素・循環型社会に向け
た技術の進展

	● 脱炭素に資する技術の開発、ビジネス化
	●  梱包材・包装材をバイオ由来や再生材に切り
替えることによる環境付加価値の向上

短期～長期
	●  カーボンニュートラルの実現に資する人工光
合成化学プロセス（ARPChem）開発への参画
	● 植物由来材料による梱包材の導入・展開

物理的変化
（4℃）

急性 気象災害の激甚化 	●  サプライチェーン寸断、原材料供給停止等に
よる操業停止 短期～長期 小 	● BCP（事業継続計画）の強化

慢性 地球温暖化による平均気温
の上昇 	● 気温上昇への対応コストの増加 短期～長期 小 	● 空調コストの低減の検討

抽出されたリスクと機会の項目は、社会の変化という観点で整理し、以下の通りそれぞれの対策案を検討しています。重要度の評価は、
「影響度」と「発生可能性」の2軸で行い、特に重要と認識したリスクと機会については、中期経営計画に組み込みさらなる検討を進めています。

昨今、2050年のカーボンニュートラル実現のために水
素活用が重要視されています。そのようななか当社では、
CO2フリーの安価な水素製造が可能となる人工光合成化
学技術実現を目的とした「人工光合成化学プロセス技術
研究組合（ARPChem）」に、第2期（2022～2031年）よ
り参画しています。世界で初めて人工光合成の実証試験
を実施するなど、日本が世界をリードするこの技術分野に
おいて、企業や研究機関が触媒開発、水素分離膜の開発、
安全性検証の各テーマで、社会実装を見据えた技術開発
を進めています。当社はこれまでのさまざまな無機合成
における開発、量産技術をこの人工光合成用触媒開発に
応用することにより、太陽光エネルギーの変換効率向上お
よび量産技術確立に貢献します。
なお、本活動は経済産業省が国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）に造成したグ
リーンイノベーション（GI）基金事業の一環として行われ
ています。  

カーボンニュートラルの実現に資する
人工光合成化学プロセス（ARPChem）
開発への参画

※ 1 期間：短期：2028年度（新中期経営計画最終年度）、中期：2030年度（気候変動中期目標年度）、長期：2033年度（次期中期経営計画最終年度（想定））　　
※ 2 財務影響：小：10億円未満、中：10億円以上、大：40億円以上　　
※ 3 FEMS:Factory Energy Management System：工場エネルギーマネジメントシステム）

64

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤



  CO2排出量（Scope1, 2, 3）TOPICS

環境（TCFD提言に基づく情報開示）

当社グループは 2024年度、国際的な気候変動基準に準拠するため、目標の具体化と見直しを行いました。
IPCC第6次評価報告書（AR6）によれば、地球温暖化を1.5℃以内に抑えるためには、2030年ま

でに温室効果ガス（GHG）排出量を 2019年比で約43%削減することが求められています。この目標
はパリ協定やCOP28での国際合意とも一致しており、気候変動対策における重要な指針となってい
ます。この状況を認識し、当社グループは従来の目標を踏まえつつ、次のような新たな温室効果ガス
（CO2）排出量削減目標を設定しました。

〈中長期の CO2削減目標〉
• Scope 1+2：2030年度末までに 2019年度比で 46%削減
• Scope 2：2030年度末までに排出ゼロを達成
今後、目標達成に向けて、スマートファクトリー化をはじめとした生産効率の向上による省エネ対策を
強化※ 1するとともに、再生可能エネルギーの導入や低炭素燃料への転換を積極的に推進していきます。
また、コージェネレーションシステムの導入※ 2や水素エネルギーといった次世代エネルギーの導入※ 3を
検討し、持続可能な社会の実現を目指していきます。  
パリ協定やその他の国際的な気候変動協定が 2050年までにカーボンニュートラルの達成を目指している

ことを受け、当社グループもそれに向けた目標設定およびその実現に向けた移行計画を推進していきます。

2023年度のエネルギー使用に伴うCO2排出量（Scope1＋２）は前年度比で約10％削減され、合計
で３１．３千 t-CO2となりました。これは 2019年度比で約 33％の削減に相当します。CO2排出量の
削減に向け、生産設備の稼働最適化などによりエネルギー使用量を削減するとともに、コージェネレー
ションシステムの導入や再生可能エネルギー証書の購入などの取り組みを実施しました。
一方で、サプライチェーン全体でのCO2排出量削減を目指し、当社グループのScope3 の可視化

を進めています。2023年度はデクセリアルズ（株）単体に加えて、子会社のDexerials Precision 
Components（株）（以下DXPC）※ 4を新たに追加し、Scope3を算定しました。また、Scope3の算
定精度を高めるため、カテゴリ1（購入した製品・サービス）排出原単位などの見直しを行い、2022年
度のデクセリアルズ（株）単体のScope3も再算定しました。
さらに、2023年度のScope1、Scope2、Scope3については、第三者機関による検証を受けまし
た※ 6。この検証は国際的な基準とガイドラインに基づき実施され、当社グループが報告する数値の信頼
性と正確性が確認されました。
今後も当社グループのScope3の算定を進め、サプライチェーン全体でのCO2排出量削減に取り組

んでいきます。

指標と目標（移行計画）

2050年
カーボンニュートラル

（千 t-CO2）

20202019 2021 2022 2023 2030（年度）
0

10

20

30

40

50
■ Scope1+2

2030年度目標：
　・Scope1+2
　　2019年度比
　　46%削減
　・Scope2
　　ゼロ

46.6 45.2 42.9

34.7
31.3

デクセリアルズのCO2排出量（Scope3）※5、6 第三者保証報告書

※ 5  カテゴリ 8、9、10、11、13、14、15は該当する活動がない
      ため算定対象外
※ 6  ソコテック・サーティフィケーション・ジャパン（株）の
      第三者検証を受けています

Scope3のカテゴリ デクセリアルズ（株）単体＋
DXPC

1 購入した製品・サービス 180.0

2 資本財 14.5

3 Scope1､ 2に含まれない
燃料・エネルギー関連活動 6.0

4 輸送・配送（上流） 17.3

5 事業から出る廃棄物 1.9

6 出張 0.2

7 雇用者の通勤 2.7

12 販売した製品の廃棄 6.1

（単位：千 t-CO2）

移行計画

再生可能エネルギーの導入、
カーボンオフセット低炭素燃料への転換

コージェネレーションシステムの導入

カーボンニュートラルガス、
次世代エネルギーの導入

※ 1、2  2026年度稼働開始予定の鹿沼新棟にて導入・展開。これに伴う投資は中期経営計画キャピタル・アロケーション『本計画達成に向け
　　　  た投資』1,300億円に含む　
※ 3  新中期経営計画中に検証を行い、導入判断を予定

※ 4  Dexerials Precision Components（株）は、2024年4月1日（株）京都セミコンダクターと合併し、デクセリアルズ フォトニクス 
       ソリューションズ（株）となりました。

 P.37 製造機能強化

生産効率の向上、省エネ活動

 P.38 財務戦略　

 P.58 ESG重点課題 
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人的資本の最大活用に向けて 社員に対する期待人材像として

パーパス・経営理念・企業ビジョン

TOPICS  ジョブ型人事制度

人財ポリシー TOPICS  Dexerials Way

当社グループでは、人的資本に関わる戦略遂行の基盤の
制度として、グローバル標準であるジョブ型人事制度を、
2024年度から国内・海外のすべての社員（グループ会社含
む）へ導入・展開しました。
制度設計にあたっては、グローバルな視点から成長戦略に

沿った組織や仕事を設計し、最適な人材を配置し、またマー
ケットを意識して仕事の大きさと発揮される成果で報酬が決
まる仕組みに転換。優秀な人材の獲得に向け、採用を強化し
ています。
ジョブ型人事制度の導入により社員一人ひとりの役割が
より明確になり、当社で働く目的や意義を自ら問い直し、成
長し続けることを狙いとしています。多様性や個性を尊重
し、競争力ある人事の仕組みづくりを通じて、組織文化や働
く環境を進化させつつ、持続的な成長と企業価値向上を目
指していきます。また、ジョブ型人事制度の運用を支える人
事システムもグローバルに展開しています。

当社グループでは、社員一人ひとりがパーパスや経営理
念、会社の方向性に共感し、自発的に貢献したいと思う意欲
を高めていくことで、よりクリエイティブで強い組織やチーム
に進化し、社会課題に対して、より多くの価値を提供し、個
人も会社も成長していける組織と文化になると考えていま
す。2022年度には、エンゲージメントサーベイをグローバル
で実施しました。全社員にその結果や当社の傾向を共有し、
また各職場における強み・課題については、社員同士で改
善に向けた討議を重ね、継続的な改善に取り組んでいます。
今後、全社共通の重点的な課題については中長期的に取

り組み、その結果を定期的にエンゲージメントサーベイでモ
ニタリングをしつつ、マテリアリティ（「技術」と「人財」）のサ
ステナビリティ戦略目標として掲げた、2028年度の肯定回
答比率向上への目標達成に向け、推進します。

当社グループが大切にしている経営理念・企業ビジョ
ン、 そして私たちの社会的な存在意義であるパーパスを実
現し、社会課題の解決を通じた持続的な成長を目指すため
に、グローバルで共通の人事制度体系として人的資本を最
大活用するための「人財ポリシー」と、社員に対する期待行動
「Dexerials Way」を設定しています。

社員エンゲージメントの向上

人財ポリシーとDexerials Way

持続的な価値創出の
ための人事制度

人財ポリシー 
人財の可能性を最大限に引き出し、人的資本を最大活用

人財ポリシー基本原則
●  人財は最大の経営資源であり価値創造の源泉。 

会社と個人は対等なパートナーであり人財の成長が企業
価値を高める。

●  グローバル基準で優秀かつ意欲的な人財に選ばれる会
社になる。社員一人ひとりが価値をつくる人財となる。

社会（持続的な価値創出のための人事制度）

2016年 4月より「株式給付制度（ESOP）」を導入してい
ます。
自社株式の給付は、会社の成長が社員の中長期的な資産

形成にも資する福利厚生の要素のほか、社員全員でさらな
る高みを目指していくためのインセンティブの要素も踏まえ
た仕組みで、社員のエンゲージメント向上につながります。
業務遂行を通じて自社の資産価値を高め、持続的成長と

企業価値向上がもたらす利益をすべてのステークホルダー
へ還元する、好循環サイクルの実現を目指しています。

株式給付制度（ESOP） 

Social

デクセリアルズとしてのDNAをグローバルの共通言語へ
と昇華させるべく、グローバルの社員全 員への期待行動と
して6つの「Dexerials Way」を設定、行動評価の指標とし
て活用するこ とで、社員一人ひとりの実践と成長を支援し
ています。

技術 人財 ジョブ型人事制度のグローバル展開TOPICS

Dexerials WayTOPICS

新たな価値創造

顧客志向

専門性の活用

成果志向

内外の協働

多様な人材の
育成と活用
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会社
学びと経験を積む
機会・場の提供

社員
社員一人ひとりが
価値をつくる人材

「会社と社員が共に成長」対等な関係

デクセリアルズは、企業ビジョンである
Value Mattersの実現に向けて

人材育成

社員に対して「自ら学び、自ら考え、自ら行動し、成長し続 
ける」という自律的な働き方を求め、また会社はそれを実現 
するための支援を行い環境を整えることで、社員と会社がと 
もに成長していくという考え方を明確にしています。

社員一人ひとりの
成長が最も大切と
考えています

社員に「自ら学び、
自ら考え、自ら行
動し、成長し続け
る」ことを求めて
います

人材育成方針

当社は「最も重要な非財務資産は『技術』と『人財』で 
ある」との考えのもと、パーパスの実現に向け社員 一
人ひとりが最大限能力を発揮し、持続的な価値を創出
するための職場環境づくりに取り組んでいます。

人材育成方針

社員の成長とキャ
リア形成を支援す
るための活動を
行っていきます

  「社員の自律的な学び・成長支援」に向けた人材育成施策TOPICS

社会（人材育成）

技術 人財

これまで これから

会
社

目
的  ・ 職務 /役割を担うために必要な能力・スキルを学べる場を提供する ・社員一人ひとりに沿った自律的な学習支援

内
容

 ・ ベース研修（階層別研修）
 ・人事が決めた研修テーマ

① 自己啓発支援の拡充（専門性を最大限発揮させるためのビジネススキルの強化）
②選択型研修の拡充

社
員 新任のタイミングで、役割に求められる知識・スキルを習得する ・自身のキャリア実現に向けて、自律的に学ぶ　・自身のありたい姿を描き、パーパスと重ねる

・ 現状とありたい姿のギャップを埋めるために必要な学習を選ぶ　・継続的に学び、実務で経験を積む

研
修

体
系 会社主導型の研修体系 社員が自律的に学び続けることを支援する教育体系

社員の自ら学ぶ姿勢を奨励し、会社がそれを支援する体
制や多様な研修プログラムを通じて、社員一人ひとりが能力
を最大限に発揮できる環境を整備しています。
新入社員研修を始め、入社 2、3年目研修、リーダーシッ 

プや管理職向けの研修等、また専門性を発揮するうえで必
要なビジネススキルの獲得や、社員の自律的なキャリア形
成につながる自己啓発支援などのプログラムを整備してい
ます。

多様な教育研修体系

主な研修受講人数・時間（2023年度）

当社グループが社会課題を先回りした製品、ソリューショ 
ンを提供し続けるためには、戦略に沿った事業ポートフォリ 
オの拡大と、それを実現する技術や人材が変化し続けていく 
ことが必須と考えています。

そのために、パーパス、経営理念、企業ビジョンや成長戦
略、人事制度と人材育成施策を連動させ、社員一人ひとりの
可能性を引き出し、人的資本を最大限に活かすことで、クリ
エイティビティの高い組織文化の醸成に重点的に取り組んで
います。
また、人的資本に関わる戦略を遂行する基盤となるジョブ
型人事制度においては、社員一人ひとりが職務に求められ
る成果責任・期待行動を遂行するために必要な知識やスキ
ルを上司がサポートし引き出しながら、主体的に行動してい
く必要があります。社員自身が「ありたい姿」と組織から期
待されていることの重なりをとらえ、そのギャップを埋める
ために必要な知識やスキルを自ら選択し、学習できる仕組み
（自己啓発支援や選択型研修等）を推進しています。また、
上司による定期的な1on1を推進することで、社員の自律
的な学びと成長支援を強化しています。
今後はグローバルで共通の教育研修制度を整備し、多様 

性や個性を尊重しつつ、より自律した成長を目指せる仕組 
みづくりにより、組織文化や働く環境を進化させつつ、持続 
的な成長と企業価値向上を目指していきます。

持続的成長に向けた人材育成施策

集合研修受講者数 延べ2,695人
e-ラーニング受講者数 延べ42,549人

社員一人当たりの年間研修時間 延べ17.7時間

●「会社主導型」と「選択型（個別の課題に沿った内容を選択して学習）」　　● 成長戦略・ジョブ型人事制度と教育研修プログラムの連動

これまでの研修体系に加え、“自ら成長するために学ぶものを考え、選択する”仕組みを拡充
事業戦略やジョブ型人事制度と連動して設計することで「人財」を強化
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経営基盤強化に向けた人材育成施策として、管理職層から
の選抜メンバーに対し、経営に必要な知識付与とトレーニン
グ、リーダーとしてのマインドセットを養う、次世代経営人材
育成プログラム「D-BLP※ 1」をグローバルで実施していま
す。

D-BLPは約半年間におよぶ研修プログラムで、2019年に
経営者に必要な知識を体系的に学ぶ場としてスタートし、以
降、内外の環境変化に応じたプログラムへ変化させながら、継
続的に実施しています。具体的には、経営者の視点で課題を
とらえ、その解決に必要となる知識・思考・スキルを習得す
べく、経営戦略、コーポレートファイナンス、SDGs・ESGな
ど、豊富な知見や知識を持つ専門家による最新の社会動向を
踏まえた講義を組み込み、経営リーダー候補として視野を広
げ、思考を深めることで創造性と判断力を磨きます。
さらに、2024度より若手向けの研修として、新たな価値

を創出するためのグローバル視点を持った変革リーダーの
輩出に向けたプログラム「FIP※ 2」を導入しました。今後グ
ローバルかつ長期的な視点を持った戦略思考・構想力を身
に付け、リーダーシップ発揮に向けたベースづくりを行いま
す。
また、海外拠点におけるリーダー育成の取り組みも開始

し、グローバルでのパイプライン構築も図っていきます。
今後もテクノロジーの進化を支える価値創造企業として、

環境の変化や事業戦略達成に向けた経営人材・リーダー人
材を育成するための人材開発施策を充実させていきます。

次世代経営人材の育成
自律的な学びと成長支援 自律的なキャリア選択を広げるための「社内公募」
当社では自己啓発支援の制度や取り組み（通信教育受講の奨励
金制度やオンライン学習等）を拡充することで、社員の自律的な
キャリアアップを支援しています。社員一人ひとりが新たな知識・
スキルを習得することで、会社に多様性や新たな付加価値をもた
らすだけでなく、意欲ある社員がさらに充実感を持って成長を遂
げられるよう支援を行っています。

2023年度よりビジネスの基礎知識から実践までのナレッジを
体系的に学べるオンライン学習プログラムを導入し、社員が専門
性を活かし、より活躍するための自己研鑽を支援しています。
また部下の成長支援を目的とした1on1ミーティングの研修を
管理職層に実施し、対話を通じ、「自ら学び、自ら考え、自ら行動
し、成長し続ける」組織風土を醸成しています。

社員一人ひとりに多様な選択肢を提示し、キャリアの可能性を
広げるため、多くの社内部署・ポジションで社内公募を実施して
います。さまざまな職場からの求人に対し、日頃、社員が思い描
いているキャリアの実現とスキルアップを目指す機会として自ら
の意思で応募できる仕組みです。
当社では社員一人ひとりの成長と可能性を最大限に引き出すこ

とが、持続的成長と企業価値の向上へとつながると考えており、今
後も社員の成長に向けた取り組みを積極的に実施していきます。

社員の自律的なキャリア実現に向けた支援

教育研修体系

管
理
職

一
般
社
員

選抜研修

D-BLP
研修※ 1

FIP研修※ 2

グローバル

異
文
化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
研
修

赴
任
前
研
修

職種別／テーマ他

職
種
別
研
修

品
質
教
育

法
定
教
育

D
X
教
育

キ
ャ
リ
ア
入
社
者
研
修

自己啓発支援

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習

語
学
支
援 
T
O
E
I
C

通
信
教
育
※
3

検
定
取
得
推
進 

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
検
定

検
定
取
得
推
進 

ビ
ジ
ネ
ス
マ
ネ
ジ
ャ
ー
検
定

キャリア

ラ
イ
フ
＆
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
研
修

ビジネススキル

ベーススキル研修

選択型研修

ベース研修

統括職研修（部長層）

チ
ュ
ー
タ
ー
研
修

新任用研修
（マネジメント基礎）

新任管理職研修

新入社員フォローアップ研修

統括職研修（課長層）

新任用研修
（リーダーシップ 応用編）

評価者研修

若手社員向け研修

新入社員配属前研修

・ クリティカル・シンキ
ング講座
・ ビジネスマネジメント
研修
・ メンタルヘルスマネジ
メント研修
・ リーダーシップ研修
（基礎編）等

※ 1 Dexerials Business Leadership Program
※ 2 Dexerials Future Innovators Leadership Development Program
※ 3 自己啓発支援として費用の半額を補助

社会（人材育成）
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当社グループでは、2015年に障がい者雇用を推進する
「特例子会社」デクセリアルズ希望（株）を設置し、多様な人
材が適性にあった職務を推進することで社会的責任を積極
的に果たす事業を行っています。同社では「障がい者職業生
活相談員」資格認定者を各職場に配置し、障がいがあっても
安心して働ける職場環境を整えています。現在、障がいを
持った社員 13名が当社構内で清掃、緑地管理などの業務を
担当しています。（国内連結での障がい者雇用率は 2.8%）
また、障がいを持った社員が活躍できるよう、事務部門か

ら製造部門に至るまで幅広い職場環境を最適化しています。
新たに障がいを持った社員が配属される際には、配慮す

べきポイントや緊急時のサインの学習など、現場での相互理
解とコミュニケーション向上を狙いとする研修を実施してい
ます。
聴覚障がいを持った社員がいる職場では、上司や同僚が

手話や指文字を学んでコミュニケーションの向上を図り、安
全・防災面からパトライトを設置するなど、職場環境にも配
慮しています。

当社はダイバーシティ推進の一環として、女性活躍の取り
組みを進めています。
国内においては、2021年度から3カ年を期間とする女性

活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定し実行した
結果、新卒および中途採用における女性の割合は21.0%か
ら28.8%と大きく伸ばすことができました。また、女性管理
職の割合については 2021年度 3.7%から2023年度 7.2%
と大きく伸ばすことができました。

女性活躍推進

障がい者雇用

ダイバーシティ

「人財ポリシー」を基本にグローバルな視点で男性／女
性・外国人・障がい者等の多様な人材の採用と登用を積極
的に推進しています。また、リモートワーク制度を導入・活
用するなど、場所や時間に制約されない柔軟な働き方を実
現しています。

基本的な考え方

ダイバーシティ推進研修やコミュニケーション・スキルアッ
プ講座に加え、外国籍の社員や海外との交流が多い部門を
対象に、言語の違いや価値観、文化的慣習等のスタイルの違
いを学ぶ、異文化コミュニケーション研修を実施しています。
2022年度実施の全社員を対象としたエンゲージメントサー
ベイでは、ダイバーシティに関する質問を設定し、現状を確
認しました。さらに組織全体でのコミュニケーションを活性
化させるために、より一層の「個を活かす」組織づくりに向
けてダイバーシティ推進に取り組んでいきます。

ダイバーシティ・コミュニケーションの強化

これからも管理職へのダイバーシティマネジメント強化や、
若手がリーダーシップを発揮する機会を創出し、さらなる女
性活躍の場を広げていきます。

社会（ダイバーシティ）

P.66 人財ポリシー

女性管理職比率（2024年 3月末） 7.2%

女性管理職比率（連結）（2024年 3月末） 11.5%

障がい者雇用比率（2024年 3月末） 2.8%

国際交流

2024年 7月、オランダ・アイントホーフェン工科大学の学
生と教授の皆さま 20名が、先進的な先端材料や開発技術の
学びを深めることを目的として、本社・栃木事業所に来訪さ
れました。
当日は、反射防止フィルムによる反射防止効果の体験、製
品の機能や効果を測る分析室や技術展示コーナーの見学会
や活発なディスカッションも行われました。開発技術や製品
に関する質問にとどまらず、環境関連（廃棄物の運用やCO2

排出ゼロの施設など）についても積極的に質問いただき、意
見が交わされ、双方にとっての気づきや知識・知見を得る貴
重な機会となりました。
また、学生の皆さまから「特徴的な製品の製造過程を見る

ことにより、品質の高さを知ることができて良かった」「工場
内は非常に清潔感があり、少ない従業員で効率的に取り組ん
でいることに驚いた」といった感想も寄せられました。
今後も、このような交流を
推進し、新たな機会を創出し
ていきます。

海外の学生の皆さまとの交流

ESG重点課題
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前述の人権に対する考え方・基本方針のもと、毎年研修
などの啓発教育を実施しています。2023年度は新たに集合
研修も取り入れ、以下の取り組みを実施しました。

人権とは「人間が人間らしく生きていくために認められる
権利」であり、誰もが生まれながらに持っている、誰からも侵
されることのない、尊重されるべき権利です。すべてのステー
クホルダーが尊重され、多様なバックグラウンドや意見を尊重
する企業文化の構築は、多様性と包摂性の促進が期待される
現代に必要不可欠なものです。また企業としての社会的責任
を果たし、人権を尊重する活動はサステナブル経営の基本で
す。当社グループはグローバルに事業を展開する企業として、
これを行動規範などに定め、入社時の研修などの学ぶ機会を
通じて理解浸透させ、社員一人ひとりが日々意識することを
行動規範としています。具体的には、「デクセリアルズグルー
プ行動規範」においては、雇用や昇進において人種、宗教、肌
の色、出身国、年齢、性別、障がいなど、ビジネス上で正当な
理由のない差別をしないことを義務付け、性別や職権・地位
などを背景に、個人の尊厳を傷つける言動を行わないことな
どを定めています。また、コンプライアンスハンドブック※ 1に
「人権の尊重」を掲げ、あらゆる人権を尊重し、差別や強制労
働・児童労働などを行わないことを宣言しています。
あらゆる人権問題は企業の社会的責任であると社員一人ひ

とりに徹底し、事業活動に関わるすべての人の人権を尊重で
きるよう取り組んでいきます。

基本的な考え方・方針

具体的な取り組み

人権啓発動画の制作、教育
持続可能な開発目標（SDGs）で掲げられている「誰一人取り残

さない」社会実現への貢献においても、人権尊重は欠かせないと
いう認識のもと人権動画を制作し、2023 年度は全社員を対象に
「サステナビリティ研修（人権）」を実施しました。人権とは何かと
いう基本を学ぶだけでなく、ビジネスと人権という視点から、当
社が普段行っている取引のなかで人権侵害が起きていないか、と
いうテーマも取り上げました。一人ひとりの「ちがい」を理解して
受け入れることが人権尊重において最も大切であることを念頭に
置きつつ、全社員が人権について考える場を提供しました。

人権の尊重は企業が社会的な責務を果たし、サステナ
ブルな経営を続けるうえで不可欠です。当社はグロー
バル企業として、すべてのステークホルダーの人権に対
する配慮に取り組んでいます。

人権の尊重

コミュニケーションスキルアップ研修（一般社員向け）の開講
ハラスメント防止には、上司部下、同僚間の信頼関係づくりが不
可欠です。その手段の一つとして日頃からオープンなコミュニケー
ションすなわち、情報や意見が自由に、率直に、透明に共有される
職場コミュニケーションが重要です。その観点から2023年度も続
いてコミュニケーションスキルの習得を主眼とした研修を実施しま
した。スキルを習得すると課題の早期発見と対処が促進され、問
題の隠蔽を防止することにも役立ちます。「信頼性」「共感性」「論
理性」の要素を理解し、「相手に行動変容を促す」ための説得力や
伝えるスキルアップのための研修を実施しました。

ハラスメント防止研修（管理職向け）の開講
ハラスメントの防止にあたっては、研修を実施しています。

2023年度は管理職を対象として、外部講師を交えたグループ
ディスカッションや、結果を踏まえた集合研修を実施しました。社
内で起きた事例の共有を始め、ハラスメントが与える影響の多面
的な考察、ハラスメントと指導の違いを踏まえたコミュニケーショ

社会（人権の尊重）

すべての社員にとって
安心して働ける環境づくりを

VOICE

五十嵐 祐美子

人事本部
人事労務部

当社グループでは、すべての社員が人権
を尊重し、多様な人材が安心して活躍でき
る風土づくりを大切にしています。

2023年度には、最新の事例や実際に発
生した事案に基づくハラスメント防止研修や
顧問弁護士による講演会を実施しました。
これにより、「職場のコミュニケーションがよりオープンにな
り、信頼関係が深まった」との声が寄せられています。
今後は、グローバル規模での展開を意識した研修プログラム

を充実させ、よりよい風土づくりと誰もが安心して働ける環境
づくりを推進していきたいと考えています。

※ 1  デクセリアルズグループのすべての役員および社員が事業活動を行ううえで、必要となるコンプライ
アンスや遵守、注意すべき事項について解説したもの。

ンの習得・対応・働きやすい職場づくりに向けた管理職の役割な
ど、多角的な視点から対策の事例を紹介しました。このような取
り組みにより、誰もが安心して働ける、ハラスメントが起きない・
許さない、自浄作用の効く職場環境の醸成を目指します。

講演会の開催
内部通報窓口は 2022年度から社外窓口（弁護士）を開設して

おり、当社グループで働くすべての人が、より安心して内部通報
制度を利用できるよう基盤の強化を行いました。2023年度は、
その社外窓口担当の弁護士による管理職向け講演会を開催。当
社グループの内部通報制度、職場内のハラスメントから生じるリス
ク、ハラスメント問題と企業風土、職場環境の改善のために留意
するべきことなどを学ぶことで、内部通報制度の重要性について
の理解を深めていただきました。

 P.88 コンプライアンス

ESG重点課題
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り、 多様な人材がさまざまな環境のもと価値を創出してい
ます。

出産予定日 6カ月前までに「出産予定届」の提出を社員へ
呼びかけます。提出した社員には男女問わず産前産後休暇、
育児休暇等の制度について個別に丁寧な説明を行っていま
す。また、当社独自の施策として出産時や子の育児に際し
て、最長 20日間の有給休暇取得も可能で、男性社員を含め
た積極的な育児参加を促しています。

社会（多様な働き方とワークライフバランス）

1年を限度として1日4時間または6時間の短時間勤務を認める

継続した1年を上限に休職することが可能

育
児

介
護 休　職

時短勤務

産前休暇 産後休暇

妊産婦の時間短縮・休業などの措置

妊娠 産前 出産 産後 満１歳翌年度の
4月15日

小学校3年
3月末

小学校6年
3月末

満1歳 小学校就学

育児支援休暇※出生前1週間

育児休職 ※一定要件で延長可能

育児短時間勤務

満1歳
2カ月

女性のみ

男性のみ

男女共通

仕事と育児・介護両立の主な支援制度

当社では、社員が安全で安心してパフォーマンスを最大限
に発揮するために社員のワークライフバランスを意識し、働
きやすい環境づくりを進めています。刷新した勤務管理シ
ステムを通じて 36協定を遵守し、労働時間を適正に管理す
るとともに、計画的に年次有給休暇を取得する仕組みや時
間単位で有給休暇の使用も可能とするなど、社員のリフレッ
シュを目的とした休暇取得を促進しています。また、期限が
過ぎた年次有給休暇を最大 20日積み立てられる制度を設
けており、傷病、介護、ボランティア活動、子どもの看護、不
妊治療等の場合に休暇を利用できる制度を整えています。
今後も当社は、多様な視点から働きやすい環境づくりとは何
かを考え、継続的に改善を行っていきます。

育児・介護支援

有給休暇平均取得日数・有給休暇取得率（5カ年の推移）

当社では社員一人ひとりのライフスタイルに合った働き方
ができるよう、法定を上回る支援制度の整備やリモートワー
ク推進、時間単位で取得可能な年次有給休暇などの制度や
仕組みを整備しています。柔軟に働き方を改革し、家族や
時間を大切にしながら 働ける仕組みを支援・拡充していき
ます。
企業の持続的な成長のためには、社員一人ひとりが前向

きにチャレンジできる職場環境が重要です。当社ではすべ
ての社員がいきいきと働けるような勤務制度を整えてお

当社独自の休暇取得率（男性）
（2023年度実績） 83%

男性の育児休業取得率
（2023年度実績）※ 1 32 %

2021年度より感染症対策のほか生産性向上を目的とした
恒常的なリモートワーク制度を導入しています。これは業務
内容から社員のリモートワークの頻度を設定し、効率的な業
務遂行を目指すものです。あわせて制度の効果的な活用の

リモートワークの推進

ため、管理職を対象にリモートワークにおけるマネジメント
手法を学ぶ研修や、一般社員に対してオンラインにおける効
果的なコミュニケーションスキルを習得する研修を実施して
います。今後も時代の変化に応じた働き方を取り入れ、多様
な人材が活躍できるよう、環境整備に取り組んでいきます。

両立に向けた支援制度の拡充 育児支援

2019 2020 2021 2022 2023

有給休暇平均取得日数有給休暇取得率
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73.372.7

68.4
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多様な働き方と
ワークライフバランス

※ 1  「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成 3年法律第 76号）の
             規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」
      （平成 3年労働省令第 25号）第 71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものです。
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社会（健康経営）

当社では、すべてのステークホルダーの信頼と期待に応える
とともに、社員一人ひとりが自分の持てる力を精一杯発揮でき
る企業であることを目指しています。その実現のためには、「人
財」である社員の健康こそが企業としての持続的成長の礎であ
ると考え、健康経営に取り組んでいます。
健康経営推進のため、2021年度に組織横断的なワーキン

ググループを発足しました。ワーキンググループが打ち出し
た健康施策は、経営トップの承認を経て、グループ全体で実施
しています。

基本的な考え方・方針

健康サポートの取り組み

健康経営において、セルフケアによる「こころ」と「からだ」
の健康維持を習慣化することが重要と考え、2030年度には
セルフケアができる社員割合を50%以上にすることを目標と
しています。2023年度には、その指標の一つである「生活習
慣改善を日々実行できている」社員の割合が32.9%と、過去
4年間で6.9%上昇しました。
今後も社員の意見・課題を反映した施策を進め、セルフケア
できる社員を増やし、いきいきと働ける職場環境の実現を目指
します。

健康経営ロードマップに基づき、「健康経営」を全社員が
「知る・考える」年と位置づけ、社員の意識調査を踏まえた
取り組みを実施しました。主な活動として、社員がセルフケア
に取り組むための第一歩として「健康ポイント制」を導入し、

2030年度に向けた目標と実績

2023年度の取り組み

メンタルヘルス

自発的な健康習慣サポート

働き方・コミュニケーション向上に向けた健康活動

当社では、社員が仕事やキャリア形成に前向きに挑戦できる活
気あふれる職場づくりを進めています。管理職は「部下の心の健
康を守るために管理職が果たすべき役割」をe -ラーニングで学び、
受講後に自部署の職場環境改善施策の策定や、その実践に取り組

社員が自発的・継続的に健康を管理するための第一歩として、
無理なく楽しくはじめられる健康管理アプリを利用した「健康ポ
イント制」を 2023年度から導入しました。この制度の導入率は
63.1％に達しています。社員は自分のペースで無理なく健康活
動を継続でき、貯めたポイントは飲料水と交換できるので、楽しみ
ながら自発的な健康活動の実践につながっています。

リモートワークや交替勤務など、多様な働き方をする社員が最新
の健康情報を学び、実践できる機会を創出するため、運動・食事・
睡眠・禁煙などの生活習慣に関するセミナーをオンラインにするな
ど、各自の働き方に合わせた学びの機会を提供しています。また、
ウォーキングや標語募集では「チーム賞」を設けることで、部署内
のコミュニケーション向上も図っています。

当社では社員一人ひとりの健康こそが会社の持続的な
成長の礎であるという考えのもと、健康経営の取り組み 
を中長期的なロードマップに基づき推進しています。

健康行動の可視化により、自律的な健康行動の継続を促しま
した。さらに、各事業所ではリフレッシュスペースの整備・改
善を開始し、働きやすい環境づくりに取り組みました。また、
2024年から実施する国内事業における敷地内全面禁止の
準備として段階的な環境整備を進め、喫煙所を全面閉鎖する
とともに、禁煙サポート活動として禁煙外来の受診費用補助
の推進・拡大を行いました。
これらの取り組みが評価され、「健康経営優良法人 2024（大
規模法人部門）」に、2021年度から4年連続で認定されました。

当社では、社員のニーズを反映したさまざまな健康施策を推
進しており、「こころ」と「からだ」が健康で、仕事やキャリア形成に
前向きに挑戦できる活気あふれる職場づくりを進めています。

みました。また全社員に対しては、ストレスチェック実施後にe -ラー
ニングを通じて、「ポジティブメンタルヘルス」※ 1に関する学びを
深め、日々の業務に活かしています。

2022 2023 2024 2025 2027 20302019 2020 2021

健康増進施策の推進

・ストレスチェック開始　
・健康に配慮した
 食事の提供
・運動セミナー開催
・ウォーキングイベント

健康経営宣言

・健康経営推進
・組織体制の構築

健康経営
長期ビジョン作成
・健康経営
 ワークショップ
 の開催
　（社内委員＋外部専門家）

健康経営
WGを発足

・ 健康診断受診
・ 診断結果確認
・ 健康行動改善　
　（働き方含む）
・ 次の目標・計画を設定

データヘルス
推進と
職場環境整備

データヘルスの
実践

PDCAサイクルを
自律的に回す

PDCAの
実行速度が
全社で加速

生活習慣改善実行率

再検・精検受診率

26%

30%

28%

36%

30%

35%

31%

45%

33%

48%

社員一人ひとりの健康と職場環境づくりを通して、幸福な未来の実現を目指し、持続的な成長を支える健康経営を推進

・ 健康への取り組み
　状況や働き方の
　可視化
・ 健康管理の質向上

50%
以上

2024-2028年度 「健康経営」を社員一人ひとりが
「体感・確認・実感・拡大」へのフェーズ

2022-2023年度 「健康経営」を全員が
「知る」「考える」フェーズ

・ 健康経営
 ロードマップ策定
 （FY30達成
  目標/KPI）

セルフケアができる社員割合に関する指標 セルフケアが
できる社員

健康経営これまでの歩みと 2030年度に向けたロードマップ

※ 1  ポジティブメンタルヘルスとは、今までメンタルヘルスは不調への対応対策に主眼が置かれていました
が、自己肯定感・幸福感を重視し、いきいきと働く人を増やすために 2023年度はストレスへの柔軟な
対処法と主体的に仕事を進める工夫・やりがいを見出す方法を学びました

健康経営 ESG重点課題
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社会（労働安全）

基本方針

安全理念と基本方針に基づき、現場の安全風土の底上げ
と重大な損害を防ぐ取り組みを重ね、災害の発生やリス
クの低減と事業の安定的継続につなげています。

当社は、安全理念と基本方針に基づき、年度目標を掲げ
て重大な災害を防ぐ取り組みを行っています。

2023年度のグループ全体での労働災害発生について、業
務上の死亡事故、休業疾病はありませんが、休業災害が 3件

安全理念と基本方針

労働災害発生状況と取り組み

項目 取り組み 年度目標 実績

① 作業・設備安全 現場の作業・設備リスクを抽出し、その低減措置を実施する

休業災害 0件
休業災害 3件
（不休業災害 1件）
（重大災害０件）② 作業環境安全 有害物質のリスク対策とフロー管理を行い、作業環境を維持向上する

③ 健康管理 リモートワーク、過重労働による健康障害、メンタルヘルスおよび有所見者対策
などの予防・改善

・有所見率削減
・禁煙推進 有所見、禁煙の推進

④ 交通安全 交通安全の教育と意識向上の取り組みにより交通事故の発生を低減する 交通事故 0件 交通事故 12件

⑤ 防災対策 初動とBCPをつなげる事業継続マネジメント（BCM）を構築し、人命、および
事業とステークホルダーを守る 影響ゼロ 影響ゼロ

私たちデクセリアルズグループは、企業ビジョン
「Value Matters 今までなかったものを。

世界の価値になるものを。」のもと、
安全が新たな価値と質の向上に不可欠なものと認識し、

安全で健康的な事業の場、ものづくりの場であり続けるよう
活動を展開していきます。

安全衛生管理活動実績 （2023年度：国内）

安全理念

1.  国内外の安全衛生に関する法律、条例、規制等を把握
して、これを順守します

2.  リスクアセスメントを適切におこない、重点実施活動と
して以下に取り組みます

　　①作業・設備安全　②作業環境安全
　　③健康管理　　　  ④交通安全　　　⑤防災対策

3.  実務、教育、訓練を通じて、安全と防災の意識と知識の
向上、人材の育成につなげます

4.  安全や防災に関して行政や地域社会と積極的に連携
し、参画とコミュニケーションを推進します

5.  活動の交流と活性化、および監査やレビューにより、マ
ネジメントシステムの維持向上に努めます

※対象：連結・契約社員含む

当社グループの労働安全衛生管理の最高責任者は代表取締
役社長であり、安全衛生HQが全社機能として包括し、各事業
所が主体的に安全衛生活動を推進する体制をとっています。
また各事業所では労働安全衛生法に基づいた「安全衛生
委員会」を設置し、会社と社員代表、安全衛生委員などの
メンバーが安全衛生に関するディスカッションや職場のパト
ロールを実施するなど、労使一体となった安全・健康の促
進活動に取り組んでいます。

推進体制

発生しました。
一方で、その実績を分析し、設備の安全機構や作業におけ

るリスク想定の不足が、事故やトラブルの要因ととらえ、その
対策として、作業や設備、作業環境安全の観点からリスクを
抽出し、フェイルセーフへの設備対応や保護具着用など、作
業方法の見直しを行いました。さらに、国内外の類似設備や
作業についても横断的に調査し、対策を講じました。

労働災害件数推移
災害件数（件） 度数率

2019 2020 2021 2022 2023（年度）
0

5

10

0

1.5

3.0
不休業　　　休業3日以内　　　休業4日以上

化学（休業4日以上）製造業（休業4日以上）
デクセリアルズ（休業4日以上）

労働安全

安全理念・基本方針
 詳細はウェブサイトをご覧ください

 P.72 健康経営

 P.92 BCP（事業継続計画）の
             取り組み

ESG重点課題
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VOICE

社会（労働安全）

管理者教育（職長教育）
職長教育では、e-ラーニング形式を導入し、業務状況に応じて柔

軟に受講できる環境を整備しました。これにより職長が安全管理や
作業指導を効果的に行えるよう、確実な知識習得を促進しています。

連結子会社との活動連携強化
2022年度から新たにグループに加わった（株）京都セミコンダ

クター（現：デクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ（株））
に対し、企業インシデントにつながる労働災害の未然防止に直結
する仕組みと運用を展開しました。また関係法令の遵守体制整備
なども、計画に基づき着実に進めています。さらに、全社グロー
バルで労働災害やヒヤリハット事例、マネジメントシステム活動の
情報連携を強化し、全社的な機能性向上と活動の網羅性、リテラ
シー向上を段階的かつ着実に進めています。

労働安全衛生マネジメントシステムのデジタル化
職場の安全意識向上とリスク管理強化を目的に、労働安全衛生

マネジメントシステムをデジタル化し、データの一元管理と迅速な
情報共有で全社的な安全活動の質向上を目指しています。

2023年度には、このシステムを活用して職場推進活動の有効
性を評価するため、デジタル化された内部監査を実施しました。
また、解説機能により各職場の理解度を深め、監査結果の可視化
を通じて得た横断的な情報を活用し、職場の活動水準の向上を図
りました。

労働安全衛生の外部監査と対応
当社では定期的に顧客による外部監査（第二者監査）を受けてい

ます。監査をふまえ、有害物質曝露時の緊急対応器具である、緊
急用シャワーと洗眼器の設置状況を適切に見直しを進め、2023
年度は該当する職場の全従業員に対して使用方法に関するトレー
ニングを実施しました。

労働災害未然防止の取り組み 教育・研修

教育・研修実績（2023年度）

教育・研修プログラム　　 対象者 2023年度
実績

新入社員研修 新入社員 22人

レーザー安全教育 選任者、対象作業従事者、従事予定者 43人

職長教育 職長および職長予定者 56人

フォークリフト
1t未満特別教育 対象作業従事予定者 2人

交通安全VR 自家用車・社用車の運転者 1,221人

危険体感装置 雇入れ・在籍社員 22人

危険体感VR 雇入れ・在籍社員 853人

各事業所主体のリスク低減活動
労働災害や事故の未然防止、従業員の安全確保を目的に、事
業所の安全衛生委員会事務局と職場が中心となり、リスクアセス
メントシステムを活用して登録リスクを集計・分析しています。こ
れにより、業務分類ごとの危険源やリスク傾向を把握し、過去の
対策や他部署のリスク低減情報も参考に、適切な対策を立案して
います。計画に基づくリスク低減活動では、総括安全衛生管理者
が率先して参画し、活動の活性化を図っています。

模擬体験で安全意識を再確認

鎌田 翔

コーポレートR&D本部 
先端材料デバイス技術開発部

VR体感教育での粉塵爆発やフラスコ
爆発のシナリオ体験は、日常業務におけ
る潜在的な危険性を再考する良い機会と
なりました。模擬体験を通じて、安全な
作業手順の重要性を再認識し、意識が高
まりました。また、業務に直接関連しない
シナリオからも新たな気づきが得られ、
未体験のシナリオに対する期待が高まっています。このような
VR体験教育を通じて、作業の質を向上させ、安全意識を保ち
続けることができると感じています。これからもこの教育プロ
グラムに参加し、日々の業務に役立てていきたいと思います。

当社では、労働安全の向上を目指し、社員が効率的かつ効
果的に学べる教育・研修環境の整備に注力しています。労
働安全衛生マネジメントシステムやリスクアセスメントシステ
ムの導入・アップデートを通じて、安全衛生の選任者および
管理者の教育を充実させ、リスク管理や安全行動の理解を
深めるプログラムを提供しています。これにより、社員が安
全意識を高め、実践的なスキルを習得し、安全な職場環境を
維持することを目指しています。

選任者教育
レーザーや 1トン未満のフォークリフト操作に関する特別教育
は、有資格者が職場の状況にあわせてカスタマイズしたカリキュラ
ムを提供し、実務に直結する教育を実施しています。これにより、
研修後にスムーズに現場作業に適応できるよう支援しています。

主な教育・研修プログラム
　　　危険を体感する教育① －装置
過去の労働災害を再現した実機による人命

および操業影響や、作業者の身体負傷につなが
る恐れのある危険をリアルに体感できる教育を
行っています。労働災害発生要因の一つである人的要因や作業経験
の不足による気の焦り、慢心や過信などに焦点を当て、優先すべき
人命・ルール順守の重要性を学ぶことができます。
実際に静電気の帯電や放電された時の引火爆発、シリンダーによ

る挟まれなどにより、帯電量の可視化や設備の衝撃を直感的に感じ
ることで、危険予知能力向上を図っています。

　　　危険を体感する教育② －VRの活用
2023年度は、労働災害の発生傾向から化学物質
の取り扱いによる事故に注目し、類似災害の発生防
止を目的に、開発系の従業員を対象に重点的に取り組みました。コン
テンツの選定においては、労働災害事例や登録リスクを分析し、実際
の作業に合致した内容を提供しました。教育展開では、その重要性と
有効性について開発系マネジメン層と合意形成し、作業者一人ひとり
が安全行動を実践できるよう支援しました。その結果、類似災害の撲
滅を達成することができました。

事例

事例
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社会（製品品質）

ISO9001認証取得状況

当社グループではお客さまに良質で、安心、安全な製品
を提供するために、信頼性と満足度の高い製品品質の確
保に取り組んでいます。

当社グループの事業活動の基盤は、品質マネジメント
システム（QMS）であり、すべての製造事業所で国際規格
ISO9001 の認証を取得しています。さらに、法規制や顧客
要求事項への適合を確実に行うことを目的として、トップマ
ネジメントを頂点に、管理責任者、部門代表者、品質保証担
当部長、QMS推進者等による品質マネジメントシステム推進
体制を構築しています。また、車載用途製品では、自動車産
業用セクター規格の IATF16949を取得しつつ、ドイツ自動
車工業会の品質規格であるVDA規格への対応も行うなど、
より厳しい品質水準の確保に取り組んでいます。
製品実現や品質目標の達成のためには、各組織をまたい

だ活動の推進と連携が不可欠です。そこで、連携が必要な
活動単位を「業務プロセス」として個別に設定し、「各プロセ
ス」ごとの責任体制のもとで運営しています。加えて、これ
らの活動を監視するために、内部品質監査を定期的に実施
しています。監査では法規制やルールに基づいた業務・現
場作業が行われているか、工程や品質の仕様通りのものづ
くりが行われているかを内部品質監査員が確認し、問題点

品質理念と基本方針

品質推進体制

昨今、深刻な社会問題となっている品質不祥事を防止す
るため、毎年全社員を対象に、品質に特化したコンプライア
ンス研修を実施しています。研修では他社事例のほか、品質
不正発生のメカニズムなどにも触れ、品質コンプライアンス
意識の向上を図っています。また、同じく全社員を対象に実
施している品質コンプライアンスアンケートなどの結果から、
経年で良化していることを確認していますが、抽出されたリ
スクは品質内部監査等で確認・改善を行っています。

各種製品安全規格への適合試験を実施し、認証登録を受
けています。特にUL規格※ 1については、お客さまからの認
証登録要求のみならず、製品安全を保証する観点から、さま
ざまな製品の認証登録を受け、部品レベルにおける良質で
安心、安全な製品の供給を続けています。
また、製品安全情報をお客さまへ正確にお伝えするため、
国内外の法規制に対応したSDS※ 2の提供も行っています。

※ 1 UL規格：安全規格の制定や試験、認証を行う企業であるUL LCCが制定した安全規格
※ 2 SDS：安全データシート（Safety Data Sheet）

品質コンプライアンス

製品安全

私たちデクセリアルズグループは、
企業ビジョン「Value Matters 今までなかったものを。

世界の価値になるものを。」のもと、
技術の追求と高い品質の製品・サービスの提供を通し、

お客さまの製品価値向上に貢献します。

私たちデクセリアルズグループは、開発から設計、生産、
販売、サービスまでの全てにおいて、より魅力ある品質を
実現するため、以下の取り組みを行います。

1. 安心・安全な製品・サービスを提供します。
2.  関係法令・規制、お客さまとの取決め事項、社内標準類

を確実に遵守します。
3. 継続的なリスク低減活動と未然防止活動を実践します。
4.  OJT・教育訓練を通じて、人材の育成・専門性の向上を

図ります。
5.  品質マネジメントシステムを活用し、その有効性の向上

に努めます。

製品品質

基本方針

品質理念

認証単位 会社名 拠点名

デクセリアル（株）

デクセリアルズ（株）

本社・栃木事業所
鹿沼事業所　第１工場
鹿沼事業所　第２工場
多賀城事業所
東京オフィス

デクセリアルズ
フォトニクス 
ソリューションズ（株）

恵庭事業所
上砂川事業所
登米事業所

Dexerials America Corporation
Dexerials Europe B.V.
Dexerials（Suzhou）Co., Ltd.

の抽出・改善を行うとともに、監査結果をトップマネジメン
トに報告しています。
監査終了後は、被監査部署・監査員それぞれにアンケートを実

施し、それに基づいて、翌年の監査計画の立案や監査員教育を
行うなど、PDCAを回して監査の有効性向上を図っています。

お客さまとのコミュニケーションを通して、ご要望や技術的
課題を共有いただき、それらに対して技術面での支援や解決
策を提供することで、お客さまからの信用・信頼に応え、ご満
足いただける製品づくりを目指しています。

品質コミュニケーション

品質理念・基本方針
 詳細はウェブサイトをご覧ください

ESG重点課題
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当社グループでは、AI、 IoT、データサイエンスなどに代
表される先進的な技術による高度なデータ活用（データドリ
ブン）がさらなる成長につながると考えています。品質管理
においてもDXを推進しており、これまでに蓄積した豊富な
データやナレッジを活用し、革新的な品質向上を実現するこ
とで、競争力向上に取り組んでいます。
主要製品はロール状のフィルム製品が多く、これらは長時

間にわたり連続的に生産されることから、想定外の理由によ
る不良の連続発生が品質管理上の大きなリスクとなってい
ます。そのため、反射防止フィルムの生産工程では、独自の
センシング技術による自動外観検査装置や自動計測装置を
導入し、製品の全長にわたり品質を監視できる体制を構築し
ています。SCADA※システムや生産管理システムなどとも
連携し、データサイエンスによる膨大かつ複雑なデータの高
度な分析や、独自AIの開発などを実施。これにより、リアル
タイムに品質の可視化や異常検知、不良予測も可能になりま
した。これらの品質管理の「自動化」の取り組みにより、連続
不良を発生させない仕組みを構築することで、不良率の大
幅な改善を実現しています。
また、他事業所への展開も並行して進めており、次世代の

センシング技術開発やAIと組み合わせた応用技術の開発に
加え、最新のデータサイエンスによる予測精度の向上や自動
化などの研究開発にも取り組んでいます。これらに継続的に
取り組んでいくことで、革新的な品質向上とスマートファクト
リーの実現を目指しています。
※  SCADA（Supervisory Control And Data Acquisition）：産業分野で現場の情報を1カ所に集めて統合
的に監視制御するシステム

当社グループでは人材育成基本方針に基づき、品質管理
において高い能力を発揮するスペシャリストの育成を継続的
に行っています。
新入社員から専門技術者までの幅広い階層や、それぞれ

の職種において、必要な品質管理の知識を明確にした「品質
研修ロードマップ」を作成。品質管理や「ＱＣ７つ道具研修」
といった基礎から「統計的手法研修」のように、専門的な知
識やツールを習得させるための実践的な演習を取り入れた
研修を全部門を対象に実施しています。
リモートワークの定常化や感染症の拡大抑制などによる教
育環境の変化に対応して、研修の実施形態の拡大（対面・オ
ンライン・e-ラーニング）など、受講の利便性・効率性を改
善して教育機会の向上に努めています。
なお、品質研修においても受講者アンケートを実施し、品
質リテラシー（実践活用能力）向上のため、研修内容・テキス
トを見直すなど、運用の改善を行っています。

品質管理におけるDX推進 技術教育・人材育成

品質問題に係る改善・エスカレーション連絡フロー

■ 当社　■ お客さま

調査・解析

お客さまへ調査・
解析結果報告

原因調査・再発防止策

お客さまへ最終報告

お客さま
不具合発生

（調査・解析依頼）

お客さま
（報告書確認）

品質問題改善フロー
（お客さまとのコミュニケーション）

社長・
リスクマネージャー

全社品質責任者

カテゴリーの
品質保証責任者

事案当事者・発見者
（国内外事業所）

カテゴリーの
担当役員

ビジネス責任者

品質問題
社内エスカレーションフロー

社会（製品品質）

「QC７つ道具研修」特性要因図作成グループワークの様子

重大な品質問題や製品事故の発生懸念も含め、ステーク
ホルダーに影響をおよぼす品質に関わる問題については、
担当部署から速やかに経営層に報告し、適切な対応をとる
体制を整えています。また、お客さまからのクレームなどによ
り返品・回収した製品については、高度な解析技術を持つ専
門スタッフが分析し、迅速な分析結果の報告と対応を行ってい
ます。お客さま側では原因の特定が難しい不具合についても、
当社の高い分析・解析力を活用して、原因究明のための技術
支援を行っています。
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社会（社会貢献活動）

当社グループでは事業拠点のある地域の活性化やより良い
環境を未来へ引き継ぐために、国内各地や海外でさまざま
な社会貢献の取り組みを行っています。

地域活性化活動

環境保全活動

栃木・足尾の山に豊かな緑を取り戻す

2009年よりNPO法人足尾に緑を育てる会の「法人会員」とし
て森づくりをお手伝いしています。
例年、役員、社員やその家族が参加し、植樹活動を行っています。

宇都宮ブリッツェンとのコラボレーション
（デクセリアルズpresents 
  「わたらせクリテリウム」開催支援）

2015年より栃木県の地域密着型プロ自転車ロードチーム「宇都
宮ブリッツェン」とスポーツを通じた地域活性化活動に取り組んで
います。2023年度は県内の小中学校を訪問して、自転車の交通安全
教室を開催しました。また、栃木・わたらせリサイクルパークで開
催された「わたらせクリテリウム※」という、小学生から大人までが
気軽に参加できる本格的な自転車レースの開催を支援しました。

スポーツ振興と青少年育成を通じた地域社会貢献を目的とし、
2013年から（一社）宮城県サッカー協会が主催する本大会をサ
ポートしています。2023年度は、同大会に女子部門が新設され
て2年目となり、男女のチームがともに集う貴重な機会となりまし
た。参加チームの指導者や保護者の皆さまからは、大会サポート
への感謝の意が寄せられています。

   「デクセリアルズ杯  
第 21回宮城県チャンピオンズカップ
U-12大会」開催

子どもたちに演劇の感動を届ける 
「こころの劇場」

TABLE FOR TWO

「こころの劇場」は、（一財）舞台芸術センターと劇団四季が主催
する社会貢献プロジェクトです。日本全国の子どもたちを劇団四
季の公演に無料で招待し、生きていくうえで大切なことを舞台を
通じて伝えています。

2024年 4月より当プロジェク
トの趣旨に賛同し、当社グルー
プ拠点所在地の栃木県、北海
道、宮城県での公演に協賛して
います。

本社・栃木事業所、鹿沼各工場、デクセリアルズ フォトニクス ソ
リューションズ（株）登米事業所の社員食堂では、社員がヘルシーメ
ニューを購入した際に、開発途上国の学校給食 1食分に相当する
20円を負担し、1食ごとに寄付をする「TABLE FOR TWO」プ
ログラムに参加しています。2023年度は 5,622食分の学校給食に
あたる112,440円を寄付しました。

寄付・寄贈活動

「登米市産業フェスティバル」

2008年より、当社グループ拠点所在地のある宮城県登米市の
産業フェスティバルへ参加しています。このイベントは、登米市の
多様で優れたモノづくり産業や企業を紹介し、市民との触れ合い
の場を提供することを目的としています。

2023年度は、実行委員のメンバーが準備した「みんなで作ろう 
きらきらクリスタル」のモ
ノづくり体験コーナーを
設営し、大盛況となりま
した。

社会貢献活動

※ クリテリウム：短い区間を規定周回走り順位を決めるレース

77

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤



ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス改革の歩み

2024年 7月
	●役員報酬制度の見直
しおよび業績連動型
株式報酬制度を一部
改定

コーポレート・
ガバナンス

取締役会

デクセリアルズのコーポレート・ガバナンス体制（2024年11月現在）

会計監査人

指名・ 
報酬委員会

内部監査部門

監査等委員会 監査等委員でない
取締役

株主総会

各事業部・部門・部 関係会社

執行役員

代表取締役
執行役員会

リスクマネジメント委員会

選任・解任

指示・報告

内部監査

選任・解任

諮問・答申

選任・解任・監督選定・解職
報告・連携

会計監査

選任・解任

報告・連携

指揮・命令

監査

2015年7月
	●  東証一部上場
	●  取締役会の構成： 
独立社外取締役が過半数

2019年7月
	●  指名・報酬委員会
の設置
	●  委任型執行役員 
制度導入
	●権限委譲の拡大

2021年7月
	●  本社を 
栃木県へ移転

2021年6月
	●  監査等委員会設置会社への移行
	●  役員報酬決定方針改定（報酬決
定にあたってのKPI等の見直し）
	●  全執行役員の委任契約への移行
	●さらなる権限委譲の拡大

2016年6月
	●  業績連動型株式
報酬制度導入

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

Governance
体系などについて議論を行っており、経営の透明性および
健全性を確保しています。また意思決定の迅速化を図るべ
く、2019年には「委任型執行役員制度」の導入に伴い、さら
なる権限委譲を進めました。2021年には当社の機関設計
を監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行し、
経営の監督と執行のより明確な分離を図り、モニタリング・
モデルの推進を加速させています。2024年には、新中期経
営計画（以下、新中計）におけるさらなる企業価値向上とサ
ステナブルな成長の実現をより強力に進めるべく、インセン
ティブ効果をさらに高め、株主の皆さまとの利益意識の共有
を強めた役員報酬制度へと見直しを行いました。
今後も著しい環境変化に対応し、デジタル・テクノロジー

の進化に貢献する事業ポートフォリオの拡大とその先にある
経済的価値と社会的価値の両立を実現していくことが必要
です。そのために、会社の方向性を見定め、迅速かつ果断な
意思決定（リスクテイク）を支える経営体制の維持および向上

当社ではすべてのステークホルダーの皆さまの信頼と期
待に応え、持続的な成長と企業価値の向上を図るために、
コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでいます。

当社は、経営の監督において、2015年の上場以来、継
続的に高い独立性かつ専門性を有する社外取締役が過半
となる体制を構築しており、透明性および客観性を確保し
ています。
また、役員の指名・報酬の決定プロセスにおいては、

2019年に任意の指名・報酬委員会を設置し、社外取締役
が過半かつ委員長を務める委員会のなかで、業務執行取締
役の評価を始め、役員のサクセッションプランや、役員報酬

取締役（監査等委員である取締役を除く）の指名は、当社
の企業理念に沿った人格と判断力があり、リーダーシップに
則った実行力とコミュニケーション力に優れた者を候補者と
して選定します。
監査等委員である取締役の指名は、会社経営、財務会計、

法務等の分野における経験・知見を有すること、特に財務・
会計に関する十分な知見を有している者を1名以上選定する
ことが基準です。候補者は社内外に限らず選定できることと
しています。

と、より実効性や透明性の高いコーポレート・ガバナンスの
進化が不可欠だと考えています。

コーポレート・ガバナンス強化に向けて

取締役／監査等委員である取締役の選解任・
経営陣幹部の選解任および候補者の指名

ESG重点課題
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ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

次に社外取締役は、グローバル企業における経営者として
の経験、技術開発に関する知見、法務・財務会計の職業的
専門家としての経験・知見を有することを前提に、常に公正
な視点を持つ人物を社外より招聘します。
なお、社外取締役の選任にあたっては、取締役会全体の知
識・経験・専門領域のバランスを配慮の上、他社での経営
経験者も排除しないとしています。当社の取締役会が理想
とする経営バランスについては、スキル・マトリクスを用い
て明示しています。
当社の取締役会は独立社外取締役が過半数を占めている

当社の取締役は、技術経営・財務会計 /資本政策・法務・
グローバル企業の経営経験などのスキルを有することに加
え、サステナビリティ経営を進めるうえで求められるコーポ

多様なスキルを備えた役員構成

取締役会のスキル・マトリクス

役 職 氏 名
当社取締役の保有する専門性のなかで特にその発揮を期待するもの

企業経営 技術経営 サステナビリティ
経営

グローバル
ビジネス

法務・
コンプライアンス

財務・会計／
資本政策

代表取締役社長
指名・報酬委員 新家 由久 ● ● ● ●

代表取締役
指名・報酬委員 佐竹 俊哉 ● ● ● ●

社外取締役
指名・報酬委員長 横倉 隆 ● ● ● ●

社外取締役
指名・報酬委員 田口 聡 ● ● ● ●

社外取締役
指名・報酬委員 萩原 利仁 ● ● ●

社外取締役
監査等委員長
指名・報酬委員

佐藤 りか ● ● ●

取締役
常勤監査等委員 谷口 正人 ● ● ●

社外取締役
監査等委員
指名・報酬委員

加賀谷 哲之 ● ●

ことから、より中立的な立場から役員候補者が選定される仕
組みとなっています。また経営陣幹部の選任・解任と役員
候補者の指名にあたっては、独立社外取締役が過半を占め、
かつ委員長が独立社外取締役である指名・報酬委員会での
審議・答申を踏まえて決定することとしています。 取締役・取締役会

2024年11月現在、取締役会は8名（うち社外取締役 5名）
で構成され、社外取締役が過半数を占めています。社外取
締役は、企業経営や各種のエキスパートとして、豊富な経験
と高い見識を持ち、独立した公正な立場からの監督強化の
役割を果たしています。
取締役会は、原則として毎月1回定期開催し、法定事項の

決議、重要な経営方針・戦略の決定、役員候補者の選定、個
別報酬額の決定、業務執行の監督等を行っています。
一方で、取締役会とは別に子会社を含めた事業所の視察

やオフサイトミーティングも実施しています。オフサイトミー
ティングでは、取締役会のあり方・思想・方針や重要施策を
策定段階から議論しています。例えば、新中計においても策
定の段階から意思決定に至るまで社外取締役と継続的に議
論をしてきました。また、将来のボード構成やサクセッション
プランなど、取締役会の目指す姿を実現するための議論も
行っています。
このような議論を通じて、社外取締役は執行側とのコミュ 
ニケーションの充実を図り、執行の実態を熟考したうえで、 
取締役会での議論につなげています。

監査等委員会
当社は、監査等委員会設置会社制度を採用しています。

監査等委員会は3名（うち社外取締役2名）で構成され、さら
に監査等委員長を社外取締役とし、監査の透明性・独立性
を確保しています。加えて、常勤監査等委員1名を設置する
ことで、監査の実効性を高めています。

※上記一覧表は各氏の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

レート・ガバナンスやCSR、環境関連などのエキスパート、
これら各分野の多様なスキルを兼ね備えた役員で構成され
ています。

79

Dexerials Integrated Report 2024 イントロダクション 価値創造ストーリー 価値創造戦略 データセクション価値創造基盤



内部監査および監査等委員会監査
内部監査部門は期初に作成された監査計画に基づき、当
社および当社グループ会社における内部統制システム、な
らびにコンプライアンスおよびリスク管理体制の整備・運
用状況を踏まえて内部監査を実施し、内部統制報告制度
（J-SOX）の評価を行っています。監査結果については監
査等委員会、および取締役会へ報告（デュアルレポートライ
ン）するとともに、監査対象部門からの報告と改善状況を確

執行役員・執行役員会
業務執行は執行役員12名を選任し、業務執行取締役から
広範な裁量の権限委譲を受け、迅速な意思決定と業務執行
責任を明確にする体制を目指しています。執行役員には、社
内取締役との兼務者2名を含み、兼務者ではない10名とは
業務執行に係る委任契約を締結しています。
執行役員会は原則として毎月2回、執行役員12名を構成

メンバーとして開催。業務執行の状況と課題の検証や、取締
役会で有意義な議論を行うため、重要案件の事前討議等を
行っています。また、業務執行の監督と監査の実効性を確保
するため、常勤の監査等委員が常時陪席しています。

会計監査

基本的な考え方

実効性評価とアクションプラン策定プロセス

会計監査はPwC Japan有限責任監査法人と監査契約
を締結しており、同監査法人が会社法および金融商品取引
法に基づく会計監査を実施します。なお、監査の厳格化のた
め、当社と同監査法人は特別な利害関係を持たず、監査担
当社員も、当社の会計監査に一定期間を超えて関与するこ
とのないよう措置をとっています。

当社の取締役会は、年に一度、その実効性を定期的に評価
しています。第三者の客観的視点も活用しながら、取締役会
メンバー全体で、取締役会の実効性の状況と課題を明確化
し、実効性の向上に向けた取り組みを深化させていくことを
目指しています。

評価の客観性や透明性の確保を目的として、取締役会事
務局が作成する質問項目をもとに、第三者がすべての取締
役に対して個別にインタビューを実施し、各取締役の回答内
容の分析とその総括を行っています。
取締役会においては、事業年度の途中に当年度の「アク

ションプラン」の取り組み状況を確認する中間振り返りを実
施し、事業年度終了後に第三者の評価結果を踏まえた総括を
し、次年度の「アクションプラン」を策定しています。

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

取締役（うち社外） 6（4） 7（4） 7（4） 7（4） 8（5）

監査役（うち社外） 3（2）  － － － －

執行役員※ 10 6 8 9 12

役員総数の推移（各年 6月末時点、2024年のみ 11月時点）

※ 取締役である執行役員を含む

認しています。同様にJ-SOXの評価結果についても、その
内容をJ-SOX事務局を通じて報告するとともに、各統制か
ら検出された不備の改善状況の確認を行っています。また、
会計監査人とは四半期ごとに意見交換（三様監査会）を実施
し、内部監査で把握できた内部統制に関する重要な事象に
関しては、会計監査人へ情報提供し、必要に応じて適切な指
導と助言を得ています。
監査等委員会においては、監査方針や監査計画の策定、

監査報告書の作成、会計監査人の評価および選任、会計監
査人の報酬の同意ならびに内部統制システムの整備・ 運用
状況の確認等の事項について検討と必要な決議を行ってい
ます。
各委員は、監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分

担に従い、取締役会等の重要会議へ出席し、取締役と意見交
換を行っています。また内部監査部門や子会社監査担当役
員からの監査報告の確認と意見交換、三様監査会における
会計監査人の監査計画とその内容の確認および意見交換等
を行っています。
常勤の委員は、執行役員会等の会議へ出席し、重要な決

裁書類の閲覧を行っています。加えて、各事業部門やリスク
管理部門および海外子会社の代表者へのヒアリングならび

に内部監査部門との意見交換等を行っています。また、会計
監査人とは、月次で監査の進捗確認および意見交換を行い、
連携の強化を図っています。

ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

取締役会実効性評価とアクションプラン策定
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  2023年 実効性評価結果TOPICSアクションプランに基づく活動の中間振り返り（2023年12月）
2023年度は監査等委員会設置会社への移行から 3年目であるこ

とを踏まえ、2021年度からの取締役会の活動状況やアクションプラ
ンを振り返ったうえで、2023年後半および 2024年度以降の取締役
会が実効性を高めるためにフォーカスすべきポイントを確認する場を
設けました。

実効性評価とアクションプラン策定（2024年1月～7月）
① 2024年1月～3月　

2023年度は、監査等委員会設置会社に移行してから3年経過した
ことを踏まえ、アンケート・インタビューの項目は、取締役会に加えて、
監査等委員会、指名・報酬委員会も対象とし、各委員会の実効性を
確認する内容としました。また各取締役に対するフィードバックや支
援体制・情報提供等も項目に含めました。
② 2024年4月
第三者からの上記アンケート・インタビューに基づく報告を受け、
取締役会にて議論しました。
③ 2024年5月～7月
取締役会にて、議論を通じて抽出された課題に対するアクションプ

ランを議論、決定しました。

●  次年度のアクションプランを議論・検討

● 実効性評価
●  事務局アンケートおよび第三者による 
インタビューを踏まえた評価と結果の討議

●  前年度評価結果と今年度および今後の経営の
方向性を踏まえたアクションプラン、アジェン
ダを策定

●  今年度のアクションプラン、アジェンダに
基づいた活動

中間振り返り
年度前半のアクションプランやアジェンダの進捗を振り返り、
年度後半の議論に向けた修正や調整を行う

取締役会実効性向上PDCA

Action

Check

Plan

Do

ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

（1）総括
2023年度における評価結果では、当社の取締役会の実効

性は高い水準にあることが確認されました。そのなかで、各
会議体の強みや昨年度と比較して改善したポイントとして、
次の点が挙げられました。

「取締役会」
① アクションプランにフォーカスした取締役会実効性評価の実施 
② ボードサクセッションに係る議論の前進 
③  取締役会の機能・役割を踏まえたアジェンダセッティングと柔軟
な運用 

「監査等委員会」
常勤監査等委員の活動から得られた情報の適時適切な監査等委
員会／社外取締役との共有

　総括を受けて、今後さらなる実効性向上に向けて検討が
考えられるポイントは以下の通りでした。
①  目指すべき「モニタリングボード」の定義についての共通認識の 
形成

②  指名・報酬委員会における委員間の役割分担についての共通認 
識の形成、それを踏まえた将来的な取締役会構成（取締役会議長 
のあり方を含む）についての議論の深化

③  機関投資家等とのエンゲージメントの取締役会における共有と今
後のエンゲージメントへの活用

④ 社外取締役に提供されるべき情報（確度、時期等を含む）の整理
⑤  監査部のあり方についての監査等委員会と執行側とのさらなる
協議

（2）2024年度における「アクションプラン」について
2024年度は、新中計における中長期的な企業価値向上の

実効性に資する取締役会の機能・役割・運営についての議
論の深化として次のアクションプランを決定しました。
① 目指すべき「モニタリングボード」の定義についての共通認識の
形成（監督機能の強化）
・ 成長戦略の起点となるキャピタル・アロケーションの定点観測と
適時の議論
・成長戦略および同期する経営基盤の強化や改革のモニタリング
②  将来目指す取締役会の姿に照らしたボードサクセッションについて
の議論の深化
・ 取締役会の諮問機関としての「指名・報酬委員会」の役割の再
整理
・ 諮問内容決定・答申内容のフォローアップ
③  監督・監査機能のあり方と監査等委員会と執行側とのさらなる
協議
・モニタリングの実効性を高める監査の役割（監査部門運営管理）
・ 監査等委員会の監査計画／内部監査テーマは、取締役会でのモ
ニタリング事項も参考にして決定
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指名・報酬委員会   役員報酬の構成TOPICS

役員の選解任および報酬を決定するにあたり、それらの妥
当性とプロセスの透明性を確保するため、取締役会の諮問
機関として指名・報酬委員会を設置しています。同委員会
は取締役 7名で構成されており、過半数を超える5名は独立
社外取締役が務めています。あわせて、委員長を独立社外
取締役が務めることで、客観性と透明性を高めています。
指名・報酬委員会では、自社の目指す姿に照らし、代表取
締役社長をはじめ、経営幹部の後継計画や育成計画、また
取締役会に必要なスキルについて議論しています。さらに
報酬については、役員報酬の基本方針に則り、相応しい報
酬構成、業績連動の報酬制度の妥当性、目標値や評価につ
いて議論を重ねています。また、実績評価等については、指
名・報酬委員会における審議を経たうえで取締役会に答申
され、決定するプロセスがとられています。

基本方針

基本報酬

当社の取締役の報酬は、指名・報酬委員会において、客
観的な視点から、コーポレート・ガバナンス体制のあるべき
姿や、持続的な成長と企業価値向上に資する役員報酬制度
のあり方について議論を重ね、最終的には取締役会におい
て役員報酬の決定方針を決議しています。
報酬水準は、外部調査機関による役員報酬調査データを

もとに、規模や業種・業態の類似する企業を例として、報酬
制度や報酬水準について当社現行制度・水準と比較検証を
し、適切に決定します。

当社は2024年度からスタートした新中計の基本方針に基
づき、各施策の取り組みによる持続的成長の実現および当
社の業績ならびに中長期的な企業価値向上への取締役等の
貢献意欲向上をより加速させることを目的に、役員報酬の
業績連動性の強化、株式報酬比率の引き上げ、株主の皆さ
まとのより一層の価値共有を進める株式報酬の支給方法に
ついて見直しを行っています。
具体的には、代表取締役の報酬構成について、より業績連

動性を高め、さらに株主の皆さまとの利益・リスクの共有と
企業価値向上に対する動機づけを強化するため、特に株式報
酬の比率を高める構成としており、業績目標として定めた各
評価指標を達成した際の代表取締役の報酬は以下の通りで
す。なお、社外取締役および監査等委員である取締役は基
本報酬のみ支給します。

役位、職責に応じて傾斜配分した報酬を、月額固定報酬と
して支給します。取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額
は、2024年6月25日開催の第12期定時株主総会において、
年額450百万円以内（うち社外取締役分として70百万円以

指名・報酬委員会開催状況（2023年度）

開催時期 審議内容

2023年4月 ● 取締役構成と候補者の審議
● 役員報酬決定方針の審議　● 2023年度 年間審議予定

2023年5月 ● 役員報酬支給額の審議　
● 2022年度 取締役実績評価

2023年7月
● サクセッションプランの議論（活動計画）
● 役員報酬制度見直しの議論
● 2023年度 コミットメント報告

2023年10月
● サクセッションプラン人材要件定義の議論
● スキル・マトリクスの議論
● 役員報酬制度見直しの議論

2023年12月 ● ボードサクセッションに関する議論
● 役員報酬制度見直しの議論

2024年1月 ● サクセッションプランの議論（活動報告）
● 次年度体制の議論　● 役員報酬制度見直しの議論

2024年3月
● ボードサクセッションに関する議論
● 次期体制・スキル・マトリクスの議論
● 役員報酬決定方針の審議

2023年度の指名・報酬委員会は委員会 7回に加え、委員
会外の集中議論を 3回実施しました。役員候補者の選定を
はじめとし、後継者育成プロセスの確認と、取締役会に必要
なスキルや、役員報酬の決定に際しての業績評価、報酬構成
や適正な報酬水準などについて議論を行いました。

2024年度は実効性評価におけるアクションプランも踏ま
え、ボードサクセッションの議論をさらに深化させることに注
力して進めていく予定です。

ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

役員報酬

●  役員の報酬は、その役割と責任および業績に応じて報いるも
のとする

●  中長期経営戦略を反映する設計であると同時にサステナブル
な成長を強く動機づけるものとする

●  株主の皆さまと利益・リスクの共有を図り、株主視点を意識
し、企業価値向上をより強く動機づける報酬構成とする

●  グローバルで優秀な人材を確保・維持するに相応しい報酬
水準とする

●  報酬の決定プロセスは、客観的で透明性の高いものとする

役員報酬決定における基本的な考え方

代表取締役の報酬構成

金銭報酬 金銭報酬

固定報酬 50%

改訂前 改定後

基本報酬 50% STI
30%

STI
30%

基本報酬
30%

固定報酬
30% 変動報酬 70%

LTI
20%

LTI
40%

変動報酬 50%

株式
情報

株式
情報

※STI：短期インセンティブ　※LTI：中長期インセンティブ
※社外取締役および監査等委員である取締役は、基本報酬 100％
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金銭報酬

金銭報酬

金銭報酬

株式報酬

株式報酬

株式報酬

※業績給とPSUは 0%

  業績連動報酬TOPICS

決定方法

業績連動報酬は年度の業績に応じて支給される「業績給」
と、株主の皆さまとの利益意識の共有と中長期での目標達
成への動機づけを目的とする「株式報酬」で構成されていま
す。業務執行取締役に対し、単年度だけでなく、中長期的な
視点で業績や株価を認識する経営を動機づける設計として
います。
業績給は「稼ぐ力」である連結売上高とEBITDAを評価
指標とし、社外取締役が委員長かつ過半数を占める報酬委
員会での評価を加えます。なお、上記経営指標については、
連結売上高50％：EBITDA50％の割合により業績給を算
定・決定し、定時株主総会終了後の翌月から12等分して毎
月支給します。株式報酬については中長期的な業績の向上
と、企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的とし
て、金銭報酬とは別枠で設定します。具体的には、連続する
5事業年度ごとに、取締役への給付に必要な株式の資金を
信託へ拠出します。信託を通じて取得した株式は役位に基づ
くポイントに応じ、1ポイント 1株として株式を給付するRS
（Restricted Stock）と、中期経営計画の実績を反映した

当社は役員報酬の妥当性と決定プロセスの透明性を担保
するため、取締役会の諮問機関として指名・報酬委員会を設
置しています。
取締役（監査等委員である取締役を除く）および執行役員

の報酬の構成、業績連動報酬の制度設計の妥当性の評価や
目標値の設定、実績評価等については、指名・報酬委員会
での議論を経て取締役会にて決定されます。
個別の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬

は、指名・報酬委員会での議論を経て、あらかじめ株主総会
で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会決議により
決定します。
個別の監査等委員である取締役の報酬は、あらかじめ株

主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査等委員で
ある取締役の協議により決定します。

ポイントに応じ、1ポイント1株として株式を給付するPSU
（Performance Share Unit）に分けて支給します。なお、
支給された株式には当該取締役の退任までの間、譲渡等に
よる処分を制限する譲渡制限契約を締結します。

PSUの業績連動部分を決定する評価指標について、株主
の皆さまとの利益意識の共有を図り、取締役が株価上昇に
よるメリットのみならず、株価下落リスクまでも共有する株
主総利回り（TSR）と会社の持続的成長、企業価値向上を動
機づけます。また、当社が持続的に成長していくうえで欠か
せないマテリアリティである「技術」と「人財」において、経営
として特に重要目標と定めたサステナビリティ戦略目標の達
成度を反映することとしています。
具体的には、前述の指標についての中期経営計画期間の

達成度合いに基づいて決定します。加えて、企業の責任とし
て最低限達成すべき目標として、業績連動期間中のROE 
実績平均が一定レベルに達しなかったとき、および社会的な
課題である気候変動問題においてCO2削減目標を達成でき
なかったときなどにはPSUの全額または一部を減ずること
とします。

ガバナンス（コーポレート・ガバナンス）

代表取締役の業績連動による変動幅

中長期インセンティブ業績連動報酬の業績指標

株式報酬制度のポイントの付与時期、株式等の交付時期

※ 取締役（監査等委員および社外取締役を除く）に対する非金銭報酬等の総額の内訳は、業績連動報酬にお
ける株式報酬 130百万円

※ RS：Restricted Stock  
　 PSU：Performance Share Unit

役員報酬額（2023年度）

役員区分
報酬等の
総額 

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象
となる
役員の
員数

基本報酬
業績連動報酬

業績給 株式報酬

取締役（監査等委員を除く） 315 109 75 130 4

取締役（監査等委員） 37 37 ー ー 4

合計 353 147 75 130 8

（うち社外役員） 40 40 ー ー 4

基本報酬 RS

RS

RS

業績給：200%

業績給：
100%

PSU：200%

PSU：
100%基本報酬

基本報酬

最
大

最
小

標
準

評価指標 内容 ウェイト 変動幅

株主総利回り
（TSR） 5年間のTSR実績（対ベンチマーク企業） 80% 0～

200%

サステナビリティ
戦略目標

持続的成長に欠かせないマテリアリティ「技術」
と「人財」に対する重要指標の達成度 20% 0～

200%

ポイントの付与時期 株式等の交付時期

RS 毎事業年度終了後 毎年一定の時期

PSU 中期経営計画最終年度終了後 中期経営計画最終年度の 
翌事業年度の一定の時期

内）と決議されています。また、監査等委員である取締役の
報酬限度額は、上記の定時株主総会において、年額70百万
円以内と決議されています。
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代表取締役社長　社長執行役員
経営／事業全般

1  新家 由久 （しんや よしひさ）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

指名・報酬委員

2001年 7月　ソニーケミカル㈱（現 当社）入社
2005年 4月　 当社オプティカルマテリアル事業部 開発部 

部長
2012年 4月　 当社オプティカルソリューションプロダクツ

事業部門 副部門長
2012年 9月　 当社オプティカルソリューションプロダクツ

事業部 副事業部長

代表取締役　専務執行役員
経営／管理全般

2  佐竹 俊哉 （さたけ としや）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

指名・報酬委員

1983年 4月　 北海道東北開発公庫（現 ㈱日本政策投資
銀行）入庫

2006年 4月　 日本政策投資銀行 企業戦略部次長 兼 ト
ランザクションサービスグループ長

2009年 6月　 スカイネットアジア航空㈱（現 ㈱ソラシドエ
ア）取締役企画部長

2012年 4月　 ㈱日本政策投資銀行 地域企画部長
2013年 6月　 同行地域企画部長 兼 PPP／PFI推進セ

ンター長
2014年 4月　当社顧問
2014年 6月　当社常勤監査役
2019年 6月　 当社代表取締役専務執行役員（現任）
2020年10月　 Dexerials Precision Components㈱

代表取締役社長

社外取締役

3  横倉 隆 （よこくら たかし）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

独立役員  指名・報酬委員長

1971年 4月　 東京光学機械㈱（現 ㈱トプコン）入社
2002年 6月　同社執行役員
2003年 6月　同社取締役
2006年 6月　同社代表取締役社長
2012年12月　東京理科大学常務理事
2015年 5月　当社社外取締役（現任）
2020年 7月　㈱菊池製作所 社外取締役（現任）

2014年 4月　 当社執行役員 オプティカルソリューション
プロダクツ事業部長

2016年 4月　 当社執行役員 商品開発本部長、事業ユニット
グループ副統括、 
コーポレートR&D副部門長

2017年 4月　 当社上席執行役員 商品開発本部長、自動
車事業推進グループ長

2019年 1月　 当社上席執行役員 オートモーティブソ
リューション事業部長

2019年 3月　 当社社長執行役員（現任）オートモーティ
ブソリューション事業部長

2019年 6月　 当社代表取締役社長（現任）
2022年 3月 　 ㈱京都セミコンダクター 代表取締役社長

詳細はウェブサイトをご覧ください
コーポレート・ガバナンス報告書

❶ ❻

❹ ❼
❽

❷❸

❺

役員一覧（2024年11月現在）

取締役

ガバナンス（役員一覧）
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社外取締役

4  田口 聡 （たぐち さとし）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

独立役員  指名・報酬委員

1981年 4月　 日本石油㈱（現 ENEOS㈱）入社
2013年 4月　 JX日鉱日石開発㈱（現 JX石油開発㈱）

執行役員総務部長
2013年 7月　 JX日鉱日石エネルギー㈱（現 ENEOS

㈱）執行役員総務部長
2015年 5月　 JXホールディングス㈱（現 ENEOSホー

ルディングス㈱） 
執行役員法務部長

2016年 4月　 JXエネルギー㈱（現 ENEOS㈱）取締役
常務執行役員

2017年 4月　 JXTGエネルギー㈱（現 ENEOS㈱） 
取締役常務執行役員

2017年 6月　 JXTGホールディングス㈱（現 ENEOS
ホールディングス㈱） 
取締役常務執行役員

2018年 6月　㈱日本触媒 社外監査役
2020年 6月　 ENEOSホールディングス㈱、ENEOS

㈱ 常務執行役員
2021年 4月　ENEOS㈱ 参与
2021年 6月　当社社外取締役（現任）

社外取締役　監査等委員長

6  佐藤 りか （さとう りか）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

独立役員  指名・報酬委員

1992年 4月　弁護士登録（東京弁護士会）
1998年12月　ニューヨーク州弁護士登録
2000年 6月　 あさひ・狛法律事務所 

（現 西村あさひ法律事務所）入所
2003年 1月　同事務所 パートナー
2007年 6月　 外国法共同事業・ジョーンズ・デイ法律事

務所入所 パートナー
2015年 5月　当社社外監査役
2016年 1月　太田・佐藤法律事務所 パートナー
2018年 6月　 日本シイエムケイ㈱ 社外取締役（現任）
2019年 6月　当社社外取締役
2019年 7月　 佐藤＆パートナーズ法律事務所 代表（現任）
2019年11月　 司法試験考査委員および司法試験予備試

験考査委員（民事訴訟法担当）
2021年 6月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）
2022年 6月　日本プラスト㈱ 社外取締役（現任）

取締役　常勤監査等委員

8  谷口 正人 （たにぐち まさと）

2023年度取締役会出席回数：13回中 10回

1981年 4月　ソニー㈱ 入社
1997年 8月　ソニーケミカル㈱（現 当社）転籍
2000年 8月　 Dexerials（Suzhou） Co Ltd. 董事・

技術部門長
2005年 2月　 当社 ハイブリッド基板事業部 技術部 部長
2008年10月　当社 回路デバイス事業部 副事業部長
2012年10月　当社 根上事業所 事業所統括
2015年 3月　 Dexerials（Suzhou） Co Ltd. 董事・総

経理
2019年 6月　 当社 内部監査部 Dexerials（Suzhou） 

Co Ltd. 監事 
Dexerials（Shanghai） Corporation 
監事

2020年10月　 Dexerials Precision Components㈱ 
監査役

2021年 7月　Dexerials Korea Corporation 監事
2022年 8月　㈱京都セミコンダクター 監査役
2023年 6月　当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

社外取締役

5  萩原 利仁 （はぎわら としひろ）

2023年度取締役会出席回数：　ー

独立役員  指名・報酬委員

1996年 4月　㈱レコフ 入社 
2004年 8月　㈱サーベラスジャパン 入社 
2006年 4月　同社マネージングディレクター 
2017年 1月　㈱朝日新聞社（経営企画室戦略チーム） 

  2019年 5月　 テクノプロ・ホールディングス㈱ 
常務執行役員（管理担当）

　　　　　　  ㈱テクノプロ取締役兼専務執行役員（現任） 
2019年 7月　 テクノプロ・ホールディングス㈱ 

常務執行役員（管理担当）兼CFO 
2019年 9月　 同社取締役（管理担当）兼CFO 

㈱テクノプロ・コンストラクション 取締役（現任） 
2021年 7月　 テクノプロ・ホールディングス㈱ 

常務取締役兼CFO（現任） 
2024年 6月　当社社外取締役（現任）

社外取締役　監査等委員

7  加賀谷 哲之 （かがや てつゆき）

2023年度取締役会出席回数：13回中 13回

独立役員  指名・報酬委員

2000年 4月　 国立大学法人一橋大学大学院商学研究科
講師

2004年 4月　同大学院商学研究科 助教授
2008年 4月　同大学院商学研究科 准教授
2017年 4月　同大学院経営管理研究科 准教授
2020年10月　同大学院経営管理研究科 教授（現任）
2021年 6月　当社社外取締役（監査等委員）（現任）

取締役（監査等委員） 執行役員•部門長・ 本部長・事業部長

新家 由久
社長執行役員 経営／事業全般

佐竹 俊哉
専務執行役員 経営／管理全般

吉田 孝
執行役員
生産統括本部長

林 宏三郎
執行役員
グローバルセールス&マーケティング本部長

Kuo-Hua Sung
執行役員
技術戦略統括  Dexerials Innovation Group（DIG）推進部 担当

大嶋 研太郎
執行役員
オートモーティブソリューション事業部長

津田 直幸
執行役員
人事本部長

寺下 和良
執行役員
経営管理本部長

山岸 向児
執行役員
サステナビリティ推進本部長

林部 和弥
執行役員
デクセリアルズ フォトニクス ソリューションズ㈱　代表取締役社長

内田 裕
執行役員
オプティカルソリューション事業部長

神谷 賢志
執行役員
コネクティングマテリアル事業部長

上野 祥史
コーポレートR&D本部長

ガバナンス（役員一覧）
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社外取締役   萩原 利仁

当社の前中期経営計画（以下、前中計）期間の後半3年は、パンデミックによる混乱や地政学
リスクの高まりにもかかわらず、お客さまに提供する付加価値を具現する「稼ぐ力」を磨き、
目標とする業績を大きく上回ることができました。これも、コアコンピタンスの醸成につなが
るたゆまぬ研究開発、技術トレンドを先回りした製品開発、お客さまの気づいていない技術
課題の解決などが、うまく連関した成果であると言えます。
次の成長の土台となる経営基盤を一定程度築くことができ、当社の将来に対する資本市
場の期待は高まっています。時価総額が大きくなるにつれ、当社に関心を持つ投資家は多く
なり、投資家目線の分析やロジックに基づいた、共通言語での対話がより重要になってきま
す。キャッシュ・フロー創出力が増した新中期経営計画（以下、新中計）のキャピタル・アロケー
ションでは、前中計の3倍にあたる成長投資を予定しています。価値を創造しながら成長す
るには、投資リターンが資本コストを上回らなければならず、そうした投資機会がしばらく見
込まれないようであれば、資本効率性の観点から株主還元も正当化されます。新中計で掲げ
る「成長投資と株主還元の両立による持続的成長とさらなる企業価値の向上」を確実に達成
するために、資本市場の規律をテコにした経営への進化が必要と考えます。
私は以前、外資系投資ファンドに約13年間所属し、さまざまな企業の事業変革と価値向上

に取り組んできました。現在は、当時の投資対象であった技術系人材サービス企業のCFO
として、海外機関投資家を中心に年間200件以上の IR面談を行っており、対話を通じて得
た気づきを同社の取締役会にて共有し、資本コストや株価を意識した経営の実践に役立てて
います。当社の社外取締役としても、資本市場の規律を念頭に、当社の取締役会の実効性の
向上と新中計における『進化の実現』に貢献していきたいと思います。

『資本市場の規律をテコにして、
持続的な成長と
価値創造の実現を目指す』

新任社外取締役メッセージ

当社は、当社の社外取締役および社外取締役候補者が、次の各項目の要件を全て満たすと判
断される場合に、当該社外取締役または当該社外取締役候補者が当社からの独立性を有して
いるものと判断いたします。

1.  現在又はその就任の前 10年間において当社および当社の子会社（以下「デクセリアルズグ
ループ」という。）の取締役（社外取締役は除く。以下同じ。）、監査役（社外監査役は除く。
以下同じ。）、執行役員又は使用人（以下「取締役等」という。）となったことがないこと。

2.  デクセリアルズグループの取締役等の二親等以内の親族でないこと。
3.  当社の主要株主（法人等の団体の場合は、当該団体に所属する者）でないこと。※ 1

4.  当社が主要株主である団体に属する者でないこと。※ 1

5.  デクセリアルズグループの主要な取引先（法人等の場合は、当該団体に所属する者）でない
こと。※ 2

6.  デクセリアルズグループの主要な借入先その他の大口債権者（法人等の場合は、当該団体に
所属する者）でないこと。※ 3

7.  デクセリアルズグループから当事業年度において 1,000万円以上の寄付を受けた者（当該
寄付受領者が法人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者および当該団体に
直近過去 5年間所属していた者をいう。）でないこと。

8.  デクセリアルズグループに対し、法律、財務、税務等に関する専門的なサービスもしくはコン
サルティング業務等を提供することの対価として、当事業年度において1,000万円以上の報
酬を得ている者（法人等の団体の場合は、当該団体に所属する者）でないこと。

9.  本人が取締役等として所属する企業とデクセリアルズグループとの間で、「社外役員の相互
就任関係」にないこと。※ 4

※ 1 「主要株主」とは、総議決権数の 10%以上の議決権を直接又は間接的に保有している者をいう。
※ 2 「主要な取引先」とは、デクセリアルズグループとの取引において、支払額又は受取額が、デクセリアルズグループ又は取引先の連結売上高の
　　 2%以上を占めている企業をいう。
※ 3「主要な借入先」とは、連結総資産の 2%以上に相当する金額の借入先をいう。
※ 4 「社外役員の相互就任関係」とは、デクセリアルズグループの取締役等が社外役員として現任している会社から社外役員を迎え入れることをいう。

ガバナンス（新任社外取締役メッセージ）

社外取締役の独立性の判断基準

TOPICS
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当社は株主や投資家の皆さまに対する適時・適切な情報開
示が、意思決定の透明性、公平性の確保と実効的なコーポ
レート・ガバナンス機能を担保するとともに、当社に対す
る理解の促進や適正な市場評価を通じて企業価値の向上に

株主・投資家の皆さまからいただいたご意見や評価を、経営陣を含む社内に幅広く情報共有し、資本市場の知見を経営やさ
まざまな事業活動に活用しています。

活動 対象 頻度 内容

IR活動の執行役員会報告 全執行役員 月次 アナリストの見解や投資家意見、株価やバリュエーションの状況など、資本市場から得られた
経営改善や企業価値向上に関する知見を共有

アナリストレポートの
サマリー報告

全執行役員
関連部門 随時 証券会社のアナリストレポートのサマリーをメールなどで共有

決算発表・説明会報告 全社員 決算発表後 決算の概要と、投資家の関心点や当社に対する評価をメールで報告

社内へのフィードバック

活動 回数 内容

アナリスト・機関投資家向け
決算説明会 4回

四半期ごとに説明会を実施（社長、執行役員が登壇）
決算関連資料（決算短信・プレゼンテーション資料・質疑応答の内容、動画）を説明会翌日までにウェブ
サイトに掲載

アナリスト・機関投資家との面談
（うち、社長含む執行役員対応）

300回
（72回） アナリストや国内外の機関投資家の個別取材、カンファレンスなどでの面談

個人投資家向け会社説明会 1回 個人投資家向けにオンライン会社説明会を実施。ウェブサイトに説明会動画を掲載

機関投資家・報道機関向け
施設見学会 1回 機関投資家・報道機関向けに反射防止フィルムの製造工程や技術展示などの見学会を実施 

（2024年 3月 本社・栃木事業所）

株主向け施設見学会 1回 定時株主総会後、株主向けに自動車事業専用研究施設や技術展示などの見学会を実施 
（2024年 6月 本社・栃木事業所）

IR活動状況（2023年度）

つながると考えています。このため、法令に基づく開示に
とどまらず、主体的にウェブサイトなどを通じて会社や事
業の理解につながる財務・非財務内容の充実を図るととも
に、透明性と信頼性の高い情報開示体制の構築に努めていま
す。
対話にあたっては、投資家の皆さまの方針・属性や対話の
内容にあわせて対応者を設定しており、社長や IR担当の執
行役員などの経営幹部が国内外の投資家・株主の皆さまと
直接対話する機会を設けています。

前中期経営計画において、新規領域としてリソースを重点的に
投入し、自動車向け事業の成長とその背景について機関投資家の
皆さまにより深くご理解いただくため、2024年3月に本社・栃木
事業所にて研究施設および製造工程・設備の見学会を実施しまし
た。
見学会後には参加者と当社社長を含む役員との座談会を行い、
質疑応答や対話を通じて当社事業への
理解を深めていただきました。見学会
後のアンケートでは 2024年度からの
中期経営計画に対する期待のコメント
を多数いただきました。

2023年6月より定時株主総会を本社・栃木事業所で開催してい
ます。多くの株主の皆さまに、より深く当社を知っていただきたい
という思いから、ショールームなどの施設見学会も同時に実施して
います。普段目に触れることのない製品や研究施設をご覧いただ
き、中堅・若手を含む社員の解説により、当社への理解を深めて
いただいています。参加者の皆さまか
らは、「さらに御社のファンになった」
「次回もぜひ開催してほしい」などの
ご意見をいただきました。

より多くの個人投資家の皆さまとの対話の機会を得るため、対
面の説明会に加え、オンラインでの説明会を開催しています。投
資家の皆さまからは気軽に参加できる場として、好評いただいて
おり、全国から幅広い層の方々にご参加いただいています。製品
概要に加え、当社のパーパスや経営
理念、将来性などについても説明し、
当社に関心を持っていただく、貴重な
機会となっています。

機関投資家向け工場見学会の実施

定時株主総会の開催と株主向け施設見学会の実施

個人投資家向け会社説明会の実施

オンライン説明会の様子

座談会の様子

施設見学会の様子

株主・投資家の皆さまとの
コミュニケーション

ガバナンス（株主・投資家の皆さまとのコミュニケーション）

主なイベント（実績）
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 詳細はウェブサイトをご覧ください
デクセリアルズグループ行動規範

当社グループでは経営理念に基づき恒常的なコンプライア
ンス体制を定め、行動規範をもとにグローバルでコンプライ
アンスを推進・徹底すべく、2024年 4月に「グローバルコン
プライアンス管理規程」を制定しました。この規程に基づき
代表取締役をコンプライアンス最高責任者とし、その活動の
推進のため、「コンプライアンス委員会」を発足しています。

当社グループでは、「デクセリアルズグループ行動規範」
を定め、これを国内・海外のすべての役員および社員に適
用し、コンプライアンスの周知徹底を図り、健全な事業活動
を推進しています。
この行動規範ではすべての役員および社員が常に遵守
すべき基本方針と具体的な約束事項を定めており、3カ国語
（英語、中国語、韓国語）に翻訳し、国内外の全グループ会
社に適用しています。

グループ行動規範

コンプライアンス体制

腐敗および贈賄の防止
「デクセリアルズグループ行動規範」の基本方針に基づき制定し
ている「グローバル贈賄防止規程」において、公務員や取引先等と
の間の贈賄・収賄を禁止するとともに、接待・贈答を行う場合の
事前申請と承認・報告など、当社グループの全役員および全社員
が遵守すべき手続きを規定し運用しています。また、腐敗防止・
贈収賄の禁止に関する教育も当社グループの全社員向けに実施し
ています。なお、2023年度において腐敗防止・贈収賄の禁止に
より、当社グループが受けた法的措置はありません。

当社グループの経営理念である「Integrity 誠心誠意・真
摯であれ」は、私たちのすべての活動の基盤です。コンプラ
イアンスの実践は社会的責務であるとともに、経営理念の
実現そのものであり、持続的な成長・発展に不可欠です。
私たちはお客さまやステークホルダーから信頼される企業
として、コンプライアンスの徹底に努めています。

コンプライアンス

腐敗防止に関する違反を含む
重大な法令等の違反件数（2023年度） 0件

この委員会はコンプライアンス最高責任者を委員長とし、
コンプライアンス推進責任者、常勤監査等委員などで構成さ
れています。コンプライアンス推進責任者は「人事」や「品質」
といった全社的な機能の視点と、各事業部・部門やグループ
会社といった職場の観点の両方に配置し、委員長の指示のも
と、リーダーとしてコンプライアンス活動の推進をけん引して
います。

ガバナンス（コンプライアンス）

コンプライアンス体制図
本社・グループ会社

取締役会
コンプライアンス委員会

機能コンプライアンス推進責任者 職場コンプライアンス推進責任者

代表取締役
コンプライアンス最高責任者

執行役員会

委員長
（コンプライアンス最高責任者）

事務局
（法務・知的財産部）

関連するコーポレート機能

法務・知的財産
人事

情報システム 各関係部門・部署
グループ会社品質

製品環境
財務・会計
インサイダー

指
示

報
告

連携

ESG重点課題
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誠心誠意・真摯であれ

Integrity
経営理念

コンプライアンスに関わる問題を早期に発見・改善するため、
国内外の全グループ会社の社員等からの内部通報を受ける社内・
社外（弁護士）の通報窓口（ホットライン）を設置しています。通報
窓口は日本語、英語、中国語、韓国語に対応し、匿名での通報を
認めるとともに通報者に対する不利益な取り扱いを禁止すること
を周知し、当社グループのすべての社員が安心して利用できるよ
うにしています。2023年度はグループ全体で11件の通報を受け
ました。
なお、通報があった場合は、通報窓口において事実関係を調査

し、調査の結果、通報内容に信憑性があると判断された場合は、
その内容について代表取締役社長および関係役員に報告したうえ
で、執行役員会等にて是正、再発防止のための必要な措置を審議
し、実施しています。

グローバルコンプライアンス意識調査

内部通報制度

2024年1月に国内外の全グループ会社を対象に、コンプライア
ンス意識調査を実施しました。この調査は、当社グループにおけ
るコンプライアンスに対する取り組みの効果や徹底・浸透度、社
員の意識変化などを定期的に測定し、PDCAサイクルを回すこと
により、全社コンプライアンス活動の着実なレベルアップを目的と
して、2022年より実施しています。
今回の調査では、前回結果との比較・分析により成果があった
取り組みや、新たな課題が明らかになりました。調査結果はコン
プライアンス委員会において、役員やコンプライアンス推進責任者
等に向けて詳細な報告を行うとともに、当社グループ全社員にサ
マリーを共有しました。
また、発見された課題については機能・職場ごとに個別にフィー

ドバックを行ったうえで、コンプライアンス委員会の活動の一環と
して、各機能・職場で課題の分析と施策の検討を実施しています。
また、立案した施策の進捗については、コンプライアンス委員会へ
の報告を通じて定期的にフォローアップを行い、グループ全体で
のコンプライアンスの強化を図っています。

グローバルコンプライアンス強化
のための取り組み

「コンプライアンス月間」の設定と活動
毎年10月を「コンプライアンス月間」に設定しています。この期

間中に社長メッセージを発信し、全グループ会社に対してコンプラ
イアンスに関する教育の実施や、情報配信などを集中的に行って
います。2023年度はハラスメント防止やダイバーシティに配慮し
た職場環境の構築や品質関連のコンプライアンスの徹底などに関
するメッセージを配信し、コンプライアンスの重要性と日々の行動
を振り返る機会を提供し、社員一人ひとりの意識向上施策を推進
しました。

当社グループのすべての役員および社員が事業活動を行
ううえで、必要となるコンプライアンスや、遵守、注意すべき
事項について解説した「コンプライアンスハンドブック」を作成
し、国内・海外グループの全社員への教育や啓蒙等に取り
組んでいます。

コンテンツ 内容 実施時期 対象

コンプライアンス
便り

コンプライアンスとは、
内部通報制度、
ハラスメント防止など

4月、6月、
8月、12月、
2月

国内外
全グループ
社員

新入社員研修 行動規範 4月 新入社員

集合研修 ハラスメント防止 10月 管理職以上

弁護士による
講演会

職場風土の醸成に
おいて管理職が
求められるものなど

10月 管理職以上

コンプライアンス
研修
e-ラーニング

行動規範、内部通報制度、
贈賄等の禁止、
インサイダー取引防止など

10月
国内外
全グループ
社員

コンプライアンス教育内容（2023年度）

コンプライアンス教育
国内・海外の全グループ会社の全社員を対象として、e -ラーニ

ングなどを活用したコンプライアンスに関する研修を実施してい
ます。また、コンプライアンスをより身近に感じてもらえるよう、
違反事例をマンガで解説するメールマガジン「コンプライアンス便
り」を定期的に配信しています。このメールマガジンは、3カ国語
（英語・中国語・韓国語）に翻訳し、国内・海外の全グループ会
社のコンプライアンス教育に活用しています。
また 2023年度はハラスメントを防ぐ組織マネジメントをテーマ
に、管理職以上を対象とした集合研修を実施し、各職場環境の改
善に向けた活発な議論を行いました。加えて、当社グループの社
外通報窓口担当の弁護士による管理職向け講演会を開催するな
ど、啓蒙活動を推進しています。

ガバナンス（コンプライアンス）

管理職向け講演会の様子
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当社グループでは、リスクを事業目標の達成を阻害、事業
継続を停止させる要因となるものと定義、認識しています。
リスクマネジメントは操業の安全性と事業継続性を確保し、
顧客への供給責任を果たすため、グループ全体で統合的に当
社の経営ばかりではなく、社会全体におよぼすリスクを想定
し、的確なリスク低減措置を講じています。

当社を取り巻く環境は日々刻々と変化するため、適切なタ
イミングで対策を講じられるよう、リスクマネジメント委員会
を中心として、以下のプロセスでリスクを管理します。
1   リスク抽出・分析： 網羅的抽出と具体的な事象想定、顕在化シナ

リオによる分析
2   リスク評価の実施：定量的・定性的なリスクのスコア化
3   重要リスクの特定： 高スコアのリスクを「重点対応リスク」として

選定
4   リスクへの対応：「重点対応リスク」を最優先
5   モ ニタリング： 執行役員会にて月次報告（必要に応じて是正

協議指示）
6    レビュー、継続的改善（半年に一度）：
　　　　　　　　  なお、次年度「重点対応リスク」は 1 のリスク

抽出時に見直し、さらなる対応審議

リスクの特定は、グローバルな視点での注視すべき事象や
災害、過去に発生した大きな事故、マクロ環境の変化を考慮
してリスクテーマを設定し、毎年見直しを行います。そのう
えで、リスク評価で一定のスコアを超えたリスクを「重点対応
リスク」と位置づけ、今年度特に注力すべきリスクとします。
主管部署が年間のリスク低減計画を策定し、モニタリング結
果は定期的に執行役員が確認のうえ是正指示を行い、取締
役会に報告します。さらに、第三線の防御として監査部門も
リスク状況を把握し、全体的なリスク管理体制の有効性を評
価します。これにより、重要なリスクへの対応を強化し、継
続的な改善を図っています。

基本的な考え方

コロナ禍の影響や常態化するサイバー攻撃など、社会の不
確実性が高まっています。加えて、今後新たに出現する未知
のリスクにも対応し、企業としてのレジリエンスを高めるた
めには、高度なリスク管理が必要です。当社では、専門部署
を新設し、体制やリスク管理の手法再整備および管理活動の
強化に取り組んでいます。
当社グループはリスク管理規定に基づき、代表取締役をリ

スクマネジメント最高責任者、サステナビリティ推進担当執
行役員をリスク管理者とするリスクマネジメント委員会を設
置しています。リスクマネジメント委員会は各機能専門領域
のリスク部会を設け、重要度の高いリスクについて協議し、
リスク対応状況を定期的に執行役員会へ報告します。リスク
対応が必要な場合は、評価・ 是正のうえ取締役会へ報告し
ています。

リスクマネジメント体制

リスクマネジメントプロセス 重点対応リスク
「VUCA時代」といわれる昨今、事業運営上のリスクも複
雑化・多様化しています。当社は潜在リスクをいち早く察
知し、有効な対策を講じるリスク管理に取り組んでいま
す。特に、BCP（事業継続計画）は、中期経営計画において
もその機能の強化が、社会や顧客に価値を提供し続けるた
めの重要課題としてとらえ、設定しています。

取締役会

本社機能部門、事業部、
グループ子会社

執行役員会

代表取締役
リスクマネジメント最高責任者

リスクマネジメント
委員会

リスク管理責任者　
（担当執行役員）

委員会事務局

各機能専門領域
リスク部会

● 「重点対応リスク」審議
● リスク対応指示

● 経営・戦略リスクの
   対応計画策定・実行
  （執行役員・部門長）

● 重点対応リスクの
  対応計画策定・実行

● 事業リスク対応の
   低減計画策定・実行

● 定性、定量スコア化
● 優先度の設定
● 「重点対応リスク」選定

リスク対応4

年度リスクテーマ設定
● 過去インシデント
● 社内外環境変化
● 前年の「重点対応リスク」
● エマージングリスク

各部署の業務、目標
達成阻害となるリスク

リスク抽出・分析1

リスク評価2

重要リスクの
特定・評価

3

監査等委員
および
監査部門
・リスク管理
  体制の監視

● 経営・戦略リスク

レビュー・
継続的改善

6

● リスク変化の監視
● 対応状況の確認

モニタリング 5

監査等委員会
による状況把握

年間の
管理プロセス

月次の
管理プロセス

リスクマネジメントの体制とプロセス

リスクマネジメント

ガバナンス（リスクマネジメント）
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分類 項目 主な内容 対応策

事
業
運
営
上
の
リ
ス
ク

経営・戦略

経営・戦略リスク
事業領域における急激な需要変化
DXの取り組み遅れ

・事業ポートフォリオ拡大、需要変動に対応できる体制
・差異化技術、高付加価値製品の開発

新規事業・投資リスク 新規事業参入、新規領域展開、買収（M&A）、事業提携 ・投資経済評価の実施、回収とリスクの検討

業績に係るリスク 競争の激化、急激な需要変動、販売価格の下落 ー

事業オペレーション

財務・会計リスク財務・会計リスク 為替相場の変動、グローバル会計基準への準拠為替相場の変動、グローバル会計基準への準拠 ・為替予約等によるリスクヘッジ、会計の適正性確保・為替予約等によるリスクヘッジ、会計の適正性確保

製品・生産（販売含む）リスク
重大品質事故の発生
製品の欠陥による回収や損害賠償

・品質管理、事故防止への取り組み
・設計段階、デザインレビューでの品質事故未然防止
・ITを用いた品質検査の徹底
・国際的な品質管理システムによる品質管理  P.75 製品品質

調達物流リスク
法規制による製品の製造中止
物流遅延、輸出入制限による物流停止

・法規制情報収集
・サプライチェーン管理の強化  P.93 サプライチェーンマネジメント

コンプライアンス

法令違反・不正リスク 違法・不正行為 ・グローバルコンプライアンス規程類の整備  P.88 コンプライアンス

事故・過失リスク 許認可の剥奪 ・コンプライアンス意識醸成の取り組み P.88 コンプライアンス

知的財産リスク 知的財産の侵害、被侵害 ・知的財産侵害調査の徹底  P.48 知的財産の活用による持続的な成長の実現

労務管理リスク ハラスメント
・社内外通報制度の整備と浸透  P.70 人権の尊重  P.88 コンプライアンス

・研修、教育の継続的実施  P.70 人権の尊重  P.88 コンプライアンス

サステナビリティ
気候変動リスク  P.62 TCFD提言に基づく情報開示

環境リスク 環境規制の強化、有害物質の漏洩 ・緊急時対応訓練の実施  P.60 環境マネジメント／汚染防止　  P.61 化学物質管理／資源循環

事
故
災
害
等
の
リ
ス
ク

ハザード

自然災害リスク 事故・自然災害による事業継続困難
・BCP体制維持、強化、訓練および教育実施  P.92 BCP（事業継続計画）の取り組み

パンデミックリスク 感染症蔓延による事業影響

事故リスク 重度労災事故の発生
・リスク抽出、対策推進による未然防止 P.73 労働安全

・VR機器活用等による安全教育

情報セキュリティリスク
サイバー攻撃による業務停止、
情報漏洩、基幹システムのダウン

・セキュリティ監視体制強化  P.92 情報セキュリティの強化

・情報セキュリティ教育の定期実施

外
部
環
境

リ
ス
ク

世界情勢
政治・経済・社会リスク

各国経済政策、輸出入規制変更
景気変動影響、経済の減速、原材料、エネルギー価格の高騰

・グローバル事業における、政治的経済的な社会情勢変化の社内共有および対応

地政学リスク サプライチェーンの混乱 ー

当社グループに影響を与えるリスクと対応策。中期経営計画と連動してリスクを抽出して、定期的な進捗管理と必要に応じ見直しを行います。

ガバナンス（リスクマネジメント）

主な企業リスク一覧
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BCP強化を目的に、メンバーが適切な知識とスキルを維持
できるよう、定期的な訓練を実施しています。訓練の内容は
毎回アップデートされ、設定されたインシデントに対して、情報
収集や共有、対応策の検討や復旧計画の立案などが有効か否
かを確認します。また、組織間・拠点間の連携がスムーズに
機能するように遠隔作業環境を整備し、総合力の向上を図っ
ています。あわせて環境整備の一環として、太陽光発電の災
害用コンセントを設置するなどして、被災時の初動対応や通信
手段の確保にも備えています。2023年度は、首都直下地震
を想定した本社・栃木事業所および鹿沼事業所の同時被災の
BCP訓練を実施し、実効性を確認しました。さらにESG重
点課題にも設定している通り、ハザードへの対応幅を広げるべ
く、経営資源への被害を最小限に留めることを目的に「オール
ハザード型BCP」の整備と運用を進めています。

地震や台風、その他の気候変動による自然災害は、事業に
必要な人員や設備、ライフラインに甚大な被害をおよぼす可
能性があります。
当社は、テクノロジーの進化に貢献するユニークで高付加
価値の製品を提供しています。そのため、高品質な製品の安
定的な供給が不可欠であり、BCP（事業継続計画）の取り組
みが重要です。事業に重大な影響を与えうる災害や事故を
未然に防止、または被害を最小化するための設備や作業の
強化・改善に加え、計画的な社員教育や啓蒙活動を実施し
ています。また、災害や事故で被害を受けた際でも事業を継
続するために、必要なBCPの策定、訓練、および計画の見
直しを実施しています。

2023年度は、地政学的リスクを考慮し、国内拠点に加え、
海外拠点にも衛星電話、衛星通信機器の整備を進めました。
地上通信網のバックアップとしては、グローバルでの緊急時
通信網を整備し、通信手段を確保しました。

当社はお客さまのものづくりに役立つ、今までなかった、
世界の価値になるものを生み出す企業として、顧客の価値最
大化に努め、信頼されるパートナーとなることを目指してい
ます。そのため、自社およびお客さま・お取引先さまの情報
資産の保護・管理を経営の重要課題ととらえ、法令および会
社規則を遵守するとともに、情報資産管理の重要性と責任
を全社員で共有し、その適切な保護・管理に取り組んでいま
す。近年はサプライチェーンリスクやサイバー攻撃が増加して
いることの重要性を踏まえ、ESG重点課題としても設定し、
情報セキュリティマネジメント体制、すなわち情報セキュリティ
のルールと監視の仕組み、そして従業員の教育の強化に努め
ています。さらに 2024年からはCSIRT※を設置し、セキュ
リティインシデントへの対応を強化していきます。

BCPの強化

災害発生時の復旧・事業継続対応（組織体制）

また、社員のみならず業務に携わるすべての方々の安全
確保を第一に、製品の安定的供給を維持するためのBCP推
進体制をさらに強化しています。

❶ 情報セキュリティルールの強化
昨今のサイバーセキュリティの考慮および、 ISMS規格改
訂に伴い、情報セキュリティの規程を改訂し、グローバル基
準に対応したセキュリティ体制を強化
❷ 監視体制の強化
サイバー攻撃や内部不正による情報漏洩に対する防御策

として、認証システムの強化と専門チームによるセキュリティ
監視体制を強化
❸ 従業員教育の強化
情報セキュリティの重要性についての理解促進を目的に、

全従業員を対象にしたメールマガジンの配信や、国内従業員
向けの教育を実施（2023年度 情報セキュリティ教育受講率
100%）

主な取り組み

指示

コーポレート災害対策本部 各拠点 災害対策室

製造・検査／人員確保 インフラ復旧／生活支援 材料調達／出荷・物流

各拠点の事業責任者

災害対策室

製品供給

ステーク
ホルダーへの
情報発信

連携

連携連携

本部長（代表取締役社長）

戦略情報チーム

生産復旧チーム サポートチーム 製販維持チーム 後方支援

全体指揮：各チームリーダーが集結し対応の優先順位付けを行う

報告

  ガバナンス
（BCP（事業継続計画）の取り組み / 情報セキュリティの強化）

BCP（事業継続計画）の
取り組み

情報セキュリティの
強化

※CSIRT：Computer Security Incident Response Team

ESG重点課題 ESG重点課題
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当社はサプライチェーンを通じてお取引先さまと健全な
パートナーシップを築き、ともに発展していくための活
動を行っています。

調達基本方針

2 技術力の強化、品質の安定と向上、競争力のある価格
などの領域においても、お取引先さまとの協力関係を
重視します

3 地球環境の保全、持続可能な社会の実現に向け、デク
セリアルズの掲げる「グリーン調達方針」に従い、お取引
先さまとともに環境マネジメントに取り組みます

4 法令・社会規範の遵守、社会貢献の実現に向け、デク
セリアルズ関係者だけでなくお取引先さまとともに実
行に取り組みます

1 デクセリアルズの調達は、「公正・公明・公平」を旨とし、
お取引先さまとの相互の信頼関係の上に成り立ちます
●「公正」とは、定められた方針や手順に従って調達業 
　務をおこなうこと
●「公明」とは、恣意的な行動をしないこと
●「公平」とは、お取引先さまに対して機会均等に 
　 接すること

サプライチェーン
マネジメント

基本方針

当社ではサプライチェーン全体におけるCSR推進を図る
べく、お取引先さまとともに果たすべき社会的責任の基本
的な考え方や、協力いただきたい事項を「デクセリアルズ
CSR調達ガイドライン」としてまとめています。社会的要請
も踏まえ、資材等の調達先であるお取引先さまに、理解と協
力を求めています。2021年度からはガイドラインに記載の

持続可能な調達の推進
全 42項目の取り組み状況に加え、お取引先さま各社で運用
されているCSR方針の確認などを加えた全 48項目につい
て、ガイドライン送付先にアンケートを実施しています。これ
により人権、労働、安全衛生、環境などへの取り組み状況を
年次で確認しています。また、昨今の原材料価格や労務費上
昇の転嫁への対応について、政府の指導・指針に準じた取
引価格設定によるサプライチェーン全体の発展に努めます。

デクセリアルズCSR調達ガイドラインの主な内容

人権・労働 安全衛生 環境 公正取引・倫理

	●差別の禁止

	●強制的な労働の禁止

	●児童労働の禁止

	●若年労働者への配慮

	●労働時間の配慮

	●適切な賃金と手当

	●非人道的扱いの禁止

	●結社の自由・団体交渉権

	●通報者の保護

	●労働安全

	●緊急時の備え

	●労働災害・労働疾病

	●産業衛生

	●  身体的負担のかかる作業への
配慮

	●機械装置の安全対策

	●安全衛生のコミュニケーション

	●社員の健康管理

	●環境許可と報告

	●  エネルギー消費および温室効果
ガスの排出削減

	●大気への排出

	●水の管理

	●資源の有効活用と廃棄物管理

	●化学物質の管理

	●製品含有化学物質の管理

	●固形排出物の管理

	●法令遵守・国際規範の遵守

	●腐敗防止

	●  不適切な利益供与および受領の
禁止

	●知的財産の保護

	●公正なビジネスの遂行

	●適切な輸出管理

	●苦情処理メカニズムの整備

品質・安全性 情報セキュリティ サプライチェーン CSRに関わる
コーポレート・ガバナンス

	●製品安全性の確保

	●品質管理

	●サイバー攻撃に対する防御

	●個人情報の保護

	●機密情報の漏洩防止

	●サプライヤーの管理

	●責任ある鉱物調達

	●マネジメントシステムの構築

	●  BCP（事業継続計画）の策定と 
準備

	●適切な情報開示

ガバナンス（サプライチェーンマネジメント）

ESG重点課題
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ガバナンス（サプライチェーンマネジメント）

当社は、地球環境の保全と持続可能な社会実現への貢献
に向け「環境管理物質管理標準」を定めています。これによ
り、即時に使用を禁止する物質、全廃を目指す物質、適用除
外項目を明確にし、当社製品への混入防止または削減状況
の管理を行い、それに基づく製品づくりを行っています。
また、その達成にご協力いただけるお取引先さまを「デ

クセリアルズグリーンパートナー」と称し、原則として製品に
使用する原材料・部品はすべてそれらのお取引先さまから
調達しています。

当社では、「人権侵害などに関わる紛争鉱物を含む原材
料や部品を使用しない」という明確な方針を持っています。
電子機器業界サステナビリティ推進機関であるRBAが推進
している「責任ある鉱物イニシアチブ（RMI）」が提供する調
査ツールに基づき、対象紛争鉱物については、常に原材料
や部品の調査を実施しています。

現在当社の調達リスクには、パンデミック、特定の原材
料調達先への依存、不安定な政治情勢による地政学的リス
ク、自然災害などが挙げられます。また、法規制の導入や
改正により原材料の使用が制限される事案などが挙げられ
ます。そのようなリスク回避のため、調達先の複数化や平
時からの原材料在庫の積み増しなどの対策を行い、事業の
安定的継続を図っています。
さらに、リスク対応のほか、グローバルでの生物・環境へ
の安全性強化の流れに即した化学物質規制法への対応にも
常時取り組んでいます。

地政学リスクの増大、自然災害の激甚化により、サプライ
チェーンを取り巻く環境はますます厳しくなっています。そ
のため、調達や物流に大きな影響を与えるこれらリスクの低
減は、喫緊の課題となっています。
当社ではその対応として国内外のお取引先さまのリスク
の予測・抽出を行い、モニタリングシステムのDX化や「サプ
ライチェーンBCPガイドライン」の周知を進めています。こ
れにより、さまざまなリスクや災害に備え、万が一の際にも
対応できる体制を構築しています。

2023年度までの調査結果では、多くのお取引先さまが当
社の求めるCSR基準を上回る取り組みを実施していること
が確認できました。
そのため2024年度は、サプライチェーン全体のCSR強
化をさらに推進するため、特に当社製品への影響が大きい
原材料調達先に調査の重点を置きました。原材料は製品の
品質や信頼性に直結するため、調達先でのCSRの取り組み
の徹底が重要です。86社の原材料調達先に対してCSRア
ンケートを実施し、人権・労働、安全衛生、環境など各項目
の取り組み状況を詳細に確認するとともに、CSRの啓発活
動を実施しています。これにより、サプライチェーン全体の
透明性と責任をさらに向上させ、持続可能な供給体制を構
築していきます。

CSR調達アンケートの実施だけでなく、新規のお取引先
さまに関しては、必ず反社調査、財務調査、原材料の場合に
はグリーンパートナー調査を行い、選定基準をクリアした会
社のみと取引しています。

アンケートを分析した結果、総合評価において当社が求め
る水準の取り組みができているお取引先さま（評価C以上）
は94％でした。一方、評価Dとなったお取引先さまには、
CSRに関する教育支援などの活動を行っていく予定です。
項目別ではサプライチェーン管理に関する項目で低いスコア
が見られ、2次以降のサプライヤーのCSRに関する対応が今
後の課題であると確認できました。お取引先さまを通じた支
援のあり方について、検討していきます。

グリーン調達

紛争鉱物への対応

調達課題への対応

サプライチェーンのリスク管理

CSR調達アンケート

CSRに関する
コーポレート・
ガバナンス

サプライ
チェーン

情報
セキュリティ

公正取引・
倫理

環境

安全衛生

人権

1

2

3

4

5

項目別平均点数

評価別割合

CSR調達アンケート結果（2024年7月）

評価A
74%

評価B
15%

評価C
5%

評価D
6%

評価A…平均点 4点以上　評価B…平均点 3.5点以上
評価C…平均点 3点以上　評価D…平均点 3点未満

実施時期 アンケート設問数 全項目平均点
2024年 7月 48（昨年比+2） 4.37点
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詳細はウェブサイトをご覧ください
有価証券報告書

財務データ（連結）
（単位） 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

売上高 百万円 57,710 65,830 95,712 106,167 105,198
（光学材料部品） 百万円 23,624 28,572 49,159 55,384 51,453
（電子材料部品） 百万円 34,226 37,395 47,195 51,495 54,387
営業利益 百万円 4,617 11,339 26,642 32,288 33,421
売上高営業利益率 % 8.0 17.2 27.8 30.4 31.8
親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 2,734 5,329 16,669 20,685 21,382

設備投資額 百万円 3,029 3,832 5,250 13,926 7,482
減価償却費 百万円 4,607 4,674 4,207 4,615 4,510
のれん償却費 百万円 1,798 1,798 1,788 2,283 2,283
研究開発費 百万円 3,653 3,611 3,876 4,274 4,706

為替レート 円 /米ドル 108.7 106.1 112.4 135.5 144.6

営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 9,656 13,187 25,804 21,339 27,457
投資活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 3,891 △ 2,471 △ 12,434 △ 9,447 △ 10,866
フリー・キャッシュ・フロー 百万円 5,764 10,715 13,369 11,892 16,591
財務活動によるキャッシュ・フロー 百万円 △ 3,600 △ 4,259 △ 5,783 △ 12,535 △ 10,343

総資産 百万円 86,279 95,201 128,785 126,379 138,016
純資産 百万円 49,567 53,305 64,576 73,774 84,953
有利子負債残高 百万円 17,333 15,486 19,433 19,712 21,736
自己資本比率 % 57.5 56.0 49.5 57.7 61.6
ネットD/Eレシオ 倍 0.07 △ 0.09 △ 0.16 △ 0.13 △ 0.18

１株当たり純資産（BPS） 円 814.68 874.66 1,063.24 1,257.14 1,485.96
１株当たり当期純利益（EPS） 円 45.05 87.60 274.61 350.62 368.71
１株当たり年間配当金 円 34 44 60 65 100
配当性向 % 75.6 50.3 21.8 18.5 27.1
自己資本配当率（DOE） % 4.2 5.2 6.2 5.6 7.3
総還元性向（のれん償却前） % 45.6 42.2 42.3 56.6 50.8

経営指標

EBITDA 百万円 10,786 17,590 32,478 39,101 40,024
投下資本利益率（ROIC） % 4.4 11.4 22.5 24.4 22.3
自己資本当期純利益率（ROE） % 5.5 10.4 28.5 30.3 27.1
（参考）のれん償却前 % 9.2 13.9 31.5 33.6 30.0

（注） 売上高にはセグメント間取引を含む
      2021年度より蛍光体フィルムの業績を電子材料部品セグメントから光学材料部品セグメントに組み替えたことに伴い、2020年度以前の業績も同様に組み替えています

財務データ
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単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 対象範囲 関連ページ

温室効果ガス（GHG）
排出状況※ 1

GHG排出量（Scope1） 千 t-CO2 9.1 9.3 9.3 7.3 6.5 連結※ 4

P.62 TCFD提言に基づく情報開示

GHG排出量（Scope2） マーケット基準 千 t-CO2 37.5 35.9 33.6 27.4 24.8 連結※ 4

ロケーション基準 千 t-CO2 36.7 35.3 34.1 32.4 33.7 連結※ 4

GHG排出量 
（Scope1＋Scope2）

マーケット基準 千 t-CO2 46.6 45.2 42.9 34.7 31.3 連結※ 4

ロケーション基準 千 t-CO2 45.8 44.6 43.4 39.7 40.2 連結※ 4

GHG排出量（Scope3） 千 t-CO2 － － － 259.6 228.6 連結※ 2

カテゴリ  1   購入した製品・サービス 千 t-CO2 － － － 214.8 180.0 連結※ 2

カテゴリ  2   資本財 千 t-CO2 － － － 9.6 14.5 連結※ 2

カテゴリ  3   燃料・エネルギー関連の活動 千 t-CO2 － － － 5.9 6.0 連結※ 2

カテゴリ  4   輸送、配送（上流） 千 t-CO2 － － － 16.7 17.3 連結※ 2

カテゴリ  5   事業から出る廃棄物 千 t-CO2 － － － 1.8 1.9 連結※ 2

カテゴリ  6   出張 千 t-CO2 － － － 0.2 0.2 連結※ 2

カテゴリ  7   雇用者の通勤 千 t-CO2 － － － 2.7 2.7 連結※ 2

カテゴリ 12   販売した製品の廃棄 千 t-CO2 － － － 7.9 6.1 連結※ 2

売上高当たりGHG排出量（Scope1＋Scope2） t-CO2/ 百万円 0.77 0.65 0.43 0.33 0.30 連結※ 4

エネルギー総消費量※ 1 MWh 124,285 123,929 123,345 109,949 110,426 連結※ 4

化学物質管理 VOC排出量 ｔ 37 36 34 30 35 連結※ 3  P.60 汚染防止
廃棄物管理 廃棄物排出量 万ｔ 0.26 0.25 0.29 0.26 0.29 連結※ 3  P.61 資源循環
水資源管理 水使用量 万ｔ 29 27 29 29 31 連結

 P.60 環境マネジメント環境に関する違反 環境法規制違反件数 件 0 0 0 0 0 連結

　　 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 対象範囲 関連ページ

ダイバーシティ

従業員数

全体 人 1,999 1,772 1,915 1,943 1,892 連結

 P.69 ダイバーシティ

日本 人 1,604 1,423 1,603 1,640 1,595 国内連結
海外 人 395 349 312 303 297 海外連結
海外比率 ％ 19.8 19.7 16.3 15.6 15.7 連結

従業員数（単体）

全体 人 1,604 1,313 1,342 1,378 1,352 単体
男性 人 1,307 1,106 1,126 1,153 1,116 単体
女性 人 297 207 216 225 236 単体
女性比率 ％ 18.5 15.8 16.1 16.3 17.5 単体

従業員平均年齢 全体 歳 43.96 43.08 43.56 43.71 43.92 単体
従業員平均勤続年数 全体 年 19年 0カ月 17年 0カ月 17年 1カ月 16年 8カ月 16年 0カ月 単体
離職率 ％ 1.9 1.3 1.5 2.4 3.1 単体

新規採用（新卒採用）
採用数 人 22 19 22 17 18 単体
女性比率 ％ 22.7 10.5 13.6 23.5 16.7 単体
3年後定着率 ％ 73.7 77.5 88.0 90.9 94.7 単体

新規採用（中途採用比率） ％ 40.5 51.3 64.5 79.8 65.4 単体
女性管理職比率（連結） ％ － － － － 11.5 連結

女性管理職比率（単体）
管理職総数 人 406 299 299 294 250 単体
女性管理職数 人 11 11 11 15 18 単体
女性管理職比率 ％ 2.7 3.7 3.7 5.1 7.2 単体

男女別賃金比率 ％ － 77.2 81.3 82.6 83.5 単体

外国人従業員 外国人従業員数 人 8 10 12 17 20 単体
外国人従業員比率 ％ 0.5 0.8 0.9 1.2 1.5 単体

障がい者雇用率 ％ 3.40 3.37 3.30 2.68 2.77 国内連結※1

人材育成

従業員一人当たりの平均研修時間 時間 13.6 11.6 13.2 14.4 17.7 国内連結※2

 P.67 人材育成
従業員教育費 百万円 － － 34.0 73.0 102.8 国内連結※2

主な研修の受講人数
集合研修 人 2,158 1,690 1,323 1,950 2,695 国内連結※2

e-ラーニング 受講人数 人 16,854 21,420 29,486 35,347 42,549 国内連結※2

受講時間 時間 5,618 7,140 9,829 11,728 14,183 国内連結※2

健康経営

定期健康診断受診率 ％ 100 100 100 100 100 国内連結※2

 P.72 健康経営
再検査 /精密検査受診率 ％ 30.1 35.5 34.8 45.0 47.8 国内連結※2

ストレスチェック回答率 ％ 97.1 97.1 96.0 95.9 95.4 国内連結※2

生活習慣改善実行率 ％ 26.0 28.0 30.2 31.1 32.9 国内連結※2

E  

環
境

S  

社
会

非財務データ

非財務データ

※ 1： 国内連結（特例子会社を含む）  2019～ 2021年度は単体（特例子会社を含む）  　　※ 2： 旧）（株）京都セミコンダクターを除く　　※ 3： 精度向上のため、過去に遡り数値を変更しています。

※ 1： 精度向上のため、過去に遡り数値を変更しています。　　※ 2： 単体＋旧）Dexerials Precision Components（株）　　※ 3：旧）（株）京都セミコンダクターを除く　※ 4：海外販社を除く
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　　 単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 対象範囲 関連ページ

多様な働き方と
ワークライフバランス

リモートワーク年間累計実施率 ％ － 70.3 75.8 74.4 72.2 単体

 P.71 多様な働き方とワークライフバランス 

法定時間外労働時間（月間平均時間） 時間 21.80 22.77 24.20 21.89 21.72 単体
有給休暇 取得率 ％ 68.4 60.0 58.9 72.7 73.3 単体

取得平均日数 日 15.7 13.7 12.8 16.3 16.6 単体

育児支援
育児休業取得率

全体 ％ 17.6 17.1 32.5 50.0 50.0 単体
女性 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 単体
男性 ％ 3.5 3.3 0.0 20.0 31.8 単体

育児休業復帰率 ％ 100.0 100.0 100.0 91.7 100.0 単体
育児時短勤務制度利用者数 人 30 29 30 29 26 単体
育児休業取得後の定着率 ％ 100.0 100.0 85.7 87.5 100.0 単体

介護支援
介護休暇取得者数 人 － 10 4 8 6 単体
介護休暇取得のべ日数 日 － 67 11 59 43 単体
介護時短勤務利用者数 人 0 0 0 0 1 単体

労働安全
労働災害 件数推移

不休業 件 5 3 3 7 1 国内連結

 P.73 労働安全

休業 3日以内 件 1 1 0 0 0 国内連結
休業 4日以上 件 2 0 0 0 3 国内連結
死亡 件 0 0 0 0 0 国内連結
合計 件 8 4 3 7 4 国内連結

度数率※ 3 ％ 2.47 1.22 1.01 2.07 1.06 国内連結
請負業者の死亡者数 人 0 0 0 0 0 国内連結
年間労災千人率 － 1.10 0.00 0.00 0.00 1.57 国内連結※1

S  

社
会

単位 2024年 6月 25日現在 関連ページ

コーポレート・ガバナンス

取締役会の構成

人数 人 8

P.78コーポレート・ガバナンス

社外取締役の人数（うち独立役員） 人 5
社外取締役の比率 ％ 62.5
女性取締役の人数 人 1

監査等委員会の構成 人数 人 3
社外取締役の人数 人 2

指名・報酬委員会の構成 人数 人 7
社外取締役の人数 人 5

執行役員の人数 人 12
2023年度

役員報酬額

取締役（監査等委員およ
び社外取締役を除く）

人数 人 2
総額 百万円 295

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く）

人数 人 1
総額 百万円 17

社外役員 人数 人 4
総額 百万円 40

開催回数・出席率

取締役会

開催回数 回 13
出席率 ％ 100
社外取締役の
取締役会出席率 ％ 100

監査等委員会 開催回数 回 13
出席率 ％ 100

指名・報酬委員会 開催回数 回 7
出席率 ％ 100

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 対象範囲 関連ページ
コンプライアンス 内部通報件数  件 － － － 7 11 連結  P.88 コンプライアンス

G  

ガ
バ
ナ
ン
ス

単位 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 対象範囲 関連ページ

研究開発費・知的財産 研究開発費 百万円 3,653 3,611 3,876 4,274 4,706 連結
 P.48 知的財産の活用による価値創出海外特許保有率 ％ 63.9 64.9 65.9 66.2 66.0 連結※1

詳細はウェブサイトをご覧ください
ESGデータブック

※ 1： 国内連結（特例子会社を含む）  2019～ 2021年度は単体（特例子会社を含む）  　　※ 2： 旧）（株）京都セミコンダクターを除く　　※ 3： 精度向上のため、過去に遡り数値を変更しています。

※ 1： 旧）（株）京都セミコンダクターを除く

非財務データ
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会社情報／株式情報／外部評価

会社情報

商号 デクセリアルズ株式会社
Dexerials Corporation

設立 2012年 6月 20日
資本金 16,251百万円
本社所在地 栃木県下野市下坪山 1724
代表者 代表取締役社長　新家 由久
従業員数 1,892名（連結）
上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場
証券コード 4980
株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
発行可能株式総数 100,000,000株
発行済株式総数 60,192,200株 （自己株式 294,111株を含む）

株主数 15,699名

（2024年 3月 31日現在） 大株主の状況 （2024年 3月 31日現在）

株主名 所有株式数
（株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 9,887,600 16.51
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 5,865,691 9.79
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3,595,500 6.00
大日本印刷株式会社  3,125,000 5.22
株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口） 2,727,200 4.55
積水化学工業株式会社 2,520,000 4.21
野村信託銀行株式会社（投信口） 2,420,100 4.04
RBC ISB S/A DUB NON RESIDENT/
TREATY RATE UCITS-CLIENTS 
ACCOUNT-MIG

1,218,900 2.03

NORTHERN TRUST CO.（AVFC）  
RE FIDELITY FUNDS  1,071,200 1.79

MISAKI ENGAGEMENT MASTER FUND 1,053,300 1.76

保有期間 1年 3年 5年
デクセリアルズ 252.5％ 　365.3％ 952.3％

TOPIX 141.3％ 152.5％ 196.2％

（注 1）当社は、自己株式 294,111株を所有していますが、本表には記載していません。
（注 2）持株比率は、自己株式（294,111株）を控除して算出しています。
（注 3）   株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）は、従業員に対する自社株式給付のインセンティブプラン
　　　「株式給付信託（J-ESOP）」制度および取締役に対する業績連動型株式報酬制度「株式給付信託
　　　（BBT（＝Board Benefit Trust））」に係る信託財産の委託先です。

株主総利回り（TSR※）

株価・出来高推移 ※株式分割前（2019年 4月 1日～ 2024年 3月 31日）

所有者別株式分布状況 （2024年 3月 31日現在）

金融機関
33.87%

個人・その他
13.67%

外国法人等
41.06%

1.50%
証券会社

その他の法人
9.90%

（注）持株比率は、自己株式（294,111株）を控除して算出しています。

外部評価・指数への採用 （2024年11月時点）

インデックス組み入れ状況

評価・受賞

※ 1　 FTSE Russell （FTSE International Limited と Frank Russell Companyの登録商標）は、ここ
にデクセリアルズ株式会社が第三者調査の結果、FTSE Blossom Japan Sector Relative Index
組み入れの要件を満たし、本インデックスの構成銘柄となったことを証します。FTSE Blossom 
Japan Sector Relative Indexはサステナブル投資のファンドや他の金融商品の作成・評価に広く
利用されます。MSCIインデックスはMSCIに独占権があり、MSCI、MSCIインデックス名およびロ
ゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。

※ 2　 デクセリアルズがMSCIインデックスに採用されていること、およびMSCIのロゴ、商標、サービスマー
クまたはインデックス名の使用は、MSCIまたはその関連会社によるデクセリアルズへの後援、保証、
販促には該当しません。MSCIインデックスはMSCIに独占権があり、MSCI、MSCIインデックス名
およびロゴは、MSCIまたはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。※  TSR：Total Shareholder Return　キャピタルゲインと配当を合わせた投資収益率基準となる投資開始時の株価 

1年：2023年3月末、3年：2021年 3月末、5年：2019年3月末の終値

FTSE Blossom Japan 
Sector Relative Index※ 1

MSCI日本株女性活躍指数（WIN）※ 2

JPX日経インデックス 400 JPXプライム 150指数

SOMPO 
サステナビリティ・インデックス

健康経営優良法人 2024

大和インベスター・リレーションズ（株）
「2023年インターネット IR表彰」

優良賞

（株）ブロードバンドセキュリティ
Gomez IRサイト

ランキング 2023　銀賞

日興アイ・アール（株）2023年度全上場企業
ホームページ充実度ランキング
「総合部門 最優秀サイト」

MSCI ESGセレクト・リーダーズ指数※ 2

S＆P/JPX
カーボン・エフィシェント指数

2022.42021.4 2023.42020.42019.4

出来高（千株） デクセリアルズ（円） TOPIX（ポイント）

0

1,000
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8,000

7,000
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〈略歴〉博士（商学）、一橋大学大学院商学研究科修了。日本政策投資銀行を経て現職。2020年～ 2021
年University of California, Berkeley客員研究員。専門は財務会計、企業の社会的責任（CSR）、事業
継続計画（BCP）。著書・論文に『ベンチャー育成論入門―起業家マインドの醸成に向けて』（大学教育
出版、2004年）、『事業継続マネジメントBCMを理解する本』（日刊工業新聞社、2006年）、『事業継続
計画の開示が株主資本コストに与える影響』（現代ディスクロージャー研究、2012年）、『事業継続計画
による企業分析』（中央経済社、2013年）、『戦略的リスクマネジメントで会社を強くする』（中央経済社、
2017年）など。内閣府政府業務継続に関する評価等有識者会議委員などを歴任。

山岸 向児
執行役員
サステナビリティ推進本部長

　ESGの評価は国内外で標準化が進展し、評価機関の基準が深化す
る中で、統合報告書の重要性や有用性がいっそう高まっています。そ
のような状況において、貴社はサステナブルな経営体制の充実を図
るとともに、本報告書においても、価値創造ストーリー、価値創造戦
略、価値創造基盤へとつながる一貫性のある説明がなされています。

昨年もその点を評価しましたが、今年はさらに読みやすく全体がよ
く俯瞰できる内容です。
　今回最も注目すべき点は、社内での多くの議論を踏まえた上で、
「Empower Evolution.　つなごう、テクノロジーの進化を。」という
パーパスを策定したことです。パーパスがビジネスモデルにつなが
り、トップメッセージの中でもパーパスがうたわれています。トップ
メッセージでは新中期経営計画の実践に向けて、2028年度までの具
体的な数字を示しながら経営目標が説明されており、昨年に比べよ
り踏み込んだ内容であると評価できます。
　今回の報告書において、強い印象を受けたのは以下の箇所です。
　1点目は、製品やビジネスモデルの説明が充実したことです。稼ぐ
力の源泉を的確に表現できており、投資家からの要請にも応える内
容となっています。
　2点目は、今年から始まった中期経営計画において、2028年度の明
確な経営目標を提示しており、さらに中期経営計画を支える３つの
基本方針（成長領域での事業拡大、既存領域における事業の質的強化、
経営基盤の進化）と「技術」と「人財」に関するマテリアリティが示さ
れ、中期経営計画の解像度がアップしたといえます。
　3点目としては、マテリアリティの選択に関して、ビジネスモデ
ルの強化のための重点課題として「技術」と「人財」を明確に定義し、
ESGの重点課題から切り離したことで当社の特徴をより鮮明に表現
する形となりました。一方で、ESGの重点課題に対しては各種のガ

イドライン等を参照しつつ多面的な観点でKPIを設定した点に工夫
の跡が見られます。
　全体としてのストーリー性が増しており、パーパスから新中期経
営計画、マテリアリティにつながる流れに納得感が高い内容となっ
ています。また、財務戦略やリスクマネジメントに関しても詳細な説
明がなされ、さらに紙面全体を通じて社員の声を随所で紹介する記
載は好感を持てる構成です。全体として紙面の量も昨年に比べ約１
割増加するなど充実が図られました。
　加えて、特集として機関投資家との対談を掲載していますが、投資
家との対話の重要性が求められる中で非常に時機を得た企画である
と考えられます。
　一方で課題としては、ESG重点課題の中で、実績対比に関する表
がなくなり、2023年度に関して一覧での確認が難しくなった点や、
労働安全の課題の中で目標が未達の項目の改善が指摘できます。
　毎年、着実な前進は見られますが、トップメッセージに掲げられた
パーパスの実現を進めるため、議論をさらに深めていくことが求め
られます。引き続きグローバルな開示基準への対応は必要ですが、そ
の際に一般的に掲げられている指標にとどまることなく、今回設定
したパーパスに沿った目標について着実な実践と社内への浸透を図
ることで、おのずと貴社のビジネス面を含めた社会的価値が高まる
ことが予想されます。そのための重要なツールとして、進化しつづけ
ている統合報告書の貴社らしい充実を期待しております。

　当レポートの制作に際し、野田教授には客観的な視点からご意見
を頂戴し、心より感謝申し上げます。
　当社は前中計期間中から策定を進めてきた、未来に向けた羅針盤
や海図（パーパスや中長期の「ありたい姿」、そこからバックキャスト
して策定した新中計等）を胸に、さらなる成長に向けた新たな航海を
スタートさせました。
　当レポートにおいても「パーパスの実現、次なるステージへ」をメ
インテーマに、それらの中長期の方向性や成長戦略等について、ス
トーリー性を意識し発信しています。また、昨年野田教授から頂戴し
た「当社らしいありたい姿と、それに向けてなにが必要なのか提示す

第三者意見を受けて

第三者意見

立教大学大学院
ビジネスデザイン研究科教授

野田 健太郎

べき」というご助言や、国内外投資家の皆さまからの前回レポートに
対する貴重なご意見等を踏まえ多角的な視点から改善を進めました。
　これらの更新ポイントを野田教授からもご評価いただいた点は当
社にとっても大きな励みとなります。大幅に刷新した当レポートを
ご覧いただき、当社の将来性、成長性を実感いただけますと幸いです。
　なお、ご指摘いただいた旧マテリアリティに基づくCSR目標（KPI）
の 2023年度の実績開示につきましては、当社ウェブサイトにて行い
ます。一方で、今回新たに設定したESG重点課題についても、今後
の進捗（単年度の目標 /実績等）がご確認いただけるよう次回以降の
統合レポートにて継続的に発信いたします。

　今後も、ステークホルダーの皆さま
との対話を重ねつつ、パーパスやサス
テナビリティポリシーで掲げた当社
らしいサステナビリティの本質を追
求することで、さらなる成長と企業
価値向上を目指してまいる所存です。
引き続きご支援のほどよろしくお願
いいたします。
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